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0八千代市個人情報保護法施行条例

(趣旨)

第1条この条例は,個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。

以下「法」という。)の施行に関し必要な事項を定める、のとする。

(用語)

第2条この条例で使用する用語は,法及び個人情報の保護に関する法律施行

令 (平成 15年政令第507号)に給いて使用する用語の例による。

(個人情報取扱事務に関する登録等)

第3条市の機関(市長.教育委員会,選挙管理委員会,監査委員,農業委員
^

固定資産評価審査委員会,消防長及び事業管理者をいう。以下同じ。)τ^,

は,個人情報を取り扱う事務であって,個人の氏名,生年月日その他の記述

又は個人別に付された番号,記号その他の符号により当該個人を容易に検索

し得る状態で個人情報が整理して記録される公文書 U＼千代市情報公開条例

(平成 1.2年八千代市条例第1号)第 2条第2号に規定する公文書をいう。

)又は磁気テープ等(市の機関の職員が職務上作成し,又は取得した情報が

記録された磁気テープ,磁気ディスクその他これらに類する物であって,市

の機関が管理しているものをいう。)を使用するもの(以下「個人情報取扱

事務」という。)にっいて,次に掲げる事項を登録した登録簿を備え置いて,

一般の閲覧に供しなけれぱならない。

①個人情報取扱事務の名称

②個人情報取扱事務を所管する組織の名称

③個人情級取扱事務の目的

④個人情報の対象者の範囲

⑤個人情報の記録項倒

⑥個人情報の取得理由及び主な取得先

⑦個人情報を当該市の機関以外の者に経常的に提供tる場合は,その主な

提供先

制定

改正

令和4年11月30日条例第23号

令和4年11月30日条例第28号

1
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⑧個人情報に要配慮個人情報が含まれているときは,その旨

⑨その他市の機関が定める事項

2 市の機関は,個人情報取扱事務を開始しようとするときは,あらかじめ,

当該個人情報取扱事務について前項の登録簿に登録しなければならない。登

録した事項を変更しようとするときも,同様とする。

3 市の機関は,登録に係る個人情報取扱事務を廃止したときは,遅滞なく,

当該個人情、報取扱事務に係る登録を抹消しなければならない。

4 市の機関は,第1項の登録籬に登録した事項を公表するものとする。

5 前各項の規定は,本市の職員又は職員であった者に係る個人情報取扱事務

及び専ら一時的又は試験的な電子計算・機処理に係る個人情報取扱事務につい

ては,適用しない。

(費用負担)

第4条法第89条第2項の規定により開示請求をする者が納めなけれぱなら

ない手数料は,無料とする。

2 法第87条第1項の規定により文書又は図画の写しその他物品の供与を受

ける者は,当該供与に要する費用を負担しなければならない。

(開示決定等の期限)

第5条開示決定等は,開示請求があった日から14日以内にしなけれぱなら

ない。ただし,法第 77条第3項の規定により補正を求めた場合にあ0ては,

当該補正に要した日数は,'当該期間に算入しない。

2 前項の規定にかかわらず,市の機関は,事務処理上の困難その他正当な理

由があるときは,同頂に規定する期間を 30日以内に限り延長することがで

きる。この場合において,市の機関は,開示請求者に対し,遅滞なく,延長

後の期間及び延長の理由を書面により通知しなければならない。

(開示決定等の期限の特伊D

第6条開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるため,開示請求があ

つた日から44日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務

の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合には,前条の規定にかかわら

ず,市の機関は,開示請求に係る保有個人情報のうちの相当の部分につき当

該期間内に開示決定等をし,残りの保有個人情報については相当の期間内に
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開示決定等をすれぱ足りる。この場合において,市の機関は,同条第1項に

規定する刻間内に,開示請求者に対し,次に掲げる事項を書面により通知し

なけれぱならない。

住)この条の規定を適用する旨及びその理由

②残りの保有個人情報について開示決定等をする期限

(個人情報保護制度運営審議会への諧問)

第7条市の機関は,開示請求に係る手数料の設定,法第60条第5項に規定

する条例要配慮個人情報の設定その他の重要な事項を検討する場合において,

個人情報の適・正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くこ

とが特に必要であると認めるときは,次条に規定する八千代市個人情報保護

制度運営審議会(以下「審議会」という。)に諮問することができる。

(審議会)

第8条市長は,前条の規定による諮問及び八千代市議会の個人情報の保護に

関する条例(令和4年八千代市条例第28号)第51条の規定による諮問に

応じ調査審議するため,審議会を置く。

2 審議会は,市長が委嘱する委員10人以内をもって組織する。

3 委員の任期は,2年とする。ただし,委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は,前任者の残任期間とする。

4 委員は,再任されることができる。

5 委員は,職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。

6 審議会は,第 1項に規定する審議のため必要があると認めるときは,市の

機関又は議会の職員その他関係者の出席を求めて意見若しくは説明を聴き,

又は必要な資料の提供を求めることができる。

7 審議会は,第1項に規定する調査審議を行うほか,個人情報の適正な取扱

いに関する重要な事項にっいて,市の機関及ぴ議会に建議することができる。

8 前各項に定めるもののほか,審議会の.組織及び運営に関し必要な事項は,

市長が定める。

(委任)

第9条この条例の施行に関し必要な粛項は,市の機関が規則等で定める。

^
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附則

(施行期日)

第 1条ごの条例は,令和 5年4月1日から施行,、る。

(八千代市個人情報保護条例の廃止)

第2条八千代市個人情報保護条例(平成1.0.年八千代市条例第25号。以下

Π日条g山という。)は,廃止する。

(旧条例の廃止に伴う経過措置)

第3条次に掲げる者に係る旧条例第12条又は第13条第3項の規定による

その業務に関して知り得た旧条例第2条第1号に規定する個人情報(以下「
ユ

旧個人情報」という。)の内容をみだりに他人に知らせ,又は不当な目的に

利用してはならない義務については.この条例の施行の日以後においても,

なお従前の例による。

①この条例の施行の際現に旧条例第2条第4号に規定する実施機関(以下

「旧実施機関」という。)の職員である者又はこの条例の施行の日_前に粘

いて旧実施機関の職員であった者のうち,この条例の施行の日前において

旧個人情報の取扱いに従事していた者

②この条例の施行の日前に船いて旧実施機関から旧個人情報の取扱いの委

託を受けた業務に従事していた者

③'この条例の施行の日前において指定管理者(地方自治法(昭和22年法

律第67号)第.244条の2第3項に規定する指定管理者をいう。以下同

じ。)の管理する市の公の施設(同法第244条第1項に規定する公の施

設をいう。'以下同じ。)の管理の業務に従事していた者

4

4

2 この条例の施行の日前に旧条例第14条第 1項若しく.i、第2項(第 17・条

第2項,第 18条第2項及び第'19条第 2項の規定により準用.される場合を

含む。),第 17条第 1項,第 18条第 1項又は第 19条第 1項の規定によ

る請求がされた場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示,訂正,

削除及び中止については,なお従前の伊Ⅱこよる。

3 次に掲げる者が,正当な理由がないのに,この条例の施行の日前に給いて

旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する旧個人情報が記録された旧条

例第.2条第7号に規定する磁気テープ等(その全部又は一部を複製し,又は

議題1



」

加工したものを含む。、)をとの条例の施行の臼以後に提供したときは,2年

以下の懲役叉は 1,000,00 0円以下の罰金に処する。

①この条例の施行の際現に旧実施機関の職員である者又はこの条例の施行

の日前において旧実施機関の職員であった者

②第1項第2号に掲げる者

4 第1項第3号に掲げる者が,正当な理由がないのに,この条例の施行の日

前において指定管理者の管理する市の公の施設の管理の業務に従事してぃる

者が職務上作成し,又は取得した個人の秘癌に属する旧個人情報が記録され

た磁気テープ,磁気ディスクその他これらに類する物であって,指定管理者

が管理しているもの(その全部又は一部を複製し,又は加工したものを含む。

)をこの条例の施行の日以後に提供したときは,2年以下の懲役又は1 0,

0 0,0 0 0円以下の罰金に処する。

5 第3項各号に掲げる者が,その事務に関して知り得たこの条例の施行の日

前において旧実施機関が保有していた旧個人情報をとの条例の施行の日以後

に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し,又は盗用したとき

は,1年以下の懲役又は500,000円以下の罰金に処する。

6 第1項第3号に掲げる者が,その管理の業務に関して知り得たとの条例の

施行の日前において指定管理者が保有していた旧個人情報をこの条例の施行

の日以後に自己若しくは第三者の不正な.利益を図る目的で提供し,又は盗用

したときは,1年以下の懲役又は5 0 0,000円以下の罰金に処tる。

7 旧条例第33条第1項の規定により置かれた八千代市個人情報保護制度運

営審議会は,この条例第8条第1項の規定により置く審議会となり,同一性

をもうて存続するものとする。

8 この条例の施行の際現に旧条例第33条第2項の規定により八千代市個人

情報保護制度運営審議会の委員に委嘱されている者は,この条例第8条第2

項の規定により審議会の委員に委嘱されたものとみなし,その任期は,同条

第3項の規定にかかわらず,令和5年7月7日までとする。

9 この条.例の施行の際現に旧条例第7条第2項の規定により登録されてぃる

登録簿は,と.の条例第3条第2項の規定により登録した同条第 1項の登録簸

とみなす。この場合において,同項第6号中「取得理由」とあるのは f収集

5
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理由」と,「取得先」とあるのは「収集先」と読み替えるものとする。

(創則に関する経過措置)

第4条'この条例の施行の日前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前

の例によるこ.ととされる場合におけるこの条例の施行の日以後にした行為に

対する罰則の適用については,なお従前の例による。

ノ

ノ
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0八千代市個人情報保護法施行細則

(趣旨)

第1条この規則は,市長が取り扱う個人情報等について,個人情報の保護に

関する法律(平成 15年法律第5 7号。以下「法」という。).個人情報の

保護に関する法律施行令(平成15年政令第507号。以下「政令」という。

)及び八千代市個人情報保護法施行条例(令和4年八千代市条例第23号。

以下「条例」という。)に定めるもののほか,必要な事項を定めるものとす

る。

(個人情報ファイル癖)

第2条法第75条第1項の帳簿は,個人情報ファイル鱒(第1号様式)とす

る。

(個人情報取扱事務登録簿)

第3条条例第3条第1項の登録癒は,個人情報取扱事務登録癖(第2号様式

)と司、る。

(開示請求書)

第4条法第77条第1項の書面は,保有個人情報閉示請求書(第3号様式)

と,7る。

(開示決定通知書等)

第5条法第82条第1項の書面は,次の各号に掲げる区分に応じ,それぞれ

当該各号に定める通知書とする。

①開示請求に係る保有個人情報の全部を閉示する旨の決定を通知する場合

保有個人情報全部開示決定通知書(第4号様式)

②開示請求に係る保有個人情報の一部を開示する旨の決定を通知tる場合

保有個人情報部分開示決定通知書(第5号様式)

2 法第82条第2項の書面は,保有個人情報不開示決定通知書(第6号様式

)とtる。

(開示決定等期限延長通知書)

令和 5年2月13日規則第3号

7
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第6条法第83条第2項の書面は,保有個人情報開示決定等期限延長通知書

(第 7号様式)とする。

(朋示決定等期限特例延長通知書)

第7条法第84条の書面は,保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書(

第8号様式)とする。

(開示請求に係る事案移送通知書)

保有個人情報の開示請求に係る事案移送第8条法第85条第1項の書面は,

通知書(第9号様式)とする。

(第三者に対する意見書提出の機会の付与等)

第9条法第86条第1項の規定による通知は,保有個人情報の開示に係る意

見聴取書(第 10号様式)により行うものとする。

2 法第86条第2項の書面は,保有個人情報の開示に係る意見聴取書(第1

1号様手口とする。

3 法第8.6条第3項の書面は,保有個人情報の開示に係る意見聴取結果通知

書(第 1 2号様式)と司、る。

(開示の実施等)

第10条法第87条第1項の規定による保有個人情報の開示は,市の機関が

指定する日時及び場所に船.いて行うものとする。

2 法第87条第1項の規定により文書又は図画を閲覧する者は,当該文書又

は図画を丁寧に取り扱うとともに,汚損し,若しくは破損し,又は改ざんし

てはならない。

3 市長は,前項の規定に違反した者又は違反するおそれがあると認められる

者に対し,文書又は図画の閲覧を中止させることができる。

4 法第87条第1項の規定により写しを交付するときの部数は,文書又は図

画 1件につき.1部とする。

5.前各項に定めるもののほか市の機関の保有個人情報の開示に関し必要な事

項は,市長が別に定める。

(開示実施方法等の申出)

第11条法第87条第3項の規定による申出は,保有個人情報の開示の実施

方法等申出書(第13号様式)を提出することにょり行うものとする。

、
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(費用負担)

第12条条例第4条第2項の規定により文書又は図画の写しその他物品の供

与を受ける者が負担すべき費用は,別表に掲げる額とする。

2 前項の者が開示の実施として写しの送付を求める場合の当該送付に要する

費用の納付の方法は,あらかじめ郵便切手で納付する方法とする。

(訂正請求書)

第13条法第 91条第 1項の書面は,保有個人情報訂正請求書(第1.4号様

式)とする。

(訂正決定通知書等)

第14条法第93条第1項の書面は,保有個人情報訂正決定通知書(第 15

号様式)と司、る。

2 法第93条第2項の書面は,保有個人情報不訂正決定通知書く第16号様

式)とする。

(訂正決定等期限延長通知書)

第15条法第94条第2項の書面は,保有個人情報訂正決定等期限延長通知

書・・(第 1 7 号様式).とする。

(訂正決定等期限特例延長通知書)

第16条法第95条の書面は,保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書

(第 18 号様式)とする。

(訂正諧求に係る事案移送通知書)

第17条法第96条第1項の書面は,保有個人情報の訂正請求に係る事案移

送通知書(第19号様式)とする。

(剖用停止請求書)

第18条法第99条第1項の書面は,保有個人情報利用停止請求書・(第20

号様式)とする。

(利用停止決定通知書等)

第19条法第101条第1項の書面は,保有個人情報利用停止決定通知書(

第2 1号様式)とする。

2 法第101条第2項の書面は,保有個人情報不利用停止決定通知書(第2

2号様式)とする。

9
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(利用停止等期限延長通知書)

第20条法第102条第2項の書面は,保有個人情報利用停止決定等期限延

長通知書(第23号様式)とする。

(利用停止等期限特例延長通知書)

第21条法第103条の書面は,保有個人情報利用停止決定等期限特例延長

通知書(第24号様式)とする。

(開示請求等に浦ける本人確認として市長が適当と、認める書類)

第22条政令第22条第 1項第2号(政令第29条において準用する場合を

含む。)の規定により本人であることを確認するため市長が適当と認める書

へ類は,旅券その他の市長が別に定める書類とする。

2 政令第22条第2項第2号(政令第29条において準用tる場合を含む。

)の規定により本人であることを示すものとして市長が適当と認める書類は,

在外公館の発行する在留証明その他の市長が別に定める書類とする。

(個人情報保護制度運営審議会)

第23条条例第8条第1項の規定により設置される八千代市個人情報保護制

度運営審議会(.以下「審議会」という。)に会長及び副会長,を置き,委員の

互選により定める'

2 会長は,会務.を総理し,審議会を代表する。

3 副会長は,会長を補佐し,会長に事故があるとき,又は会長が欠けたとき

は,その職務を代理する。

4 審議会の会議(以下「会議」という。)は,会長が招集し,会長が会議の

議長となる。

5 会議は,委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

6 会議の議事は,出席した委員の過半数で決し,可否同数のときは,議長の

決するところによる。.

7 審議会の庶務は,総務部法務課に給いて処理tる。

8 前各項に定めるもののほか,審議会の運営に関し必要な事項は,会長が定

める。

(公rの

第24条会長の公印の名称,書体,ひな型,寸法,個数,用途及び管守者は,

ノ

W

10

1題
、
、
、
識



次の表のとおりとする。

名称

八千代市

個人情報

保護制度

運営審議

会長之印

書体

古印体

ひな型

2 前項に規定する公印の取扱いについては,八千代市公印規則(昭和48年

八千代市規則第25号)の例による。

(補則)

第25条この規卸Ⅱこ定めるもののほか必要な事項は,別に定める。

附則

(施行期日)

1 この規則Ⅱネ,令和5年4月1日から施行する。

(市長が取り扱う個人情殺等1こ関する八千代市個人情報保護条例施行規則の

廃止)

2 市長が取り扱う個人情報等に関する八千代市個人情報保護条例施行規則(

平成11年八千代市規則第8 号)は,廃止する。

(会議の招集の特例)

3 第23条第1項の規定により互選される前に招集される会議は,同条第4

項の規定にかかわらず,市長が招集する。

て

千代

情報

度運

会長

11

寸法

方2

)

個数

之

1

1

リ

用途

ト

ノレ

管守者

11

法務課

長

ーコ

会

ミ
メ

営

1題

＼
<

八
人
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護
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書



別表(第 12 条第 1項)

種別

文書,図画

又は写真

供与の方法

写しの交付

フィノレム

刀単色刷りについては,'日本産

業規格A列3番以内の用紙1枚に

つき 1 0円

2)多色刷りについては'臼本産

業規格A列3番以内.の用紙1枚に

つき20円

12

金額

写しの交付

音テープ

及びビデ.オ

テープ

写したもの

の交付

録音テー

プ,ビデオ

テープ以外

の電磁的記

印画紙に印画したもの又は用紙に

写したものの交付1.こついては,

費相当額

徴収時期

写しを交付し

た際

写しの交付

写する媒体に要する費用の実費

当額

、

1)単色刷りについては,日本産

業規格A列3番以内の用紙1枚に

つき 10円

2)多色刷り.については,日本産

業規格A列3番以内の用紙1枚に

つき20円

備考

1 両面に複写され,又は出力された用紙については,片面を1枚として額を
算定する。

2 写しを交付する場合は,日本産業規格A列3番までの用紙を用いるものど
する。'ただし,これを超える規格の用紙を用いた場合の当該写しの枚数は,
日本産業規格A列3番による用紙を用いた場合の枚数に換算して算定する。

写しを交付し

た際

写したもの

の交付

夏写媒体を交

付した際

写する媒体に要する費用の実費

当額

写しを交付し

た際

12

写媒体を交

寸した際

,
ー
ー

1題
=
=
ロ



第 1号様式(第2条)

ファイルの名称

市の機関の名称

ファイルが利用に
供される事務を
かさどるJコ

組織の名称

個人情報ファイル簿

アイノレ

用目

作成

整理番号

13

録

日

^

項

ノ「

＼

録

目

録情

集

要配慮個人情報

範 囲

録情報
常的提供

示請求等を開

理する組織の戸工乙
^

名称及び所在地

訂正及び利用停止

に関する他の法令

の規定によ る

等特別の手続

口含む

ファイルの種別

(名称)

口含まない

(所在地)

備

口法第60条第2項第1号
(電算処理ファイノレ)

政令第21条第7項に該当

するファイルロ有口無

考

口法第60条第2項第2号
(マニュアノレ処理ファイノレ)

13

の
法

報

記

1題

の
先

、
、
、
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記
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第2号様式(第3 条)

事務

市の機関の名称

の

事務を

組織

名称

個人情毅取扱事務登録癖

事務

管する
名称・

登

の

人情報
象者の'範

録

整理番号

目

日

的

人情報
録項

個人情報の取得
理由及び主な取得先

要配慮個人情報

備

(取得理由)

f

(主な取得先)

考

口含む 口含まない

14

エ、

14

"、,ノ'

所
の

の
囲

個
対

の
目

個
・
記

の
的
先

報
常

情
経
供

人
な

個
主
提
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第3 号様式(第4条)

(市の機関名)

保有個人情報開示請求書

個人情報の保護に関する法律第77条第1項の規定により
有個人情報の開示を請求します。

1 開示を請求する保有個人情報(具体的に特定してください。)

2 求める開示の実施方法等(本欄の記載は任意です。)
ア又はイに0印を付してください。アを選択した場合は,実施の方法及び希
望日を記載してください。

請求者

(フりガナ)
氏瑠

住所又は居所

ア

電話番号

事務所に諮ける開示の実施を希望する。

年

<{施の方法>

イ

月

3

く実施の

本人確認等

写しの送付を希望する。

日

ア

イ請求者本人確認書類
口運転免許証口健康保険被保険者証
口個人番号力ード又は住民基本台帳力ード(住所記載のあるもの)
口在留力ード,特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国
人登録証明書

口その他(

※請求書を送付して請求をする場合には,加えて住民票の写し等を添
付してください。

開示請求者

口

日>

口その也

下記のとおり保

口写しの

口本人

ウ 本人の状況等法定'理人又は意代理

エ'_撲窒上上^
(ア)本人の状況

付

月

口法定代理人

日

(イ)

(ウ)

法定代理人が請求する場合は,次のいずれかの書類を提示し,又は提出とユニ

してください。

請求資格確認書類口戸籍謄本口登記事項証明書
口その他(

本人の氏

本人の住

口任意代理人

口未成年者(

口成年被後見人

(フりガナ)

オ任意代理人が請求する場合は,
レ、

請求資格確認書類口委任状

巧

又は P

が詰求する場厶にのみ記

年月 日生)

口任意代理人委任者

歌の書類を提示し,又は提出してくださ

口その他(

し

15

記

1題



第4号様式(第5条第1項第1号)

様

年月日付けで開示請求のあった保有個人情報については,'個人情
報の保護に関する法律第82条第1項の規定により,下記のとおり開示する
ことに決定したので通知します。

1

保有個人情報全部開示決定通知書

開示する保有個人情報

2

(市の機関名)

開示する保有個人情報の利用目的

3 開示の実施の方法等

月

① 開示の実施の方法等

事務所における開示を実施することができ、る日時及び場所
期間:'月日から月日まで(_八千代市の休日を定める条例(
平成元年八千代市条例第21号)に定める市の休日を除く。')

時間

場所

②

回

仁

③写しの送付を希望する場合の準備日数及び送付に要する費用(見込
額)

ノ

i義題 1 16

<本件連絡先>
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号
日

第
年

記
'

課
話
線

担
電
内



第5号様式(第5条第1項第2号)

様

保有個人情報部分開示決定通知書

年月日付けで開示請求のあった保有個人情報にっいては,個人情
報の保護に関する法律第82条第1項の規定により,下記のとおり開示する
ことに決定したので通知します。

1 開示する保有個人情報

2 不開示とした部分及びその理由

(市の機関名)

3 開示する保有個人情報の利用目的

4

月

開示の実施の方法等

住}開示の実施の方法等

②事務所における開示を実施tることができる日時及び場所
期間:月日から月日まで(八千代市の休日を定める条例(
平成元年八千代市条例第21号)に定める市の休日を除く。)

時間

場所

③写しの送付を希望する場合の準備日数及ぴ送付に要する費用(見込
額)

回

教示この処分に不服がある場合は,この処分があったことを知った日
の翌日から起算して 3 か月以内に, に対して審査請求
をすることができます。

また,この処分の取消しの訴えは,この処分があったことを知っ
た日の翌目から起算して 6 か月以内に,八千代市を被告として提起
することができます。ただし,審査請求をした場合には,処分の取
消しの訴えは,当該審査請求に対する裁決があったことを知った日
の翌日から起算して6か月以内に提起tることができます。

17

17

号
日

第
年

記
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第6号様式(第5条第2項)

し 様

年月日付けで開示請求のあった保有個人情報については,個人情
報の保護に関する法律第82条第2項の規定により,下記のとおり全部を開
示しないことに決定したので通知します。

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

保有個人情報不開示決定通知書

(市の機関名)

開示をしないことと

した理由

月

教示この処分に不服がある場合は,この処分があったことを知った日の翌
に対して審査請求をするこ日から起算して 3か月以内に,

とができます。

また,この処分の取消しの訴えは,この処分があったことを知った日の
翌日から起算して6か月以内に,八千代市を被告として提起することがで
きます。ただし,審査請求をした場合には,'処分の取消しの訴えは,当該
審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して6か月
以内に提起することができます。

回

18

<本件連絡先>

担当課:
電

内

18

号
日

第
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記
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第7号様式(第6 条)

様

年月日付けで開示請求のあった保有個人情報にっいては,個人情
報の保護に関する法律第83条第2項の規定により,下記のとおり開示決定
等の期限を延長するこ.ととしましたので通知します。

保有個人情報開示決定等期限延長通知書

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

延長後の期間

(市の機関名)

延長の理由

月

日(開示決定等期限

回

年月 日)

19

議題1 19

号
日

第
年

記
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第8号様式(第7条)

様

年月.日付けで開示請求のあった保有個人情報については,個人情
報の保護に関する法律第.84条の規定により,下記のとおり開示決定等の期
限を延長するこ.ととしましたので・通知.します。

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

法第84条の規定(

開示決定等の期限の

特例)を適用する理

由

(市の機関名)

月

ι

残りの保有個人情報

にっいて開示決定等

をする期限

回

年月日

年月日までに可能な部分について開示決

定等を行い.残りの部分については,当該期限までに

開示決定等を行う予定です。)

議題1 20

20

号
日

第
年

記
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第9 号様式(第8条)

様

年月・日付けで請求のあった保有個人佶報の開示請求に係る事案に
ついては,個人情報の保護に関する法律第85条第1項の規定により,下記1

のとおり移送したので通知します。

なお,保有個人情報の開示決定等は,下記の移送先の行政機関等において
行われます。

記

保有個人情報の開示請求に係る事案移送通知書

21

開示請求に係る保有

個ノY情報の名称等

、

(市の機関名)

移送をした日

移送の理由

月

移送先の行政機関の

長等

回

年

(行政機関の長等)

(連絡先)
部局課室名
担当者名

所在地:

電話番号:

備考

月 日

21

号
日

第
年

>先絡連
課
話
線

牛
当
本
担
電
内
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第10号様式(第9条第 1項)

様

に関する情報が含まれている保有個人情報についで,個人情報の保護

に関する法律第77条第1項の規定による開示請求があり,当該保有個人情
報について開示決定等を行.う際の参考とするため,同法第86条第1項の規

定により,御意見を伺うこととしました。,

つきましては,お手数ですが,当該保有個人情報を開示することにつき御
意見があるときは,卿排氏「保有個人情報の開示に係る意見書」を提出してい
ただきますようぉ願いします。

なお,提出期限までに意見書の提出がない場合には,特に御意見がないも
のとして取り扱わせていただきますb

保有個人情報の開示に係る意見聴取書

(市の機関名)

開示請求に係る保有
個人情報の名称等

開示請求の年月日

ノ

月

開示請求に係る保有
個人情報に含まれて

に関すいる

る情報の内容

22

、意見書の提出先

回

意見書の提出期限

年 月

(課室名)

(連絡先)

日

年 月

22

日

号
日

第
年

記
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卸俳氏

(市の機関名)

保有個人情報の開示に係る意見書

(法人その他の団体にあっては,
その主たる事務所の所在地)

年月日付けで照会のあった保有個人情報の開示にっいて,下記の

とおり意見を提出します。

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

(フりガナ)
氏名又は名称

(法人その他の団体にあっては,
その団体の代表者名)

年月

戸又は居戸

日

、開示に関しての意見

記

口保有個人倩報を朗示されることについて支障がない。

口保有個人情報を開示されることについて支障がある。

①支障(不利益)がある部分

連絡先

②支障(不利益)の具体的理由

23

231題
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、
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第 11号様式(第9条第2項)

様

に関する情報が含まれている保有個人情報について,個人情報の保護
に関する法律第77条第1項の規定による閉示請求があり,当該保有個人情
報にっいて開示決定等を行う際の参考とするため,同法第86条第2項の規
定により,御意見を伺うこととしました。
つきましては,船手数ですが,当該保有個人情報を開示することにつき御
意見があるときは,卿俳氏「保有個人情報の開示に係る意見筈」を.提出Lてい
ただきますようお願いします。

なお,提出期限までに意見書の提出がない場合には,特に御意見がないも,

のとじて取り'扱わせていただきます。

記

保有個人情報の開示に係る意見聴取書

V

(市の機関名)

24

開示請求に係る保有
個人情報の名称等

開示請求の年月日

月

法第86条第2項第
1号又は第2号の規

定の適用区分及びそ
の理由

開示諸求に係.る保有

個人情報に含まれて
に関すいる

る情報の内容

囲

r

適用区分口第1号
(適用理由)

年 月

意見書の提出先

日

意見書の提出期限

口第2号

i義題 1

(課室名)

(連絡先)
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別紙

(市の機関名)

保有個人情報の開示に係る意見書

(法人そのイ也の団体にあっては,
その主たる事務所の所在地)

年月日付けで照会のあった保有個人情報の開示にっいて,下記の

とおり意見を提出します。

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

氏

(フりガナ)
又は名

(法人その他の団体にあっては,
その団体の代表者名)

年

又は居戸

月 日

開示に関しての意見

記

口保有個人情報を開示されるととにっいて支障がない。

口保有個人情机を開示されるととにっいて支障がある。

①支障(不利益)がある部分

連絡先

②支障(不利益)の具体的理由

25

251題



第 12 号様式(第 9条第3項)

様

ノ

年月日付けで「保有個人情報の開示に係る意見書」のから

提出がありました保有個人情報については,下記のとおり閉示決定しました

ので,個人情報の保護に関する法律第86条第3項の規定により通知します。

保有個人情報の開示に係る意見聴取結果通知書

開示請求に係る保有

個人情報の名称等

(市の機関名)

開示するとととした

理由

閉示決定をした日

月

開示を実施する日

教示との処分に不服がある場合は,'との処分があったことを知った日の翌日から
r

にヌ上して審査請求をすることができます。起算して 3 か月以内に,
また,この処分の取消しの訴えは,この処分があったことを知った日の翌
日から起算して6 か月以内に,八千代市を被告として提起することができま
す。ただし,審査請求をした場合には,処分の取消し、の訴えは,当該審査請
求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して 6か月以内に提
起するこ.とができます。

回

年

年

月

月

日

日

26

<本件連絡先>
担当課

電話

内線

26

号
日

第
年,

/

記

1題



一

第 13 号様式(第 11条)

保有個人情報の開示の実施方法等申出書

(市の機関名)

個人情報の保護に関する法律第87条第3項の規定により,下記のとおり申
出をしま司、。

記

1 開示の決定を通知した文書の文書記号,番号等
文書記号及び番号

文書の日付

2 求める開示の実施方法

、

申出者

(フりガナ)
氏名

閉示請求に係る保有
個人情報の名称等

住所又は居所

電話番号

年 月 日

3

住)閲覧

開示の実施を希望する日

年月日午前

②複写した

ものの交付

4

実施の方法

③その他

「写しの送付」の希望の有無

:同封する郵便別手等の類

全部

一部

全部
一部

午後

全部

一部

勺

27

27

①
②
(

①
②
(

①
②
(

1題

ー
＼

有
無〔



第 14号様式(第 13 条)

ノ

(市の機関名)

保有個人情報訂正請求書

個人情報の保護に関する法律第91条第1項の規定により,下記のとおり保
有個人情報の訂正を諸求します。

1 訂正請求の内容等
訂正請求に係る保

有個人情報の開示
を受けた日

請求者住所又は居所

開示決定に基づき

開示を受けた保有

個人情報

(フりガナ)

電話

年月

訂正請求の趣旨及

び理由

2

、

開示の決定を通知した文書の文書記号及び番号

開示の決定を通知した文書の日付 年月日

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の畠称等

本人確認等

日

年

ア

イ請求者本人確認書類
口運転免許証口健康保険被保険者証
口個人番号力ード又は住民基本台帳力ード(住所記載のあるもの)
口在留力ード,特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国
人登録証明書

口その他(

※請求書を送付して請求をする場合には.加えて住民票の写し等を添
付してください。

月

訂正請求者

(趣旨)

(理由)

日

口本人

ウ 本人の状況等法定七理又は意t理が請求する場Aにのみ記

工ぶ_ど窒上■^
(ア)本人の状況

口法定代理人

(イ)

(ウ)

工法定代理人が請求する場合は,次のいずれかの書類を提示し,又は提出
してください。

請求資格確認書類口戸籍謄本口登記事項証明書
口その他(

本人の氏

本人の主所又は居一

口任意代理人

口未成年者(
口成年被後見人

(フりガナ)

オ任意代理人が請求する場・合は,次め書類を提示し,
し、

請求資格確認書類口委任状口その他(

28

目生)年月

口任意代理人委任者

し

28

又は提出してくださ

氏

号

記

1題



第 15号様式(第 14条第1項)

様

年月日付けで訂正諸求のあ0た保有個人情報にっいては,個人情
報の保護に関する法律第93条第1項の規定により,下記のとおり訂正する
ことに決定したので通知します。

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

保有個人情報訂正決定通知書

訂正請求の趣旨

(市の機関名)

訂正決定をする内容

及ぴ理由

月

(訂正内容)

回

(訂正理由)

29

ミ義題 1 29

号
日

第
年

記

>先絡連
課
話
線

牛
当
本
担
電
内

<



第 16 号様式(第 14条第2項)

様

年月日付けで訂正請求のあった保有個人情報については,個人情

報の保護に関゛る法律第93条第2項の規定により,下記のと翁り訂正しな
いことに決定したので通知します。

記

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

保有個人情報不訂正決定通知.書

(市の機関名)

訂正をしないことと

した理由

月

教示この処分に不服がある場合は,と.の処分があったととを知った日の翌日から

起算して 3 か月以内に, に対して審査請求をすることができます。

また,と.の処分の取消しの訴えは,この処分があったことを知った日の翌日
から起算して 6 か月以内に,八千代市を被告として提起することができます。
ただし,審査請求をした場合には,処分の取消しの訴えは,当該審査請求に対
する裁決があったことを知った日の翌日から起算して 6か月以内に提起するこ
とができます。

団

議題1 30

<本件連絡先>

担当課
電話:

内,

30

号
日

第
年



第 1 7号様式(第 15 条)

様

年月日付けで訂正請求のあった保有個人情報にっいては,個人情
報の保護に関する法律第94条第2項の規定により,下記のとおり訂正決定
等の期限を延長tることとしましたので通知します。

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

延長後の期間

(市の機関名)

延長の理由

月

日(訂正決定等期限

回

年月 日)

31
31

議題1

号
目

第
年

記

>先絡連
課
話
線

牛
当
本
担
電
内

<



第 18 号様式(第 16 条)

様

32

＼

年月日付けで訂正請求のあった保有個人情報については,'個人情
報の保護に関する法律第95条の規定により,・下記のとおり訂正決定等の期
限を延長することとしましたので通知します。

y 保有佃人情報訂正決定等期限特例延長通知書

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

法第95条の規定(

訂正決定等の期限の

特伊D を適用する理

由

(市の機関名)

月

訂正決定等をす.る期

限

回

年月

"",

日

議題 1 -32

、、

<本件連絡先>
担当課:

電 話

線、内

号
日

第
年

記



第 19 号様式(第 17条)

様

年月日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案に
ついては,個人情報の保護に関する法律第96条第1項の規定により,下記
のとおり移送したので通知します。

なお,保有個人情報の訂正決定等は,下記の移送先の行政機関等において
行われます。

保有個人情報の訂正請求に係る事案移送通知書

訂正請求に係る保有

個人情報の名称等

(市の機関名)

移送をした日

移送の理由

月

移送先の行政機関の

長等

回

年

(行政機関の長等)

(連絡先)

部局課室名
担当者名

所在地:

電話番号:

備考

月 日

33

33

号
日

第
年

記

>先絡連
課
話
線

件
当
本
担
電
内

<

1題



第 2 0号様式(第 18 条)

保有個人情報利用停止請求書

(市の機関名)

個人情報の保護に関する法律第99条第1項の規定により,下記のとおり保
有個入情報の利用停止を請求しま,。

記

V

1 利用停止請求の内容等

利用停止請求に係
る保有個人情報の
開示を受けた日

請求者住所又は居所

(フりガナ)
氏名

開示決定に基づき
開示を.受けた保有
個人情報

電話号

利用停止請求の趣
旨及び理由

年月

開示の決定を通知した文書の文書記号及び番号
開示の決定を通知した文書の日付 月日

開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報の名称等

2

年

日

本人確認等

ア

月

イ請求者本人確認書類
口運転免許証口健康保険被保険者証
口個人番号力ード又は住民基本台帳力ード q主所記載のあるもの)
口在留力ード,特別永住者証明書又は特別永住者証明書とみなされる外国
人登録証明書
口その他(

※請求書を送付して請求をする場合には,加えて住民票の写し等を添
付してくだ,さい。

(趣旨)

ロ,第1号該当→口利用の停止、口消去
口第2号該当→提供の・停止
(理由)

利用停止請求者

日

ウ

口本人

本人の状況等(法定t理人又は壬

エ'_茎室上江^
(ア)本人の状況

し

口法定代理人

(イ)

(ウ)

法定代理人が請求する場合は,炊のいずれかの書類を提示し,又は提出こ工

してください。

請求資格確認書類口戸籍謄本口登記事項証明書
口その他(

人の氏

口未成年者(
口成年被後見人

(フりガナ)

人の主

オ任意代理人が請求する場合は,
、、

請求資格確認書類口委任状

口任意代理人

34

又は居

t理人が靖求する場合にのみ兇

日生)年月

口任意代理人委任者

34

次の書類を提示し,又は提出してくださ

口その他(

＼

]
、
<

1題



第2 1号様式(第 19条第1項)

様

年月日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については,個
人情'報の保護に関する法律第101条第1項の規定により,下記のとおり利
用停止することに決定したので通知します。

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

等

保有個人情報利用停止決定通知書

(市の機関名)

利用停止請求の趣旨

月

利用停止決定をする

内容及び理由

(利用停止決定の内容)

回

(利用停止の理由)

イ

35

議題 1 -35

号
日

第
年

記

>連
課
話
線
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当
本
担
電
内

<



第22号様式(第 19条第2項)

様

年月日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については,個
人情報の保護に関する法律第101条第2項の規定により,下記のと謁り利
用停止をしないことに決定したので通知します。

保有個人情報不利用停止決定通知書

利用停止請求に係る

保有個人情報の瑠称

等

(市の機関名)

利用停止をしないこ

ととした理由

月

教示この処分に不服がある場合は,との処分があったことを知った日の翌日から
に対して審査請求をするごとができます。起算して 3か月以内に,

また,この処分の取消しの訴えは,この処分があったことを知った日の翌日
から起算して 6 か月以内に,八千代市を被告と・して提起することができます。
ただし,審査請求をした場合には,処分の取消しの訴えは,当該審査請求に対
する裁決があったこ'とを知った日の翌日.から起算して 6か月以内に提起する 、^

とができます。 、

ノ

回

36

、

<本件連絡先>

36

号
日

第
年

記

課
話
線

、

担
電
内

暑
一
口 1題



第23 号様式(第20条)

様

年月日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については,個
人情報の保護に関する法律第102条第2項の規定により,下記のとおり利
用停止決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

記

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

^

等

(市の機関名)

延長後の期閲

延長の理由

月

日(利用停止決定等期限

圍

年月 日)

37
37

議題1

号
日

第
年

>先絡連
課
話
線

牛
当
本
担
電
内

<



第24号様式(第2 1条)

様

年月日付けで利用停止請求のあった保有個人情報については,個
人情報の保護に関する法律第103条の規定により,下記のと船り利用停止
決定等の期限を延長することとしましたので通知します。

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書

利用停止請求に係る

保有個人情報の名称

等

(市の機関名)

法第 1'0 3条の規定

(利用停止決定等の

期限の特伊D を適用

する.理由

月

利用停止決定等をす

る期限

回

年月

議題1

日

<本件連絡先>
担当課

話:電

線:内

謁

J

38

、

号
日

第
年

記



第1 趣旨

この要領は,八千代市長が取り扱う個人情報等について,個人情報の保護に

関する法律(平成 15年法律第 5 7号。以下「法」という。),個人情報の保

護に関する法律施行令(平成 15年政令第 5 0 7号。以下「政令」とい

う。),八千代市個人情報保護法施行条例(令和4年八千代市条例第23号。

以下「条例」という。)及ぴ八千代市個人情報保護法施行細則(令和5年八千

代市規則第3号。以下「細則」という。)に定めるもののほか,必要な事項を
定めるものとする。

八千代市個人情報保護関係事務取扱要領

第2 個人情報保護事務の窓口の設置等

1 個人情報保護事務の窓口

法第 75 条に基づく個人情報ファイル簿(以下「ファイル簿」とい

う。)の公表,.条例第3条第1項に規定する個人情報取扱事務の主要な事

項を登録した登録簿(以下「登録簿」という。)を閲覧に供すること,保

有個人情報の開示,訂正及ぴ利用停止の請求(以下「開示請求等」とい

う。)の受付その他個人情報保護事務を取り扱う総合窓口を,総務部法務

課情報公開班(以下「総合窓口」という。),に設置する。

2 個人情報保護に係る事務の分掌

(1)総合窓口,で行う事務

ア個人情報の取扱いに係る相談及び案内に関すること。

イファイル簿の公表に関するとと。

ウ登録簿の公表に関すること。

工開示請求等に係る請求書の受付の整理及ぴ調整に関すること。

オ個人情報を取り扱う事務を所管する市の機関の課等(以下「所管

課」という。)との連絡調整に関すること。

力個人情報が記録された公文書又は磁気テープ等(以下「公文書等」

という。)の開示の実施場所の提供に関すること。

キ個人情報が記録された公文書等の写しの交付及び交付に係る費用の
徴収に関すること。

ク個人情報の取扱いに係る苦情の申出の受付に関すること。

ケハ千代市個人情報保護制度運営審議会(以下「審議会」、という。)
の庶務に関すること。

コ個人情報保護制度の運用状況の公表に関すること。

(2)所管課で行う事務

ア所管課が保有する個人情報の保護措置に関すること。

イ所管課が行う個人情報の取扱いに係る説明及び相談に関すること。

ウファイル簿の作成及び閲覧に関すること。

39議題1



工登録簿の登録及び閲覧に関すること。

オ開示請求等に係る請求書の受付に関するとと。

力開示請求等に係る保有個人情報の検索に関すること。

キ開示請求等に対する決定及びその通知に関すること。

ク第三者の意見の聴取等に関するとと。

ケ開示の決定を.した、個人情報が記録された公文書等の開示場所への搬

入等に関すること。

コ開示請求に対する決定に係る期間の延長及びその通知に関するこ

と6

サ請求に対する個人情報の開示,訂正及び利用停止の実施並びにそれ

らの報告に関すること。

シ個.人情報保護制度の実施状況の報告に関すること。

ス当該所管課が行う個人情報の取扱いに係る苦情の受付及び処理に関

すること。

セ開示請求等に係る総合窓口との協議等に関すること。

(3)審査請求事務の分掌

開示請求,訂正詰求又は利用停止請求に対する決定又は不作為に係る

審査請求の手続は以下のとおりとし,審査請求に対する.裁決は原則とし

て開示決定等を行う所管課以外の課(以下'「審査担当課」'という。)が

担当するものとする。なお,審査請求事務における総合窓目について

は,八千代市情報公開・個人情報保護審査会条例(令和4年八千代市条

例第24号)第2条第1号ウに規定する諮問庁に審査請求があった場合

は,議会事務局庶務課とし,その取扱いについては,別途定める。

市長に対する審査請求の審査担当課は,原則として総務部総務課とな

り,所管課が総務課である事案については,総務部長が指定する所属が

行うものとする。

ア総合窓口で行う事務

審査請求の受付の整理及び調整に関すること。

イ所管課で行う事務

審査請求に対する弁明書の作成に関すること。

ウ審査担当課で行う事務

(ア)審査請求の受付に関すること。

(イ)審査請求に対する弁明書及び反論書の送付等に関するとと。

(ウ)審査請求に対する裁決及びその通知に関すること。

個人情報の適正な取扱いの確保

個人情報ファイル簿の作成及び公表

(D 個人情報ファイルの基準

卯

2

第3

1

議題1



保有個人情報を含む公文書等のうち,次に掲げるものを個人情報ファ
イノレとする。

アー定の事務の目的を達成するために特定の保有個人情報を,電子計

算機を用いて検索することができるように体系的に構成したもの

(ア)「一定の事務」とは,個人情綴ファイルを保有する市の機関の所
掌事務又は業務の一部又は全部であって,その個人情報ファイルの

作成目的となる特定の事務又は業務をいう。

(イ)「体系的に構成したもの」とは,一定の基準に基づいて個人情報
が集められたものをいう。例えぱ,ーつの業務あるいは業務内のあ

る機能専用として完結したものであって,個人情級ファイル'の使用

目的のために,記録項目の内容,配列等が体系的に整備されてぃる

個人情報からなる集合物をいう。また,そのような集合物が複合さ
れたものであって,多目的の個人情報ファイルとして管理し,複数

業務に利用するため,個々の集合物が一体的にあるいは相互に関連

して利用されることにより全体として多様な事務に用いられるもの
も含む。

イアに掲げるもののほか,一定の事務の目的を達成するために氏名,
生年月日その他の記述等により特定の個人情報を容易に検索すること

ができるように体系的に構成したもの

なお,「特定の個人情報を容易に検索するととができる」とは,探
そうとする特定の個人の情報が直ちに検索することができる状態をい

い,例えぱ,人名が容易に検索するととができるように五十音順に配
列されているものがある。

(2)個人情報ファイル簿の届出

個人情報ファイルを保有したときは,法第75条第1項に掲げる事項
を記載したファイル簿(細則第1号様式)を作成するものとする。ただ

し,法第75条第2項各号に掲げる個人情報ファイルにっいては,その
作成を要しない。

なお,個人情報ファイルを保有するに至ったとき,ファイル簿の作成

後に当該ファイル簿に記載すべき事項に変更が生じたとき,又は個人情
報ファイルの保有をやめたとき若しくは本人の数が1,000人を下回

つたときは,その旨を起案し,当該事務の所管課長の決裁を受けて,総

合窓口へ届出を行うものとする。

また,決裁後,所管課は,当該起案の写し及ぴ当該ファイル簿の電磁

的記録を総合窓口に提出するものとする。

【参考】法第74条

1 ヨ各

a)個人情報ファイルの名称

(2)当該機関の名称及び個人情報ファイルが利用に供される事務をっか
さどる組織の名称

<
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(3)個人情報ファイルの利用艮的

(4)個人情報ファイルに記録される項目、(以下・この節において「記録項

目」とい,う。)及び本人(他の個人の氏名,生年月日その他の記述等

によらないで検索し得る者に限る。次項第9号において同じ。)として

個人情報ファイルに記録される個人の範囲(以下この節において「記

録範囲」という。)

(5)個人情報ファイルに記録される個人情報(以下この節において「記

録情報」という。)の収集方法

(6)記録情報に要配慮個人情報が含まれるときは,その旨

(フ)記録情報を当該機関以外の者に経常的に提供する場合には,その提

供先

(8)略

四)第76条第1項,第90条第1項又は第98条第1項の規定による請求を受理

する組織の名称及び所在地

(1の第90条第1項ただし書又は第98条第1項ただ.し書に該当するときは,

その旨

QD 略

2 前項の規定は,次に掲げる個人情報ファイルについては,適用しない。

(1)国の安全,外交上の秘密その他の国の重大な利益に関する事項を記

録する個人情報フデイル

(2)犯罪の捜査,租税に関する法律の規定に基づく犯則事件の調査又は

公訴の提起若しくは維持のために作成し,又は取得する個人情報ファ

イノレ

(3)当該機関の職員又は職員であった者に係る個人情報ファイルであっ

て,専らその人事,給与若し、くは福利厚生に関、する事項又はこれらに

準ずる事項を記録するもの(当該機関が行う職員の採用試験に関する

個人情報ファイルを含む。.)

(4)専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル

(5)前項の規定による通知に係る個人情報ファイルに記録されている記

録情報の全部又は一部を記録した個人情報ファイルであって,その利

用目的,記録項目及び記録範囲が当該通知に係るこれらの事項の範囲

内のもの

(6)一年以内に消去することとなる記録情報のみを記録する個人情報フ

アイノレ

(フ)資料その他の物品若しくは金銭の送付又ば業務上必要な連絡のため
に利用する記録情報を記録した個人情報ファイルであって,送付又は

連絡の相手方の氏瑠,'住所その他の送付又は連絡に必要な事項のみを

記録するもの

(8)職員が学術研究の用に供するためその発意に基づき作成し,又は取

得する個人情報ファイルであって,記録情報を専ら当該学術研究の目

的のために利用するもの

4-
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(9)本人の数が政令で定める数に満たない個人情報ファイル

(1の第3号から前号までに掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして

政令で定める個人情報ファイル

(1D 略

【参考】法第75条

1 行政機関の長等は,政令で定めるところにより,当該行政機関の長等の

属する行政機関等が保有している個人情報ファイルにっいて,それぞれ前
条第1項第1号から第7号まで,第9号及び第10号に掲げる事項その他政令で

定める事項を記載した帳簿(以下この章に翁いて「個人情報ファイル簿」
という。)を作成し,公表しなければならない。

2 前項の規定は,次に掲げる個人情報ファイルにっいては,適用しない。
(1)前条第2項第1号から第10号までに掲げる個人情報ファイル

(2)前項の規定による公表に係る個人情報ファイルに記録されてぃる記

録情報の全部又は一部を記録した個人情報ファイルであって,その利
用目的,記録項目及び記録範囲が当該公表に係るこれらの事項の範囲
内のもの

(3)前号に掲げる個人情報ファイルに準ずるものとして政令で定める個
人情報ファイル

3 第1項の規定にかかわらず,行政機関の長等は,記録項目の一部若しく

は前条第1項第5号若しくは第7号に掲げる事項を個人情報ファイル簿に記
載し,,又は個人情報ファイルを個人情報ファイル簿に掲載することによ

り,利用目的に係る事務又は事業の性質上,当該事務又は事業の適正な遂
行に著しい支障を及ぼすおそれがあると認めるときは,その記録項目のー

部若しくは事項を記載せず,又はその個人情報ファイノレを個人情報ファイ

ル簿に掲載しないととができる。

【参考】政令第20条

1略

2 法第74条第2項第9号の政令で定める数は,千人とする。

3 法第74条第2項第10号の政令で定める個人情報ファイルは,次に掲げる

個人情報ファイルとする。

a)次に掲げる者に係る個人情報ファイルであって,専らその人事,給
与若しくは福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録する

もの(イに掲げる者の採用又は選定のための試験に関する個人情報フ
アイルを含む。)

イ次に掲げる者又はこれらの者であった者

①当該機関以外の行政機関等の職員

②行政機関の職員以外の国家公務員であって行政機関又は行政機
関の長の任命に係る者

③行政機関が雇い・入れる者であって国以外のもののために労務に

5
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服するもの

④行政機関又は行政機関の長から委託された事務に従事する者で

あって当該事務に一年以上にわたり.専ら従事すべきもの

口法第74条第2項第3号に規定する者又はイに掲げる者の被扶養者又

は遺族

(2)法第74条第2項第3号に規定する者及ぴ前号イ又は口に掲げる者を併

せて記録する個人情穀ファイルであって,専らその人事,給与若しく

は福利厚生に関する事項又はこれらに準ずる事項を記録するもの

L

【参考】政令・第21条

1 行政機関の長等は,個人情報ファイル(法第75条第2項各号に掲げるも

の及び同条第3項の規定により個人情報ファイル簿に掲載しないものを除

く。次項及び第4項において同じ。)を保有するに至ったときは,直ち

に,個人情報ファイル簿を作成しなければならない。

2 個人情報ファイル簿は,行政機関等が保有して.いる個人情報ファイルを

通・じてーの帳簿とする。

3 行政機関の長等ば,個人情報ファイル簿に記載すべき事項に変更があっ

たときは,・直ちに,当該個人情報ファイル簿を修正しなければならない。

4 行政機関の長等は,個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルの

保有を・や.めた、とき,叉はその個人情報ファイルが法第74条第2項第9号に該

当するに至ったときはi 遅滞なく,当該個人情報ファイルについての記載

を消除しなけれぱならない。

5 行政機関の長等は,.個人情報ファイル簿を作成したときは,遅滞なく,

これを当該行政機関等の事務所に備えて置き一般の閲覧に供するととも

に,インターネットの利用その他の情報通信の技術を利用する方法により

公表しなければならない。

6 法第75条第1項の政令で定める事項は,次に掲げる事項とする。

(1)法第60条第2項第1号に係る個人情報ファイル又は伺項第2号に係る個

人情報ファイルの別

(2)法第60条第2項第1号に係る個人情報ファイリレについて,次項に規定

する個人情報ファイルがあるときは,その旨

7 法第75条第2項第3号の政令で定める個人情報ファイルは,法第60条第2

項第2号に係る個人情報ファイルで,その利用目的及び記録範囲が法第75

条第1項の規定による公表に係る法第60条第2項第1号に係る個人情報フプ

イルの利用目的及ぴ記録範囲の範囲内であるものとする。

゛

(3)個人情報ファイルの保有開始,変更及び保有終了等

ア個人情報ファイルの保有開始

個人情報ファイルを新たに保有しようとするときは,あらかじめ届

出しなければならない。この保有の届出は,1(2)「個人情報ファイル

簿の届出」によるものとし,決裁後は,総合窓口にて整理番号を付す

るものとする。'なお,届出年月日は,当該決裁の完了した日とし,フ

6
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アイル簿の作成日欄に記載する。

なお,複数の所管課で行う事務については,総合窓口と関係課で協

議の上,最も適切な所管課が届出を行うものとする。

イ個人情綴ファイルの変更

ファイル簿の作成後に記載すべき事項に変更が生じたときは,所管

課は,直ちに当該ファイル簿を変更するものとする。この変更の届出

は,1(2)「ファイル簿の届出」によるものとする。また,変更年月日

は,当該決裁の完了した日とし,ファイル簿の備考欄に「0年0月0

日変更」と記載するものとする。 2回目以降の変更においては,最新

の変更年月日を記載するものとする。

な霜,保有する個人情報を取り扱う事務を一時的に他の課室等へ異

動するといった臨時的な異動においては,個人情報ファイルの変更を

要しない。

ウ個人情報ファイルの保有終了等

ファイル簿に記載した個人情報ファイルの保有を辞めたとき,又は

個人情報ファイルの本人の数が1,000人を下回ったときは,遅滞

なく,当該個人情報ファイル簿を削除しなけれぱならない。

保有終了日は,当該決裁の完了した日とし,総合窓口は,ファイル

簿の備考欄に「0年0月0日保有終了」と記載するものとする。

(4)個人情報ファイル簿の作成方法

ア個人情報ファイル簿の単位

ファイル簿は,個人情報ファイルごとに作成するもの主する。・ただ

し,複数のデータベース又はデータベースを構成tるデータの集合

(テーブル)上に記録された保有個人情報であったとしても,それら

が同一の事務の目的を達成するために利用されるものであり,かっ,

当該複数のデータベース又はテーブル間で保有個人情報を参照(氏名

等の特定の個人を識別できる情報を用いて他の情報を検索することが

可能である状態)できる場合には,これらの複数のデータベース又は

テーブルに記録される個人情報を1つの個人情報ファイルとして捉

え,1つのファイル簿を作成することも許容される。 ノ

イ個人情報ファイル簿の作成に当たっては,次の事項に留意するもの

とする。

(ア)「ファイルの名称」欄

個人情報ファイルを取り扱う事務の内容が容易に理解できる程度

に具体的かつ簡素な名称を記載する。

(伊D O0管理者ファイル,00.受給権者ファイル等

(イ)「市の機関の名称」欄

個人情報ファイルを保有している市の機関の名称を記載する。

(ウ)「ファイルが利用に供される事務をつかさどる組織の名称」欄

個人情報ファイルを利用する事務を所掌する課室等の名称を記

45
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載する。

q列) 00部 00課 00室

(エ)「フブイルの利用目的」欄

個人情報ファイルがどのような事務に利用されるのか具体的に認

識できるよう,利用目的をできる限り特定して,分かりやすい表現

で記載する。

術f) 00審査事務における本人の資格.審査のために.利用する。

(オ)「記録項目"」欄

個人情報ファイルに記録される項目を分、かりやすい表現で具体

的に記載する。また,各記録項目に順に番号を付すとともに,各

記録項目の間を「,」で区切る。

なお,記録項目を整理する観点から,データベース上では複数の

項目として記録されている場合でも,内容を鑑みて同一の項目であ

ると考えられるとぎは,1つの項目として記載することも差し支え

ない

(伊D 1氏洛・,2住所,,3性別,4免許番号,5発給額等

(カ)曙三録範囲」欄

個人情報ファイルに記録される個人の範囲を分かりやすい表現

で具体的1こ記載する。またi 記録される個人が複数ある場合は,

全てを列挙する。

(伊D O0申請書を提出した者,八千代市在住の者,00条例

第00条に該当する者等

(キ)「記録情報の収集方法」欄

個人情報の収集先及び手段を分かりやすい表現で記載する。

師D 本人の申告,00調査,00課からの提供,他の官公庁

からの提供,民間・私人からの提供等

(ク)「要配慮個人情幸勵欄

法第2条第3項に規定する要配慮個人情報を収集の有無につい

て,該当の口を黒く塗りつぶすものとする。

ノ

【参考】法第2条第3項

3 この法律において「要配慮個人情報」とは,本人の人種,信条,社会

的身分,病歴,犯罪の経歴,犯罪により害を被った事実その他本人に対

する不当な差別,偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特

に配慮を要するものとして政令で定める記述等が含まれる個人情報をい

つ。

8

【参考】政令第2条

法第2条第3項の政令で定める記述等は,炊に掲げる事項のいずれかを

内容とする記述等(本人の病歴又は和罪の経歴に該当するものを除く。)
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とする。

(D 身体障害,知的障害,精神障害(発達障害を含む。)その他の個人情
報保護委員会規則で定める心身の機能の障害があること。

(2)本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者(次号にお

いて「医師等」という。)により行われた疾病の予防及び早期発見の

ための健康診断その他の検査(同号において「健康診断等」とい
う。)の結果

(3)'健康診断等の結果に基づき,又は疾病,負傷その他の心身の変化を理

由として,本人に対して医師等により心身の状態の改善のための指導

又は診療若しくは調剤が行われたこと。

(4)本人を被疑者又は被告人として,逮捕,捜索,差押え,勾留,'公訴の
提起その他の刑事事件に関する手続が行われたとと。

(5)本人を少年法(昭和23年法律第168 号)第3 条第1 項に規定する少

年又はその疑いのある者として,調査,観護の措置,審判,保護処分

その他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと。

ー、 【参考】規則第5条

個人情報の保護に関する法律にっいての事務対応ガイド(行政機関等向
け) 46令第2条第1号の個人情報保護委員会規則で定める心身の機能の

障害は,次に掲げる障害とする。

(1)身体障害者福祉法(昭和24年法律第283 号)別表に掲げる身体上の
障害

(2)知的障害者福祉法(昭和35年法律第37 号)にいう知的障害

(3)精神保健及び精神障害者福祉に関する法律(昭和25年法律第123

号)にいう精神障害(発達障害者支援法(平成16年法律第167 号)第

2 条第1 項に規定する発達障害を含み,前号に掲げるものを除く。)

(4)治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の
日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(平成17年法律
第123 号)第4 条第1 項の政令で定めるものによる障害の程度が同項

の厚生労働大臣が定める程度であるもの

47

(ケ)「記録情報の経常的提供先」欄

個人情報ファイルに記録されている個人情報を経常的に提供す
る場合は,提供先の名称を記載する。

a 「経常的に提供する」とは,一定の相手方に,継続的に提供する

場合のほか,一定期間ごとに提供する場合,不定期であっても依

頼があれぱ必ず提供することとしている場合等が含まれる。.ま
た,経常的提供は,利用目的内の提供か利用目的以外の提供かを

問わない。

b 「提供先の名称」にっいては,他の行政機関,地方公共団体の機
関,個人情報取扱事業者その他の者の具体的な名称を記載するこ

9
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とまた,委託契約に基づいて個人情報ファイルの記録情報を提

供する場合は,委.託先を経常的提供先として記載するとと。

0 なお,個人情報ファイルに記録される個人によって提供先が変わ

る等具体的な提供先名称を記載することができない場合は,「他の

官公庁」',・'「民間・私人」と記載することも差し支えない。

d 同じ市の機関の内部で経常的に記録情報を提供する場合は,記録

情報の経常的提供先として記載する必要はない。ただし,市の機関

以外に提供する場合は,提供する機関の名称を記載するこ'と。

(例) 00への提供

(ニ)よ開示請求等を受理する組織の名称及び所在地」欄

以下のとおり記載すること。

(名称)'八千代市役所総務部法務課情報公開班

(所在地)〒276一鉐01

千葉県八千代市大和田新田312-5

(サ)「訂正及び利用停止に関する他の法令の規定による特別の手続

等」欄

個人情報の訂正又は利用停止に関して,他の政令の規定により特

別の手続が定められているときは,該当する記録項目に付した番号

及び当該法令の条項(法令番号を含む。)を記載する.こと。

(例) 2,4及び5の各記録項目の内容については,△△法(XX

年法律第00号)第△条第口号に基づき訂正請求ができる。

(シ)「ファイルの種別」欄

個人情報ファイルの種別について該当の口.を黒く塗りつぶすもの

とする。

なお,0に該当する場合には, Cの有無について該当の口を黒く塗

りつぶすものとする。

0 法第60条第2項第1号(電算処理ファイノレ)

一定の事務の目的を達成するために特定の個人情報を電子計算機

を用いて検索することができるように体系的に構成'したもの

b 法第60条第2項第2号(マニュアル処理ファイノレ)

一定の事務の目的を達成するために氏名,生年月日,その他の記

述等により特定の個人情報を容易に検索することができるように体

系的に構成したもの

C 政令第21条第7項に該当するファイル

既にファイル簿に掲載して公表している電子計算機処理に係る

個人情報ファイルに付随するマニュアル(手作業)処理に係る個

人情報ファイル

(5)個人情報ファイル簿の公表

所管課は,法第75条第1項の規定により,所管する個人情報ファイ

り"
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ルについて,当該ファイルに係るファイル簿を備え置いて一般の閲覧に

供するとともに,個人情報の取扱いの説明,取扱いに対'する相談及び苦

情の受付,処理等に対応司、るものとする。

また,総合窓口は,同項の規定により,ファイノレ簿をホームページに

て公表するものとする。

2 個人情報取扱事務の登録

(D 個人情報取扱事務の基準

個人情報を取り扱う事務であって,個人の氏名,生年月日その他の記

述又は個人別に付された番号,記号その他の符号により当該個人を検索

し得る状.態で個人情報が整理して記録される公文書等を使用するものを
個人情報取扱事務とする。

(2)個人情報取扱事務登録簿の届出

a)に該当する事務については,個人佶報取扱事務登録簿(細則第2号

様式)を作成するものとする。ただし,.本市の職員又は職員であった者

に係る個人情報取扱事務及び専らー'時的又は試験的な電子計算機処理に

係る個人情報取扱事務については,作成を要しない。

なお,個人情報取扱事務の新たな開始,登録した事項の変更又は登録

に係る個人情報取扱事務の廃止をしようとするときは,その旨を起案

し,当該個人情報取扱事務の所管課長の決裁を受けて,総合窓口へ届出
を行うものとする。

また,決裁後,所管課は当該起案の写し及び当該登録簿の電磁的記録
を総合窓口に提出するものとする。

(3)個人情報取扱事務の開始,変更及び廃止

ア登録事務の開始

個人情報取扱事務を新たに開始しようとするときは,登録簿に条例

第3条第1項に掲げる事項をあらかじめ登録しなければならない。

この登録の届出は,2(2)「個人情報取扱事務登録簿の届出」による

ものとし,決裁後は,総合窓口にて整理番号を付するものとする。な

お,登録年月日は,当該決裁の完了した日とし,登録癖の登録日欄に
記載する。

複数の所管課で行う事務については・,総合窓同と関係課で協議の

上,最も適切な所管課が登録を行うもの.とする。

イ登録事務の変更

登録簿に変更があるときは,所管課は速やかに登録簿を修正するも

のとする。この変更の届出は,2(2)「個人情報取扱事務登録緯の届

出」によるものとする。また,変更年月日は,当該決裁の完了した日

とし,登録簿の備考欄に記載する。 2回目以降の変更においては,最

新の変更年月日を記載するものとする。

なお,保有する・個人情報を取り扱う事務を一時的に他の課室等へ異

動するといった臨時的な異動においては,変更を要しない。

朝
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ウ登録事務の廃止

登録に係る個人情報取扱事務を廃止するときは,廃止後,遅滞なく

登録を抹消しなけれぱならない。

廃止日は.当該決裁の完了した日とし,.総合窓口は,登録簿の備考欄

に「0年0月0日廃止」と記入するもの'とする。

④個入情報取扱事務登録癒の記入方法

ア個人情報取扱事務の単位

登録する個人情報取扱事務の単位は,同一の目的のも・.と,に個人情穀

を収集し,記録し,,、使用する一連の倩報処理の流れをーつの単位とし

たものとする。との場合,「同一の目的のもとに」とは,市の機関の

所管課が保有する個人情報を当該個人情報を収集するときに予定した

事務以外に使用しても,'その使用が想定していた範囲内であると認め

られるとと又は説明により許諾を得ることができる範囲内であると認

められることをいうものである。

イ登録簿の記・入に当たっては,次の事項に留意するものとする。

(ア)、「事務の名称」欄

個人情報取扱事務の内容が容易に理解できる程度に具体的かっ

簡潔な名称を記入する。

術").00棚査事務,00補助金交付事務,00に係る事務

(イ)「市の機関の名称」欄

個人情報取扱事務を所管している市の機関の名称を記載する。

(ウ)「事務を所管する組織の名称」欄

個人情報取扱事務を所掌する課室等の名称を記載する。

師D O0部 00課 00室

(エ)「事務の目的」欄

個人情報取扱事務の目的及び内容が具体的に認識できるよう,事
ノ

務の目的をできる限り特定して,分かりやすい表現で記載する。
、

(例) 00審査事務における本人の資格審査のために利用する。

(オ)「個人情報の対象者の範囲」欄

個人情報取扱事務で取扱いの対象となる個人の範囲,基準等を分

かりやすい表現で具体的に記載する。また,個人の種類が複数ある

場合は,全てを列挙する。

師D O0申請書を提出した者,八千代市在住の者,00条例

第00条に該当する者

(カ)「個人情報の記録項目上欄

個人情報取扱事務で取り扱う個人情報を分かりやすい表現で具体

的に記載する。また,各記録項目に順に番号を付すとともに,各記

録項目の間を「,」で区切る。

なお,記録項目を整理する観点から,データベース上では複数の

/
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項目として記録されている場合でも,内容を鑑みて同一の項目であ

ると考えられるときは,1つの項目として記載するととも差し支え
ない

(伊D 1氏名,2住所,3性別,4免許番号,5発給額等

(キ)「個人情報の取得理由及ぴ主な取得先」欄

個人情報を取得する理由を事務における必要性等の観点から記載
する。また,主な取得先を記載する。

(伊D 本人,'00課からの提供,他の官公庁からの提供,民
間・私人からの提供等

(ク)「個人情報の主な経常的提供先」欄

個人情報取扱事務における個人情報を経常的に提供する場合は,
提供先の名称を記載する。

a 「経常的に提供する」とは,一定の相手方に,継続的に提供する

場合のほか,一定期間ごとに提供する場合,不定期であっても依

頼があれば必ず提供することとしている場合等が含まれる。ま

た,経常的提供は,利用目的内の提供か利用目的以外の提供かを
間わない。

b 「提供先の名称」については,他の行政機関,地方公共団体の機

関,個人情報取扱事業者その他の者の具体的な名称を記載すると

と。また,委託契約に基づいて個人情報ファイルの記録情報を提

供する場合は,委託先を経常的提供先として記載すること。

C なお,個人情報ファイルに記録される個人にようて提供先が変わ

る等,具体的な提供先名称を記載するごとができない場合は,

「他の官公庁」,「民間・私人」と記載するととも差し支えな
い

d 同じ市の機関の内部で経常的に記録情報を提供する場合は,記録

情報の経常的提供先として記載する必要はない。ただし,市の機
関以外に提供する場合は,提供する機関の名称を記載するとと。

術ι) 00への提供

(ケ)「要配慮個人情報」欄

法第2条第3項に規定する要配慮個人情報を収集の有無にっい

て,該当の口を黒く塗りつぶすものとする。

⑤個人情報取扱事務登録簿の公表

所管課は,条例第3条第1項の規定により,所管する個人情報取扱事

務について,当該事務に係る登録簿を備え置いて一般の閲覧に供すると

ともに,個人情報の取扱いの説明,取扱いに対する相談及び苦情の受

付,処理等に対応するものとする。

また,総合窓口は,条例第3条第4項の規定により,ホームページそ

の他適釖な方法により公表するものとする。

3.個人情報を本人から取得する場合の利用目的の明示

13
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本人から直接書面(電磁的記録を含む。)に記録された個人情報を取得

する場合は,法第62条各号に掲げる場合を除き,あらかじめ,以下の方

法などにより,本人に対しその利用目的の明示を行わなけれぱならない。

ア申請書,アンケート調査の様式等への記載

イ所管課窓口における掲示

ウホームページにおける掲載(電子申請等の場合には本人が送信ボタ

ン等をクリックする前にその利用目的が目に留まるよう配置に注意す

ること。)

4 個人情報の目的外の利用及び提供の制限

①個人情報の目的外の利用及び提供の手続

個人情報の目的外の利用及び提供の手続は,次のとおり行うものとす

る。

ア法第69条第2項各号の規定により,'個人情報を取り扱う事務の目

的以外のために個人情報を(当該)市の機関の内部で利用(以下「目

的外利用」という。)し,又は,(当該)市の機関以外の者に提供

(以下「外部提供」という。)しようとする場合はi 当該個人情報を

利用する事務を行う所管課は,次に掲げる事項を記鞍した起案をもっ

て,目的外利用,のときは当該個人情報を保有する所管課長及び法務課

長に合議の上,,,'個人情報保護責任者・(所管課長)の決裁を受けるもの
とし,外部提供のときは法務課長に合議の上(刑事訴訟法,地方税
法,国税徴収法そ,の他別に定める規定に基づく提供の場合は,不

要),個人情報保護管理者(所管部長)の決裁を受けるものとする。,

なお.上.記の法務課長の合議を経・る前に総合窓口において当該起案

の確認をするものとする。

(ア)目的外利用又は外部提供を行う事務を所管する組織の名称

(イ)目的外利用に係る個人情報の保有課.(以下「保有課」という。)

(ウ)目的外利用又は外部提供を行う事務の名称

(エ)目的外利用又は外部提供を行う事務の民的及び必要性

(オ)目的外利用又は外部提供を行う事務の対象者の範囲

(カ)目的外利用又は外部提供を行う個人情報の記録項目

(キ)目的外利用又は外部提供の期間

(ク)目的外利用又は外部提供の条件

(ケ)当該個人情報の保有課における事務の名称

(コ)当該個人情報の保有課における事務の目的

(サ)当該個人情報の保有課における対象者の範囲

(シ)外部提供の場合の制限(使用目的,使用方法その他)

(ス)個人情報保護管理上の措置

イ所管課は,上記の決裁が終了した後,当該事務が個人情報ファイル

を取り扱う事務又は個人情報取扱事務である場合は,所管課が保有し

y
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ているファイル簿又は登録簿に所要の調整(個人情報の主な取得先,

記録情報の経常的提供先の記載等)を行った後,当該起案を,目的外

利用を行ったときは保有課及び総合窓口に,外部提供を行ったときは

総合窓口に写しを提供するものとする。

ウ当該起案が回付されたときは,保有課では保有している登録簿に,

総合窓口では公表用のファイル癒又は登録簿に所要の調整(記録情報

の経常的提供先の記載等)を行うものとする。

5 委託に伴う措置

(D 個人情報を取り扱う事務の委託を行う場合は,総合窓口に個人情報の

取扱いの委託に係るチェックリストを提出するものと.し,契約課契約に

ついては,所管課はその写Lを契約課に提出するものとする。なお,

「委託」とは,契約の形態や種類を問わ吠,他の者に個人情報の取扱い

を行わせることをいい,個,人情報の入力(本人からの取得を含む。) ,

.編集,分析,出力等の処理を行うことを委託すること等が想定される

が,これらに限らない。

(2)所管課は,個人情報の取扱いの委託に係るチェックリストを回付した

後,当該事務に係るファイル簿又は登録簿の届出を行っている場合は,

1(3)イ「個人情報ファイルの変更」又は2(3)イ「登録事務の変更」の
届出を行うものとする。

第4

1

個人情報の開示,訂正及び利用停止の請求

開示請求等に係る事務

a)開示請求等の相談及び案内

ア総合窓口に船いては,開示請求等の相談に応ずるとともに,開示請

求等をしようとする者から,その趣旨,内容等を十分聴取し,開示請

求等として対応すべきものかどうかを確認するなど適切な対応に努め
るものとする。

イ開示請求等に係る保有個人情報が法第88条(他の法令による開示

の実施との調整)に規定する個人情報に該当する場合は,本法に基づ

く開示を行わない旨を説明するものとする。

この場合においては,他法に規定する開示制度の案内や,図書館等
阜

での閲覧等の案内をする等の対応を行うものとする。

②開示諸求等の方法

開示請求等は,請求者が,細則第'4条に規定する保有個人情報開示請

求書,細則第13条に規定する保有個人情報訂正請求書及び細則第18

条に規定する保有個人情報利用停止請求書(以下「請求書」という。)

に必要事項を正確に記載し,提出することによって行う。口頭,電話等

による開示諧求等は認めないものとする。

開示請求は,原則として,請求内容1件につき 1枚の開示請求書によ

り行うものとする。ただし,同一の所管課に同一人から複数の保有個人

r

53

15

1題



情報について開示請求があった場合は,複数の開示請求内容を1枚の請

求書に記載することとして差し支えないものと・する。

請求書は,請求者自身が総合窓同に持参又は郵送することにより開示

請求等を行う。

(3)開示請求等をしようとする者の確認

開示請求等をしようとする者が提示し,'又は提出する書類により,当

該請求をしようとする者が,'当該請求に係る保有個人情報の本人又はそ

の_代理人であるととを確認するもの、と司、る。

ア本人によ,る開示請求等の場合

(ア)確認司、べき内容

請求書に記載された請求者と請求書を提出した者(以下・「開示等

請求者」'という。)が同一人であるととを確認するものとする。

(イ)確認ずるための書類

【別表】に従って本人確認書類の提示又は提出を求め,本人であ

ることを確認する。

イ法定代理人による開示請求等の場合

(ア)確認すべき内容

次に掲げる事項を確認するものとする。

0 請求書に記載された者ど開示等請求者が同一人であること。

b 開示請求等に係る保有個人情報の本人が法定代理人を有する.こ

と。

C bの法定代理人と請求書に記載された請求者が同一人であるこ

と。

d bの本人と請求書に記載された本人が同一人であること。

(イ)確認するための書類

【別表】に従って,政令第22条第1項又は第2項に規定する法

定代理人本人に係る本人確認書類の提示又は提出を求め,法定代理

人本人であることを確認するとともに,同条第3項に規定する書類

の提示又は提出を求め,開示請求に係る保有個人情報の本人の法定

代理人の資格を有することを確認する。

ウ任意代理丈による開示請求等の場合
/

(ア)確認すべき内容

「(ア)法定代理人による開示請求等の場合の 確認すべき内容」

と同じ。

(イ)確認tるための書類

【別表】に従って,政令第22条第1項又は第2項に規定する任

意代理人本人に係る本人確認書類の提示又は提出を求め,任意代理

人本人であるととを確認するとともに,政令第22条第3項に規定

する資格を証明する書類の提示又は提出を求め,開示請求に係る保

議題1 弘
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有個人情報の本人(委任者)の任意代理人の資格を有することを確
認する。

【別表】政令第22条の規定に基づき提示又は提出を求める本人確認書類

( 1 )

本人に

よる開

示請求

の場合

場合分け
ア ・運転免許証,健康保険の

被保険者証,個人番号力
ード,住民基本台帳力ー

ド(住所記載があるも

の),在留力ード,特別

永住者証明書又は特別永
住者証明書とみなされる

外国人登録証明.書,小型

船舶操縦免許証,運転経
歴証明書,猟銃・空気銃

所持許可証,宅地建物取

引主任者証,国民健康保

険の被保険者証,後期高

齢者医療保険の被保険者
証,船員保険の被保険者

証,共済組合員証,恩給
証書,児童扶養手当証

書,身体障害者手帳,,
神障害者保健福祉手帳等

(以上は政令第22条第

1項第1号に通常該当す
る書類)

本人確認書類

①開示請求書に記

載されている開

示請求者の氏名

及び住所又は居

所と同一の氏名

及び住所又は居

所が記載されて

いることが原則

必要。そうでな

い場合について

は注1を参照。

②被保険者証につ

いては注2及び

注3を参照。

③個人番号力ード

については注4

を参照。

④住民基本台帳力
ドについては

注5 を参照。

⑤外国人登録証明
書については注

6.を参照。

⑥左欄のほか,住

民票の写し,印

鑑登録証明書,
納税証明書等に

ついては注7を

参照。

⑦このほか,書類
に疑義がある場

合については,

注8を参照。

⑧左欄に粘いで

(地方)とある

のは,国の法令
の根拠はない

が,地方公共団

体により発行さ
れるととがある

書類を指す。

⑨通知力ード及び

留意事項

上記書類をやむを得ない

理由により提示又は提出

できない場合に,代替と
して有効な書類になり得

ると考えられるもの(政

令第22条第1項第2
号)

上記書類が更新中の場合

に交付される仮証明書や

引換書類,旅券,住所記
載のない住民基本台帳力

ード,船員手帳,海技免

状,無線従事者免許証,

認定電気工事従事者認定

証,電気工事士免状,調

理師免許証,外国政府が

発行する外国旅券,印鑑

登録証け也方),療育手

帳(愛の手帳,愛護手
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イ開・示

請求書を

送付して

開示請求

(政令第

2 '2 条第
2項)

帳,

方)

方)

方)

みどりの手帳)(地

敬老手帳(地,

り災証明婁け也,

国立大学の学生証

(1)アの書類

(政令第22条第1項)

(D アの書類の複写物

(政令第22条第2項第
1号)

(Π)住民票の写し(注

9参照)

※住民票の写しを用いる

二とができない場合に

代替として有効な書類
になり得ると考えら.れ

るもの':在外公館の発
行する在留証明,開示

請求書に記載された氏

名及び住.所又は居所が
明示された配達済みの

郵便.物,開示請求者が

所在している施設の管
理者が発行した居住証

明書や宿泊証明書等
(政令第22条第2項

第2号)

,

留意事項は

(1)アと同様

表面に個人番号

が記載されてい

る書類に.ついて
は注9を参

照。

、

①(1)と(Ⅱ)

の両方の送付が

必要。"また双方

は異なる必要が

ある。

②'(Ⅱ)の書類は

30日以内に作

成されたものに

限る。

③(Ⅱ)の書類と

して住民票の写

し以外を用いる
場合については

注10を参照。

④'( 1)及び

(Ⅱ)いずれに

も開示請求書に

記載されている
開示請求者の氏

名及び住所又は

居所と,同一の氏

名及び住所又は

居所の記載され
ていることが原

則必要。そうで

ない場合につい
ては注11を参

照。

⑤その他書類に疑

義がある場合に
ついては注8を

参照。

⑥住民票の写し

は,"市町村が発

行する公文書で

その複写,

物による提出は

認められない。
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理人に

よる開

示請求

の揚合

て開月ミ言青

求

上記に加え,法定代理人

の資格を証明する戸籍謄
本,戸籍抄本,成年後見

登記の登記事項証明書,

家庭裁判所の証明書(家

事事件手続法(平成23

年法律第52号)第47
条)等

(政令第22条第3項)

イ開示

請求書を

送付して

開示請求

住)イ(1)の書類

(政令第22条第2項第
1号)

(1)イ(Ⅱ)の書類

(政令第22条第2項第
2号)

上記に加え,・法定代理人

の資格を証明する戸籍謄

本,戸籍抄本,成年後見

登記の登記事項証明書,

家庭裁判所の証明書(家
事事件手続法第47条)

(政令第22条第3項)

・複写物は認めら
なし、

・30日以内に作
成されたものに

限る。

・注12を参照。

( 3 )

任意代
理人に

よる開

示請求

の場合

ア窓口

に来所

して開

木請求

. 留意事項は

(1)イと同様

・(1)アの書類

(政令第22条第1項)

・上記に加え,任意代理人

の資格を証明する委任状

(政令第22条第3項)

・複写物は認めら

れない。

・ 3 0日以内に作
成されたものに

限る。

,注1 2 を参照。

イ開示

請求

を送

して

示請求

寸

開

住)イ(1)の書類

(政令第22条第2項第
1号)

(1)イ(Ⅱ)の書類

(政令第22条第2項第
2号)

上記に加え,任意代理人

の資格を証明する委任状

(政令第22条第3項)

. 留意事項は

(1)アと同様

注1 【窓口請求において氏名・住所不一致の場合】婚姻や転居等の事

由により,本人確認書類に記載されている氏名又は住所が開示請求

書に記載されたものと異なっている場合には,開示請求者に事実関

・複写物は認めら

れなV入。

・ 3 0日以内に作

成されたものに

限る。

・注13 を参照。

留意事項は

(1)イと同様

複写物は認めら
れない

30日以内に作

成されたものに

限る。
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、、

係を確認した上,で,開示請求書と同一の氏名等が記載されている他

の本人確認書類の提示又は提出を.求める。ただし,災害により一時

的に転居している場合等やむを得ない理由がある場合は,住所又は

居所が開示請求書と一致しない書類しか準備できなくとも,下記に

従い,有効な本人確認書類と_して認める余地がある。

【窓口請求において住所不記載・不一致の書類しかない場合】住

所が記載されていない本人確認書類しか提示又は提出ができないと

する場合又は開示請求書の記載と異なる住所が記載された本人確認

書類しか提示又は提出できないどする場合は,開示請求者に事情の

説明を求め,災害による一時的転居,国内短期滞在(外国人)等の

やむを得ない理由があることを確認した上で,それらの本人確認書

類の提示又は提出を求める。なお,との場合は,住所の確認が取れ

てぃないことを念頭に置いて,その後の補正,開示の実施等の手続

を進める必要がある。

注2 【被保険者証の取扱い】・医療保険制度の適正かつ効率的な運営を

図るための健康保険.法等のサ部を改正する法律(令和元年法律第9

号)・により,保険者番号及び被保険者等記号・番号について,「告

知要求告卵艮」の規定が設けられていることから,告知要求制限に抵

触ずるごどのないよう,被保険者証の取扱いには十分注意する。

注3 【複数の者が記載された書類】複数の者の氏名が記載された被保

険者証は,そこに記載された他の者によるなりすまし詰求が行われ

ることもあり得ると考えられることから,例えば,比較的年齢の近

い兄弟の一方が請求している場合などのように被保険者証のみで本

人確認をしにくぃ場合に謁いては,別のボ人確認書類の提示又は提

出を追加して求めるなどの慎重な対応が必要である。

注4 【個人番号力ードの取扱い】番号法では,個人番号及び特定個人

情報の取扱いに関し,提供の求めの制限(第15条),特定個人情

報の提供の制限(第19条),収集等の制限(第20条)等の制限

が規定されていることから,誤って個人番号を収集等することのな

いよう,個人番号力ードの取扱いには十分注意する。

注5 【住民基本台帳力ードの経過措置】住民基本台帳力ードは广行政

手続に船ける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律及び行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律の施行に

伴う総務省関係政令の整備に関する政令(平成27年政令第301

号)附則第9条の規定によ・り,次に示す時まで個人番号力ードとみ

なされ,引き続き使用可能である。

0旧住民基本台帳法第30条の44第9項の規定により住民基本

台帳力ードの有効期間が満了した場合等においてその効力を失う時

又は番号法に基づき個人番号力ードの交付を受ける時のいずれか早

い時

゛、
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注6 【外国人登録証明書の経過措置】特別永住者が所持する外国人登

録証明書は,出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に

基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法のー

部を改正する等の法律の施行に伴う関係政令の整備及び経過措置に

関する政令(平成23年政令第421号)附則第3条の規定によ

り,次に示す日まで特別永住者証明書とみなされ,引き続き使用可

能である。

0特別永住者証明書とみなされる期限(特別永住者):外国人登

録証明書に記載されている旧外国人登録法に基づく次回確認(切

替)申請期間の始期である誕生日。ただし平成24年7月9日に1

6歳未満の場合は16歳の誕生日

注7 【他人へ提出することを常とする書類】住民票の写し,納税証明

書,印鑑登録証明書等は,それ単独で政令第22条第1項の本人確

認書類として認める余地がないわけではないが,他人へ提出するこ

とを通常とする書類であり本人以外の者が所持している可能性も高

いことから,原則として,別の本人確認書類の提示又は提出を追加

して求めるなどして慎重に確認することが必要である。

注8 【その他疑義がある場合】上記のほか,提示又は提出された書類

に疑義がある場合'は,適宜,事情の説明を求め,又は追加で他の本

人確認書類の提示又は提出を求める。

注9 【通知力ード及び表面に個人番号が記載されている書類の取扱

い】内閣府大臣官房番号制度担当室参事官及び総務省自治行政局住

民制度課長は,平成27年8月28日付け府番第285号及ぴ総行

住第10・2号において,各府省等に対.し,番号法第16条の規定に

基づく本人確認以外の一般的な本人確認の手続に船いて,通知力ー

ド(令和2年5月以降,通知力ードによる個人番号の通知は廃止さ

れ個人番号通知書に変更)及び表面に個人番号が記載されている住

民票の写し等の書類を本人確認書類として取り扱うごとは適当でな

いと考えられる旨を通知している。

注10 【送付請求において住民票の写し以外を用いる場合】災害によ

る一時的転居,海外長期滞在,国内短期滞在(外国人)等のやむを

得ない理由により,住民票の写しが送付できないか,又は住民票の

写しに記載された住所と開示請求書記載の住所若しくは居所が異な

る場合は,住民票の写し以外の(Ⅱ)の書類であって開示請求書の

住所又は居所と記載が一致するものの送付を求める。この場合,

(1)の書類の住所の記載については,記載されていなくとも,又

は開示請求書と異なるものが記載されていても構わないが,疑義が

残る場合は,開示請求者に説明した上で,所在施設の管理者等の関

係者に問い合わせ,事情を確認するととが必要である。

なお,(Ⅱ)の書類として,開示請求者が申告した住所又は居所

に宛てて確認のための書面を転送不要扱いで送付し,当該請求者自
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身が署名した当該書面の提出を求めることと・すれば,より確実に住

所又.は居所の確認をする.ことができる,(時間がかかるため,開示請

求者には当該.書面等において当該確認の.必要性について十分な説明

をするととが望ましい)。また,刑事施設又は地方入国管理官署に

収容されている等の事情で他の確認手段がない場合にも,これらの

施設の発行する在所証明等の送付((1)の書類に相当)を求める

こどと併せて,この方法を用いることが考えられる。

注11 【送付請求において住所不一致.・不記載の場合】(1)又は

(Π)のいずれかの書.類について,婚姻や転居等の事由により氏名

又は住所が開示請求書に記載されたものと異なっている場合や住所

の記載がない場合には,開示請求者に事実関係を確認した上で,開

示請求書と同一の氏名,住所等が記載されている他の本人確認書類

の送付を求める。ただし,注10に該当する場合は,二の限りでな

し、

注1'2 【法人による開示請求】成年後見人となっている福祉関係の公

益社団法人,社会福祉法人等が法定代理人として開示請求をする場

合についてはi 法定代理人の資格を証明する書類(政令第22条第

3項)と.して成年後見登記の登記事項証明書,"家庭裁判所の証明.書

(家事事件手続法第47条)等が必要となるほか,提示又は提出を

求める本人確認書類の例は次のとおり。

①窓口請求の場合、(政令第22条第1項):請求の任に当たる

者(担当者)に係る上表(1)アの書類に加えて,法人の印鑑

証明書(又は印鑑力ード)及びそれにより証明される印が押さ

れた担当者への委任状(代表者本人が詰求の任に当たる場合は

委任状不要)。

②送付諸求の場合(政令第22条第2項):①の本人確認書類

の複写物に加え,法人の登記事項証明書。'なお確認のため開示

請求書にも押印を求める。

注13 【任意代理人の資格を証明する害類として委任状を提出する場

合】任意代理人の資格を証明する書類として委任状の提出を受ける

場合には,その真正性を確認するために,委任者の実印を押印する

こととした上で印鑑登録証明書の添付を求め.るj 又は委任者の運転

免許証,個人番号力ード等本人に対しーに限り発行される書類の複

写物の添付を求める。とれらの措置については,法令上の義務では

なく,委任状の真正性の確認のための運用.上の措置であることに留,

意する。

工氏名に変更があった場合

婚姻等により請求書に記載された本人の氏名が当該諸求に係る保有

個人情報における氏名と異なる場合には,アの(イ)に掲げる書類の

ほか,旧姓等が記載された戸籍の抄本等の提出又は提示を併せて求

め,請求書に記載された本人が請求に係る保有個人情報の本人である
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ことを確認するものとする。

オ提示された書類の写しの確保

開示等請求者から提示された書類により当該詰求に係る保有個人情

報の本人又はその代理人であるととを確認した場合には,提示された

書類の写しを取り,個人情報の本人等の確認資料とするものとする。

力個人の権利利益を保護するための措置

代理人による請求に当たっては,必要に応じ,被代理人(個人情報

の本人)に対し,電話等により確認を取るなど,個人の権利利益の侵

害を防止するための措置を講ずるものとする。

キ本人又はその代理人であるととを確認できなかった場合の対応

開示請求等をしようとする者が当該請求に係る保有個人情報の本人

又は代理人であることを確認できなかった場合は,個人の権利利益の

侵害を防止する観点から補正を求めるとととなるとと,補正に応じな

い場合には却下する旨を説明し,理解を求めるものとする。

(4)保有個人情綴の特定

総合窓口は,開示請求等をしようとする者から当該請求に係る保有個

人情報を特定するために必要な事項を十分聴き取るとともに,登録簿等

を用いるほか所管課と十分連絡を取り合い,所管課職員の立会いを求め

るなどして,保有個人情報の特定に関する情報の提供に努めるものとす
る。

(5)請求書の記入事項の確認及び留意事項

ア請求書の受付に当たっては,次の事項に留意するものとする。

(ア)「年月日」欄

開示請求者が総合窓口に請求書を提出した年月日が記入してある

(イ)「市の機関」欄
'

開示請求等に係る個人情報を取り扱う事務を所管する市の機関の

名称が記入してあ、ること。

(ウ)「請求者の氏名,住所又は居所及び電話番号」欄

a 開示等請求者の特定,開示の日時及び場所の連絡調整並ぴに開

示等決定通知書等の送付のために必要であるので正確に記入して

あること。

b 電話番号については,開示等請求者本人と確実かつ迅速に連絡

できる電話番号紬宅,勤務先等)が記入してあること。

C 押印は必要ないこと。

イ保有個人情報開示請求書の記入事項

(ア)「開示を請求する保有個人情報」欄

開示請求等に係る保有個人情報を特定するために重要であるの

で,当該保有個人情報が記録されている公文書等の件名又は知りた
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いと思う保有個人情報の内容が特定できる程度に具体的な内容が記

入してあること。

(イ)「求める開示の実施方法等」欄

欄の記入は任意であることから,本欄に記入がないことをもって

直ちに補正を求めるものではないととに留意すること。

(ウ)「本人確認等」欄

a 該当する項目・の口にレ印を記入してあること。

b 本人に代わって代理人が開示請求等をする場合に.,当該請求に

係る保有個人情報の本人を特定するため.に保有個人情報の本人の

氏名及び住所又は居所が正確に記入してあること。

ウ保有個人情報訂正請求書の記入事項

(ア)「訂正請求に係る保有個人情報の開示を受けた日」欄

保有個人情報の開示の実施を受けた日が記入してあること。ま

た,保有個人情綴の開示を受けた日から90日以内であること。

(イ) 1開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報」欄

保有個人情報開示決定通知書等の記載内容が記入してあること。

また,次に掲げるものにより開示を受けたものの訂正請求であるこ

と。・・',

a 開示決定に基づき開示を受けた保有個人情報(法第90条第1

項第1号)

b 開示決定に係る保有個人情報であって,法第88条第1項の他の

法令の規定により開示を受けたもの'(法第9.0条第1項第2号)

(ウ)「訂正請求の趣旨及び理由」欄

訂正請求の趣旨及び理由,すなわちその求める部分及び訂正後の

内容等が具体的に記入してあること。

(エ)「本人確認等」欄
'

a 該当する項目の口にレ印を記入Lてあるとと。

b ,本人に代わって代理人が訂正請求等する場合に,当該請求に係

る保有個人情報の本人を特定するために保有個人情報の本人の氏
名及び住所又は居所.が正確に記入してあること。

工保有個人情報利用停止諸求書の記入事項

保有個人情報利用停止請求書の記入に当たっては,保有個人情報訂

正請求書に準ずるものとする。

(田請求書の記入に不備がある場合の対応

請求書に必要事項が記入されていない場合又は不明確な箇所がある場

合は,開示等請求者に対して,その箇所を訂正し,又は補筆して補正す

るよう求めるものとする。

(フ)請求書の受付

総合窓口は,提出を受けた請求書の右上欄外に受付印(第1号様式)
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を押印し,開示請求書等の写し2枚を作成した上,その内の写し1枚を

開示等請求者に交付するとともに,次に掲げる事項にっいて説明するも
のとする。

ア開示の請求にあっては,請求があった日から14日以内に,当該請

求に対する諾否の決定を行い,その結果を書面により,請求者に通知
すること。

イ訂正及び利用停止の請求にあっては,請求があった日から30日以

内に,当該請求に対する諾否の決定を行い,その結果を書面により請
求者に通知すること。

ウア及びイの諾否の決定を行う期間を延長する場合があること。その

場合は,その旨を書面により請求者に通知すること。

工開示の請求に係る保有個人情報に国,独立行政法人等,'地方公共団

体,地方独立行政法人及び請求者以外のもの(以下「第三者」とい

う。)に関する情報が含まれている場合は,当該第三者の意見を聴く
ことがあること。

オ保有個人情報の開示を写しの交付の方法により行うときは,片面を

1枚として費用を徴収司、ること。

力保有個人情穀の開示を写しの交付の方法により行う場合であって,
開示の対象となる物がA3判を超える用紙であるときは,原則として

A3判に分割して交付すること。

キ保有個人情報の開示を電磁的記録を複写したものの交付の方法によ

り行うときは, CD【R等複写する媒体に要する費艮の実費相当額を徴収
すること。

ク送付による写し等の交付を希望する場合は,送付用の郵便切手及び
返信用封筒も必要であること。

ケ開示の日時,場所及び開示の実施の方法等は,決定通知書で示すこ
と。

コ保有個人情報の事務所に船ける開示の実施場所は,原則として総合
窓口であること。

2 請求に対する決定等

(D 請求書の収受及びその後の処理

ア収受した場合の処理

請求書の正本の送付を受けた所管課は,次に掲げる事項を確認し,
八千代市文書管理規則(平成12年八千代市規則第30号)に定める

手続に従い,文書処理力ードの貼付,文書管理簿への必要事項の記入

等,当該請求書の収受手続を行うものとする。

(ア)請求に係る保有個人情報が特定できるとと。

(イ)請求に係る保有個人情報が請求者(請求者が代理人であるどき

は,被代理人)本人の個人情報であるとと。

(ウ)諸求に係る保有個人情報が法第88条に規定する保有個人情報で

船
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はないこと。

イ請求書の不備等の取扱い

(ア)請求書に不備がある場合の取扱い

所管課は,収受した諸求書に不備があったときは,当該請求者に

対し相当の期間を定めて補正を求めるものとする。

(イ)開示請求に係る保有個人情報の不存在の取扱い

所管課は,二保有個人情報開示請求書を収受した場合において,当

該請求に係る保有個人情報が存在しないときは,法第82条第2項

の開示をしない旨に該当するものとし,細則第5条第2項の規定に

よる保有個人情報不開示決定通知書俳W則第6・号様式)により,不

存在の事由を記載した上で,当該請求者にその旨を通知するものと

する。この場合に当該決定に係る通知書の写しを総合窓口に送付す

るもの'とする。

(2)請求に対する決定の検討

所管課は,請求書を収受し,不備等がないことを確認したときは,当

該請求の区分に応じそれぞれ次のと謁り,当該請求に対する諾否の決定

の検討を行うものとする。

なお,・検討に当.たっては,制度の統一的な運用を図るため,総合窓口
と協議を行うものとする。

ア開示請求の検討

所管課は,保有個人情報開示請求書を収受したときは,当該請求に

係る保有個人情報にういて,法第78条各号に掲げる不開示情報に該

当すること等により不開示となる場合に該当するか否かを検討するも

のとする。

な謁,当該開示請求に係る保有個人情報に第三者に関する情報(以

下「第三者情報」という。)が含まれている場合は,「(5)第三者情報

の取扱い」.に定める手続によ,り当該第三者の意見を聴き,その意見を

参考にするものとする。

イ訂正請求の検討

所管課は,保有個人情報訂正請求書を収受したときは,関係書類等

の確認,関係者への事情聴取等の方法により,当該訂正請求に係る保

有個人情報について,事実に誤りがあるかどうか,速やかに調査を行

つた上,当該請求に係る保有個人情報の訂正をするか否かを検討する

ものとする。

ウ利用停止請求の検討

所管課は,保有個人情報利用停止請求書を収受したときは,'関係書

類等の確認,関係者への事情聴取等の方法により,当該利用停止請求

に係る保有個人情報が法第98条第1項各号に掲げる事由に該当する

かどうか,速やかに調査を行った上,当該請求に係、る保有個人情報の

利用停止をするか否かを検討するものとする。
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(ア)保有個人情報の利用の停止又は消去

・法第61条第2項の規定(個人情報の保有佑邨長)に違反して保有
されているとき。

・法第63条の規定(不適正な利用の禁止)に違反して取り扱われ
ているとき。

・法第64条の規定(適正取得)に違反して取得されたものである
とき。

・法第69条第1項及び第2項の規定細的外利用告郎助に違反し
て利用されているとき。

(イ).保有個人情報の提供の停止

・第69条第1項及び第2項の規定網的外提供伶邪助又は第71

条第1項の規定(外国第三者提供制F尉に違反して他の行政機関

等や外国にある第三者等に提供されているとき。

なお,利用停止請求に係る保有個人情報が特定個人情蛾であると

きは,行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律(平成25年法律第 27号。以下「番号法」とい

う。)の観点から次に掲げる事由に該当するかどうかも速やかに調

査し,当該利用停止請求に係る保有個人情報の利用停止の可否を検
討するものとする。

・番号法第19条の規定に違反して提供されているとき。

・番号法第20条の規定に違反して収集され,又は保管されてぃる
とき。

・番号法第29条の規定に違反して作成された特定個人情報ファイ

ノレに記録されているとき。

(3)事案の移送

ア開示請求に係る保有個人情報が,法第85条第1項に該当すると判

断した場合は,次の手順により処理するものとする。

(ア)移送する市の機関は,移送先の行政機関の長等との協議を経て事

案の移送を決定し,当該決定後,移送先の行政機関の長等に保有個

人情報の開示請求に係る事案移送通知書(第2号様式)及び当該事

案に係る開示請求書を送付する。

(イ)請求者に対し,保有個人情報の開示請求に係る事案移送通知書

(細則第9号様式)により事案を移送した旨を通知する。

(ウ)事案を移送したときは,移送先の行政機関の長等との連絡を密に

するとともに,必要な協力を行うものとする。

(エ)移送をした市の機関が移送前にした行為は,移送先の行政機関の

長等がしたものとみなされる。特に,開示決定等の期限にっいて

は,請求者が,移送をした市の機関に開示請求をした日から進行す
るととに留意すること。

イ保有個人情報の開示請求に係る事案移送通知書絲W則第9号様式)

.、、

27

飾1題



の記入事項

(ア)「開示請求に係る保有個人情報の名称等」,欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

(イ)「移送をした日」欄

事案を移送した日を記載する。

(ウ)「移送の理由」欄

事案を移送した理由を記載する。

(伊D'・'開示請求に係る保有個人情報が00市00課から提供さ

れたものであるため。

開示請求に係る保有個人情報は00市00課の事務・事

業に係るものであり,同,課の判断に委ねた方が適当である

と判断したため。

(エ)「移送先の行政機関の長等」欄

移送先の行政機関の長等並ぴに担当課室名,担当者名,所在地及

び電話番号を記載する。

また,、移送先が複数の場合には,移送先のそれぞれの行政機関の

長等についても,同様に記載する。

(オ)'「本件連絡先」'欄

他の行政機関の長等に移送通知を行うた担当課名及び連絡先を記

載する。

ウ保有個人情報の開示請求に係る事案移送通知書(第2号様式)の記

入事項

(ア)「開示請求に係る保有個人情報の名称等」欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

(イ)「開示請求者氏名等」欄

開示請求者の氏名,'.住所及び電話番号等移送するに当たって必要

な炊の事項を記載する。

a 氏名

開示請求者の氏名を記載する。法定代理人又は任意代理人(以
下「代理人」という。)からの諸求にあっては,代理人の氏名を

記載するとともに,開示請求に係る保有個人情帆の本人の氏名に

ついても記載する。

b 住所

開示請求者の住所又は居所を記載する。代理人からの請求にあ

つては,代理人の住所又は居所を記載するとともに,開示請求に

係る保有個人情報の本人の住所又は居所についても記載する。

C 電話番号

電話番号については,開示請求者と連絡の取れる電話番号を記

載する。

28
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(ウ)「添付資料等」,欄

添付資料としては,開示請求書の写し(複写したもの),移送前

に行った開示請求者とのやり取りの状況の概要等参考になる情報を

添付し,併せて添付資料欄に記載する。

(エ)「備考」欄

開示請求の移送を複数の他の行政機関の長等に移送する場合に

は,その旨を記載する。

(オ)「本件連絡先」欄

本件についての照会に対応する課室及び担当者等を記載する。

工訂正請求に係る保有個人情報が法第96条第1項に該当すると判断

した場合は,法第85条第1項に該当すると判断した場合に準ずるも
のとする。

この場合に翁いて使用する通知書は,保有個人情報の訂正請求に係

る事案移送通知書(第3号様式)どする。

(4)協議

開示請求に係る保有個人情報の開示決定等をするに当たっては,所管

課は,総合窓口及び当該保有個人情報に関係する各課と口頭又は害面に
より協議するものとする。

(5)第三者情報の取扱い

ア開示請求に係る保有個人情報に第三者情報が含まれているときは,

慎重かつ公正な開示決定等をするため,必要に応じ,当該第三者に対

し,保有個人情報の開示に係る意見聴取書(細則第10号様式)によ

'り保有個人情綴の開示に係る意見書(細則第10号様式卿絲助を提出

する機会を与えることができる。

また,1件の公文書に複数の第三者情報が記録されているときは,
必要な範囲で意見照会を行うものとする。

イ開示請求に係る保有個人情報に,第三者情報が含まれている場合に

おいて,法第78条第1項第2号口若しくは第3号ただし書又は第8

0条の規定により開示しようとするときは,当該第三者の所在が判明

しない揚合を除き,保有個人情報の開示に係る意見聴取書絲W則第1

1号様式)により保有個人情報の開示に係る意見書絲m則第11号様

式呂1俳勵を提出する機会を与えなければならない。

ウ意見聴取は,請求書が提出されたことを保有個人情報の開示に係る

意見聴取により第三者へ通知し,保有個人情報の開示に係る意見書に

より意見を求めることにより行うが,この場合,1週間以内に回答す

るよう協力を求めるものとする。

なお,意見聴取は,原則として請求者が識別できない形で行う等当

該請求者の権利利益の保護に十分配慮して行うものとする。

工第三者への通知

第三者情報について,意見聴取を行った後に開示決定をしたとき
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は,当該第三者情報の開示に反対の意思を表示した該第三者に対し,

直ちに保有個人情報の開示に係る意見聴取結果通知書(細則第12号

様式)により通知しなければならない。この場合,開示決定の日と開

示を実施する日との間に少なくとも2週間を置かなければならない。

オ保有個人情報の開示に係る意見聴取書(細則第10号様式及び11

号様式)の記入事項

(ア)「開示請求に係る保有個人情報の名称等」欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

(イ)「開示請求の年月日」欄

開示請求が行われた年月旧を記載する。

(ウ)「法第86条第2項第1号又は第2号の規定の適用区分及びその

理由上欄(細則第11号様式のみ)

法第86条第2項第1'号又は第2号の規定の適用区分について,

該当する口にレ点を記入する。

また,それぞれの適用理由について簡潔に記載する。

(エ)「開示請求に係る保有個人情報に含まれている(あなた,貴社

等)に関する情報の内容」欄

開示請求者の権利利益を不当に侵害しないように配慮しつつ,当

該第三者において自己のどのような情報が開示されようとしている

のか認識できる程度の内容を記載する。

(オ)「意見書の提出先」欄

開示請求に係る担当課室名及び連絡先(郵便番号,所在地等)を

記載する。

(カ)「意見書の提出期限」欄

意見書の提出期限を記載する。

(キ)「本件連絡先」欄

意見書の書き方等についての問合せ先を記載する。

記載事項としては,担当課名,連絡先等を記載する。

力保有個人情報の開示に係る意見聴取結果通知書(細則第12号様

式)の記入事項

(ア)「開示請求に係る保有個人情殺の名称等」欄

開示請求のあった保有個人倩報の名称等を記載する。

(イ)「開示することとした理由」

第三者に係る情報が不開示事由に該当しないととと判断した理由

又は裁量開示が必要と判断した理由を記載する。

なお,本欄には,'反対意見書を提出した当該第三者に係る部分の

みの記載で足りる。

(ウ)「開示決定をした日」

行政機関等において当該保有個人情毅の開示を決定した日を記載

議題1 68

30

入
,
」

、



する。

(土)「開示を実施司、る日」欄

開示を実施するととが見込まれる日を記載する。

(オ)「本件連絡先」欄

担当課名,連絡先等にういて記載する。

(6)決定期限の延長

ア法第83条第2項の規定により開示決定等の期限を延長する場合

(ア)開示請求に係る保有個人情報について,事務処理上の困難その他

正当な理由により,14日以内に開示決定等を行うことができない

場合には,30日以内に限りその期限を延長することができる。

(イ)「事務処理上の困難そめ他正当な理由」は,①請求に係る保有個
人情報の量の多少,②請求に係る保有個人情.報の開示一不開示の審

査の難度,③当該期限までの時期における他の処理すべき開示請求
事案の量のほか,他の業務の繁忙,勤務日等の状況など.も考慮し

て,当該開示諸求の事務処理が困難となるか否かにより判断するも
のとする。

(ウ)期限を延長する場合には,開示請求者江対して,遅滞なく,保有

個人情報開示決定等期限延長通知書絲ヨ則第7号様式)により延長

後の期間及び延長の理由を通知しなければならない。当該通知は,

遅くとも開示請求があうた日から14日以内(補正に要した日を除

く。)に開示請求者になされることが望ましい。

なお,延長後の決定期限は,30日以内を限度に,事務処理上必

要で適正な期間を設定する。

(エ)保有個人情報開示決定等期限延長通知書の記入事項

a 「開示請求に係る保有個人情粧の名称等」欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

b 「延長後の期間」欄

開示請求に対する処分(開示決定等)の時期の見通しを示すた

めに記載するものであり,延長後の期間「0日」と記載するとと

もに,開示決定等期限についても「0年0月0日」と具体的に記
載する。

C 「延長の理由」欄

開示決定等の期限を延長することが必要となった事情を簡潔に
記載する。

(開示決定等の期限を延長することが必要となった事情の伊D

・開示請求に係る保有個人情報の量が多いため。

・開示・不開示の審査に係る調査に相当の期間を要するた

め。

・第三者意見の聴取に一定の日数が必要であるため。

訂
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・本人又は代理人の確認手続に一定の日数が必要であるた

め。

d 「本件連絡先」欄

担当課名及び連絡先を記載する。

イ法第84条の規定により開示決定等の期限を延長する場合

(ア)開示請求に係る保有個人情報が著しく大量であるだめ,開示請求

があった日から 14日以内はもとよ、り,法第勗3条第2項の規定に

基づく期限の延長(30・日以内)を行ったとしても,当該期限内

(44日以内)に開示詰求に係る保有個人情報の全てについて開示

決定等を行うと,事務の遂行に著しい支障が生じる船それがあると

判断される場合には,法第84条に規定する期限の特例規定を適用

することとなる。

な船,この場合,44日以内に処理できる分については当該期間

内に開示決定等を行うべきであり,期限の特例の対象となるのはそ

の残りの分であることに留意する。

特例規定を適用する場合には,開示請求者に対して,保有個人情

報開示決定等期限特例延長通知書(細則第8号様式)により,特例

規定を適用する旨,その理由及び44日以内に開示決定等できない

と考えられる残りの保有個人情報にうぃての開示決定等をする期限
を通知しなければならない。当該通知は,開示請求があった日から

14日以内(補正に要した日を除く。)に開示請求者になされなけ

れぱならない。

(イ)保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書の記入事項

.「開示請求に係る保有個人情報の名称等」欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

b 「法第84条の規定(開示決定等の期限の特例)を適用する理

由」欄

法第84条を適用することが必要となった事情を簡潔に記載する

が,同条の適用要件が「事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれが

ある揚合」とされていることに鑑み,本条を適用するととが必要と

なった事情を一般人が理解し得る程度に示すよう留意する。

C 「残りの保有個人情報について開示決定等をする期限」欄

最終的に当該開示請求に係る保有個人情報の全ての部分につい

て開示決定等を終えるととが可能であると見込まれる期限を記載

するものであり,「0年0月0日」と具体的に記載する。

d 「本件連絡先」欄

担当課名,担当者及び連絡先を記載する。

ウ法第94条第2項により訂正決定等の期限を延長する場合

訂正請求に係る保有個人情報について,事務処理上の困難その他正

当な理由により,30日以内.に訂正決定等を行うととができない場合

.C
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には,30日以内に限りその期限を延長することができる。

期限を延長する場合には,訂正請求者に対して,遅滞なく,保有個

人情報訂正決定等期限延長通知書俳W則第17号様式)により延長後

の期間及び延長の理由を通知しなけれぱならない。

なお,延長後の決定期限は,30日以内を限度に,事務処理上必要
で適正な期間を設定する。

保有個人情報訂正決定等期限延長通知書の記入に当たっては,保有

個人情報開示決定等期限延長通知書に準ずるものとする。

工法第95条の規定により訂正決定等の期限を延長する場合

訂正請求に係る保有個人情報についての事実関係を確認するための

調査や,.鯛査結果に基づき訂正を行うか否かの判断等を行うに当たっ

て,特に時間を要tるため,訂正請求があった日か'ら30日以内はも

とより,法第94条第2項の規定に基づく期限の延長(30日以内)

を行ったとしても当該期限内(60日以内)に訂正決定等を行うこと

が困難な場合には,法第95条に規定する期限の特例規定を適用する
こととなる。

特例規定を適用する場合には,訂正請求者に対して,保有個人情報

訂正決定等期限特例延長通知書俳三則第18号様式)により,特例規

定を適用する旨,その理由及び訂正決定等をする期限を通知しなけれ

ばならない。当該通知は,訂正請求があった日から 30日以内に訂正

請求者になされなけれぱならない。

保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書の記入に当たっては,

保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書に準ずるものとする。

オ法第102条第2項により利用停止決定等の期限を延長する揚合

利用停止請求に係る保有個人情報にっいて,事務処理上の困難ぞの
他正当な理由により,30日以内に利用停止決定等を行うことができ

ない場合には,30日以内に限りその期限を延長することができる。

期限を延長する場合には,利用停止請求者に対して,遅滞なく,保

有個人情報利用停止決定等期限延長通知書俳W則第23号様式)によ

り延長後の期間及び延長の理由を通知しなければならない。

、なお,延長後の決定期限は,30日以内を限度に,事務処理上必要
で適正な期間を設定する。、

保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書の記入に当たっては,

保有個人情報開示決定等期限延長通知書に準ずるものとする。

力法第103条・の規定により利用停止決定等の期限を延長する場合

利用停止請求に係る保有個人情報にっいての事実関係を確認するた

めの調査や,調査結果に基づき利用停止を行うか否かの判断等を行う

に当たって,特に時間を要するため,利用停止請求があった日から3

0日以内はもとより,法第102条第2項の規定に基づく期限の延長

(3 0日以内)を行ったとしても当該期限内(6 0日以内)に利用停

71
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止決定等を行うことが困難'な場合にはi 法第103条に規定する期限

の特例規定を適用するごととなる。

特例規定を適用す・る場合には,利用停止請・求者に対して,保有個人

情報利用停止決定等期限特例延長通知書、(細則第2・4号様式)によ

り,特例規定を適用する旨,その理由及・び利用停止決定等をする期限

を通知しなけれぱならない。当該通知は,利用停止請求があった日か

ら30日以内に利用停止請求者になされなければならない。
・"、「

保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書.の記入に当・たって

は,保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書に準ずる.ものとす

る。

(フ)開示・不開示等の決定

ア開示・不,開示等の決定手続

開示・不開示等の決定は,.請求に対す・る決定の検討及び開示請求に

おける第三者情報の取扱いに定める検討,協議,・調査等の結果を踏ま

え,・所管課にお.いて,八千代市事務決裁規程(昭和42年八千代市訓

令甲第6号)に定める権限を有する者の決裁を受けて行うものとす

る。この場合,・総合窓口と協議するものとする。

イ起案文書の.添付書類

開示J.,不.開示.等の決定.の起案.文書には',次に掲げる書類を添付する

もの.と'する。

(ア)開示請求書,訂正請求書又は利用停止請求書

(イ')請求に際し,・請求者から提示又は提出された証明書類又はその写

し

(ウ)決定通知書のいずれかの案

(エ)第三者の意見聴取を行った場.合は,当該案件に係る起案文書一式

及び提出された意見書

(オ)決定期間の延長を行った場合は,当該案件に係る起案文書一式

(カ)その他請求に係る保有個人情報の写し等決定判断に必要な書類

(8)'請求に係る決定通知書の作成

ア開示の詰求に係る決定通知書

保有個人情穀全部開示決定通知書俳W則第4,号様式),保有個人情

報部分開示決定通知書(細則第5号様式)及び保有個人情報不開示決

定通知書(細則第6号様式)は,次のとおり作成するものとする。

なお,開示決定通知書を送付する際には,保有個人情報の開示の実

施方法等申出書(細則第13号様式)を同封するものとする。

(ア)保有個人情報全部開示決定通知書及び保有個人情報部分決定通知

書の記載事項

a 「開示する保有個人情殺」欄

開示する保有個人情報については「保有個人情報開示請求書」

議題1 72
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に記載された「開示を請求する保有個人情報」により特定し,開

示決定を行った保有個人情報の名称等を正確に記載する。

b 「不開示とした部分とその理由」欄

保有個人情殺の一部を不開示(部分開示)とす・.る場合は,不開

示とした部分とその理由をできる限り具体的に記載する。

(記載例)

個人情報の保護に関する法律第78条第1項第2号に該当

1.開示をしない部分

氏名,住所,生年月日

2.理由

氏名,住所及び生年月日については,開示請求者以外の

個人に関する情報であっ.て,特定の個人を識別するととが

できるものであるため,不開示とする。

また,本決定は,行政不服審査法による審査請求又は行政事件

訴訟法による取消訴訟の対象となるので,その旨教示する。

C 「開示tる保有個人情報の利用目的」欄

法第61条第1項の規定に基づき特定した利用厩的を記載す
る。

なお,法第62条第2号又は第3号に該当するため利用目的を

記載できない場合には,本欄に「法第62条第2号に該当」又は

「法第62条第3号に該当」と記載する。

d 「開示の実施の方法等」欄

(a)開示の実施の方法

開示決定した保有個人情報について,実施することができる

「開示の実施の方法」等を全て記載するが,開示請求書におい

て開示の実施の方法等に関する希望が記載されているが否か,

その記載された方法による実施が可能か否かにより,記載内容
を変えて記載する。

(記載例)

①開示請求書に希望する開示の実施方法等が記載されてぃない場合

(1)開示の実施方法等

下表に記載した開示の実施の方法の中から,希望する方法を

選択して申し出てください。

開示の実施の方法

1事務所における

開木

2写しの送付の方

法

閲覧,複写機により複写したものの交付,0

0による複写

準備に要する日数日,送付に要する費用

円
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(注)事務所における開示,写.しの送付による方法について,

電磁的記録に記録されているものの開示方法については,

市の機関におV,、.て,情報化の進展状況を勘案して可能な方

法を記載する。
＼

②開示請求書に論いて希望する実施方法等により開示ができる場合

36

(1)開示の実施方法等

保有個人情穀開示請求書において希望された開示の実施の方
.1 ・

法等により,開示を実施できます。.この場合には,開示の実施

の方法等の申出は必要あり"ません。

<実施の方法>閲覧<実施の日時> 0月0日午後

なお,下表に記載した方法のうち保有個人情報開示請求書に

おいて希望された開示の実施方法と異なる方法,「(2)事務

所における開示を実施することができる日時及び場所」に記載

された日時のうち都合のよい日を選択することもできます。
、.

、^

の場合には,希望する開示の実施の方法等を選択して申し出て

ください。

74

開示の実施の方法

開示の実施の方法

]事務所における

開示

2写しの送付の方

法

③開示請求書において希望した開示の実施の方法による開示の実施

ができるが,希望日での実施ができない場合

閲覧,複写機により複写したものの交付

a)開示の実施方法等

開示請求書において希望された開示の実施の方法により開示

を実施できますが,ご希望の日に実施するととはできません。

「(2)事務所における開示を実施ずるととができる日時及び

場所」に記載された日時から,都合のよい日を選択して申し出

てください。

<実施の方法>閲覧<希望された実施の日時> 0月0日午
ノ゛

<実施できない理由>今後,開示の実施の方法等に係る申出等

の手続が必要であり,0月0日には間に合わないため。

なおi 開示の実施の方法についても,下表に記載された方法

のうち保有個人情報開示請求書において希望された開示の実施

の方法と異なる方法を選択することもできます。

準備に要する日数.日,送付に要tる費用

円
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イ

①事務所における

開示

2写しの送付の方

法

閲覧,複写機により複写したものの交付

化)事務所における開示を実施するととができる日時及び場所

日時については,開示を受ける者の申出期間を考慮するな

ど,適初に設定する。

場所については,事務所名等を明確に記載する。

準備に要する日数日,送付に要する費用

円

(2)事務所における開示を実施するととができる日時及び場所

期間:0月△日から0月△日まで(八千代市の休日を定める

条例(平成元年八千代市条例第21号)に定める市の休日を除
く。)

時間:8:30~17:15まで

場所:八千代市役所1階法務課情報公開班

乃

(0)写しの送付を希望する場合の準備日数,送付に要する費用
(見込額)

写しの送付を行う場合の準備日数を,例えぱ「開示の実施の

方法等に係る申出書の提出があった日から0日後までに発送」

のように,開示請求者に送付される時期の目途が分かるように
記載する。

送付に要する費用(見込額)については,自己を本人とする

保有個人情報が記録されている公文書等の写しを送付する場合

の送付に要する費用(見込額)を記載する。なお,公文書等の

写しの送付に要する費用の納付については,郵便切手を納付す
る方法により行う。

(イ)保有個人情報不開示決定通知書の記載事項

0 「開示請求に係る保有個人情報の名称等」欄

開示請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

b 「開示をしないこととした理由」欄

開示をしないこととした理由欄は,当該決定を不服と・して審査

請求又は訴訟の提起により救済を求めるための便宜を図るもので

あるため,該当する不開示理由は全て提示する。

(記載伊D

①不開示に該当する場合

開示請求のあった保有個人情報は,法第78条第1項第3号イに

該当し,開示することにより,当該法人の競争上の地位を害するお
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それがあるため,不開示とした。

②不存在の場合

(具体的な理由)

1 開示請求に係る保有個人情報は000000 (作成及び取得し

ていない事情等)のため,市の機関では作成及び取得していない

ので,保有していません。

2.開示請求に係る保有個人・情報は0年0月0日に文書保存期間

(0年)が経過したので廃棄したため,現在は保有していませ

入ノ。

③開示請求書に形式上の不備がある場合

開示請求のあった保有個人情報は,保有個人情報の特定がされて

いない.ことから不開示と.した。

④存否応答拒否を.する場合

個人情報の保護に関する法律第81条及び第78条第0号に該当

(具体的な理由)

開示請求に係る保有個人情報の存否を答えること自体が,法第78

条0号の不開示情報を開示することになるので,法第8,1条の規定

により本請求に係る当該保有個人情報の存否を答えるこ'とはできま

せ人ノ。

0 「本件連絡先」欄

担当課名,.連絡先について記載する。

イ訂正の請求に係る決定通知書

保有個人情報訂正決定通知書(細則第15号様式)及び保有個人情

報不訂正決定通知書絲W則第16号様式)は,次のとおり作成するも

のとする。

(ア)保有個人情報訂正決定通知書の記入事項

a 「訂正請求に係る保有個人情報の名称等」欄

訂正請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

b 「訂正請求の趣旨上欄

訂正請求のあった趣旨を記載する。

C 「訂正決定をする内容及び理由」欄

訂正内容及び理由を記載する。

なお,訂正請求の範囲となる保有個・人情報について,その一部

に関し訂正を行うととを決定した場合は,残りの訂正しなかった

部分及び訂正しなかった理由を決定通知書に記載する。との場

訂正を行わなかった部分については行政不服審査法による審/>、
rコ,

査請求又は行政事件訴訟法による取消訴訟の対象となるので,,決

定通知書下段に,次のような教示文を付する。

議題1 76
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た日の翌日から起算して3か月以内に, に対して審査

請求をすることができます。また,この処分の取消しの訴えは,こ

の処分があったととを知った日の翌日から起算して6か月以内に,

八千代市を被告として提起することができます。ただし,審査請求

をした場合には,処分の取消しの訴えは,当該審査諸求に対する裁

決があったことを知った日の翌日から起算して6か月以内に提起す
るととができます。

d 「本件連絡先」欄

担当課名,連絡先について記載する。

(イ)保有個人情報不訂正決定通知書の記入事項

a 「訂正請求に係る保有個人情報の名称等」欄

訂正請求のあった保有個人情報の名称等を記載する。

b 「ヨ丁正をしないとととした理由」櫛

訂正をしないこととした理由欄は,当該決定を不服として審査

請求又は訴訟の提起により救済を求めるための便宜を図るもので
.゛

あるため,.具体的かつ簡潔に記載する。

C 「本件連絡先」欄

担当課名,連絡先について記載する。

ウ利用停止の請求に係る決定通知書

保有個人情報利用停止決定通知書絲ヨ則第21号様式)及び保有個

人情報不利用停止決定通知書(細則第22号様式)の記入に当たって

は,訂正の詰求に係る決定通知書に準ずるものとする。

3 個人情報の開示,訂正及び利用停止の実施

a)開示の実施

開示の実施は,原則として開示決定通知書で提示した方法のうちか

ら,開示請求者が保有個人情報の開示の実施方法等申出書(細則第13

号様式)の申出により希望する方法で行うものとする。

ア開示等請求者であることの確認

事務所において保有個人情報を開示する際は,開示を受ける者に対

して,開示決定通知書の提示を求め,当該請求に係る保有個人情報の

本人又はその代理人であることを確認することにより,開示等請求者

と開示を受ける者が同一人であることを確認するものとする。

開示決定通知書を持参していない場合であっても,開示請求者が当

該開示.に係る本人又はその法定代理人若しくは任意代理人であること

が証明されれぱ,開示の実施を行うことができる。その証明方法にっ

いては,【別表1 を参照するとと。

イ開示決定の内容の確認

開示決定通知書に記載された保有個人情報が,開示を受けようとす

π
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る保有個人情報と一致するかを,開示を受ける者に対し確認する。、ま

た,写しの交付を行う場合は,その数量,写しの作成箇所等を併せて

確認するものとする。

ウ閲覧等の実施

開示は,所管課の職員が行い,必要に応じて,保有個人情報の内容

についで説明するものとする。

所管課の職員は,'次に掲げる事項に留意Lて,当該保有個人情報を
閲覧させるものとする。

(ア)閲覧司、る者は,当該'公文書等を丁寧に取り扱うとと.もに,汚損

し,若しくは破損し,又は改ざんしてはならないこと。

(イ)上記に違反した時又は違反するおそれがあると認められる時は,

当該公文書等の閲覧.を中止することがあること。

工開示の方法

(ア)閲覧等の方・法

閲覧,視聴及び聴取の方法は次によるものとする。

a 開示請求・者から,カメラ,デジタルカメラ,カメラ付き携帯電

話,ビデオカメラ,スキャナそ.の他と,れらに類する機器(以下

「カメラ等」という。)による撮影,複写又は読取り(以下「撮

影等」という。)の申出があったときは,認めるものとする。た

だし,撮影等に必要なカメラ等及ぴ電源等_を開示請求者が持参し

ていない場合,当.該公文書等を汚損し,若しくは破損するおそれ

がある場合又は他の利用者の妨げとなるおそれがある場合その他
ノ

事務上相当な理由がある場合は,この限りでない。

b.文書,図画,写真については,これらの原本を総合窓口で閲覧

に供することにより行うものとする。ただし,原本を閲覧に供す

ることができないときはj 複写機により,当該文書の写しを作成

して,これを閲覧に供するものとする。

C フィルムについては専用の再生機器により視聴することにより

行うものとする。マイクロフィルムについては, A3判までの用

紙に印刷したものを閲覧に供するものとする。

d 録音テープについては,専用の・再生機器を用いた聴取を行うも

のとする。ただし,対応できるときは,当該電磁的記録を光ディ

スクその他の電磁的記録媒体に複写したものを交付することがで

きる。'

.ビデオテープについては,専用の再生機器を用いた視聴を行う

ものとする。ただ・し,対応できるときは,当該電磁的記録を光デ

イスクその他の電磁的記録媒体に複写したものを交付することが

できる。

{録音テープ,ビデオテープ以外の電磁的記録については,原則
゛ー"

として,複写機により,当該文書の写しを作成して,これを閲覧

y/
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に供するものとする。また,再生機器による視聴又は聴取を行う
ものと,、る。

(イ)写しの交付

写しの交付の方法は,次によるものとする。

a 公文書等の写しの交付部数は,請求1件につき1部とする。

b 写しを交付する際の片面・両面の取扱いは,原則として原本と

同様になるよう行うものとする。

C 写しの交付は,原則としてA3判までの用紙を用いて行うもの

とする。

d 公文書等の写しに要する費用は,細則別表に定める額とし,ハ

千代市財務規則(平成8年八千代市規則第15号)の規定に基づ

き,総合窓口において費用の徴収事務を行うものとする。

e 公文書等の写しを請求者に示し,内容,枚数等を確認の上交付
するものとする。

f 写しの作成は,対象公文書等の原寸により行うものであるが,

請求者から申出があったときは,複写作業に著しい支障を来さな

いと市の機関が認めた場合には, B 5判,.A4判, B 4判又はA

3判のいずれかの規格に拡大又は縮小することにより写しを作成

し,交付するととができる。ただし,複数ページの文書を合成し

て,1枚の写しを作成するこbはしない。

呂文.書,図画,写真については,複写機により,とれらの写しを

作成して,これを交付する。なお,多色鼎ゆの場合にあっては,

請求者から申出があったときは,多色刷円に対応した複写機によ

り当該公文書等の写しを作成して,これを交付する。

h 録音テープ,ビデオテープ以外の電磁的記録にっいては,用紙

に出力したものを交付する。

(ウ)複写したものの交付

複写したものの交付の方法は,次によるものとする。

a 録音テープについては,当該電磁的記録を光ディスクその他の

電磁的記録媒体に複写したものを交付するものとする。

b ビデオテープについては,当該電磁的記録を光ディスクその他

の電磁的記録媒体に複写したものを交付するものとする。

C 録音テープ,ビデオテープ以外の電磁的記録にっいては,当該

電磁的記録を光ディスクその他の電磁的記録媒体に複写したもの

を交付するものとする。

オ部分開示の方法

公文書等を複写機で複写し,不開示部分を黒塗りする等の方法によ

り判別できない状態とした上で,再度複写する等の方法により行う。

力指定日時以外の開示の実施

＼
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開示請求者が指定の日時に指定の場所に来なかった場合は,当該諸

求者と調整の上,別の罫時に個人情報の開示を実施するものとする。

この場合において,新たに開示決定の通知書は,交付しないものと

する。

②訂正の実施

ア訂正の実施時期

個人情蝦を訂正する旨の決定.を行ったときは,訂正の請求に係る個

人情報の訂、正を行う恵のとする。なお,番号法第23条第1項及び第
2項に規定する記録に記録された特定個人情.報について訂正を実施し

た.場合において必要がある'と認めるときは,'当該記録と同一の記録を

保有する者である内閣総理大臣及び情報照会者若しくは情報提供者又

は条例事務関係情報照会者及び条例事務関係情報提供者に通知するも

のとする。

イ訂正の方法

訂正は炊に掲げる.方法によるものとするが,,保有個人情報の内容及

び記録媒体に応じ,適切な方法にょり行うものとする。

なお,所管課は,訂正に係る保有個人.情報が記録された公文書等
に,訂正する旨の決定に係る起案文書の写しを添付するなど,訂正を

行った時期,理由等を明らかにする措置を講ずるものとする。

(ア)誤った個人情報の部分を二重線で抹消し,余.白部分に朱書等で新

たに記載する方法

(イ)個人情報の誤りの部分にアンダーラインを引く等の方法により誤

りの部分を明示した上,呂1絲氏に船いて個人情報が誤うていた旨及び

正確な内容を記載して添付する方法

(ウ)誤った個人情報を完全に消去し,新たに記載(入力)する方法

ウ訂正内容の連絡

訂正請求に応じて保有個人情報φ訂正を行った所管課は,必要に応
じ,関係課並びに当該保有個人情報の提供先に対して,・訂正を行った

旨を,提供をしている保有個人情報の訂正をする旨の決定について

(第4号様式)により通知するものとする。

(3).利用停止の実施

ア利用停止の実施時期

保有個人情報を利用停止する旨の決定を行ったときは,利用停止の

請求に係る保.有個人情報の利用停止を行うものとする。

イ利用停止の方法

利用停止は,保有個人情報の内容及び記録媒体に応じ,適切な方法

により行うものとする。

なお,所管課は,利用停止に係る保有個人情報が記録された公文書

等に,利用停止する旨の決定に係る起案文書の写しを添付するなど,
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利用停止をした時期,理由等を明らかにする措置を講ずるものとす
る。

ウ利用停止の連絡

利用停止請求に応じて保有個人情報の利用停止を行った所管課は,

必要に応じ,関係課及び当該保有個人情報の提供先に対して,その旨
を連絡するものとする。

第5 審査請求があった場合の取扱い

1 審査謂求の受付

保有個人情報の開示決定等に係る行政不服審査法(平成26年法律第6

8号)の規定による市長に対する審査請求があった場合は,総合窓口にお

いて審査請求書(第5号様式)に受付印(第1号様式)を押印し受け付け

し,審査請求書の写しを保管した上で,審査担当課に審査請求書を送付す
る。

2 審査請求の形式審査

審査担当課は,速やかに行政不服審査法に基づき次に掲げる事項にっい

て確認し形式審査を行う。

なお,形式審査においては,所管課は,必要に応じて審査請求に係る開

示決定通知書の写しを審査担当課に提供するなどして情報提供等を行うも
のとする。

a)処分についての審査請求

ア審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所

イ審査諸求に係る処分の内容

ウ審査請求に係る処分があったことを知うた年月日

工審査請求の趣旨及び理由

オ処分庁の教示の有無及びその内容

力審査請求の年月日

キ審査請求人が,法人その他の社団若しくは財団である場合,総代を

した場合又は代理人によって審査請求をする場合は,その代表者若し

くは管理人,総代又は代理人の氏名及び住所又は居所

ク審査請求期間内(処分があったととを知った日の翌日から起算して

3月以内等)の審査請求かどうか。

ケ審査請求適格の有無(開示決定等によって直接に自己の権利利益を

侵害される者かどうか。)

(2)不作為についての審査請求

ア審査請求人の氏名又は名称及び住所又は居所

イ当該不作為に係る処分についての申請内容及び年月日

ウ審査請求の趣旨及び理由

工審査請求の年月日

81
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オ審査請求人が,法人その他の社団若しくは財団である場合,総代を
互選した場合又は代理人によって審査請求をする場合は,その代表者右
しくは管理人,総代又は代理人の氏名及び住所又は居所

(3)審査請求書の提出通数の確認

処分庁が,.市長の場合は正本1通,消防長又は事業管理者の場合は,
正副2通であることを確認する。

3 審査請求書の送付

審査担当課は,所管課に審査請求書の写しを送付する。('処分庁が消防
長又は事業管理者の場合は,所管課に副本を送付する。)

4 審査請求書の補正

審査担当課は,審査請求に上記2の記載事項等の犬備がある場合は,審
査請求補正命令書(第6号様式)により相当.の期間を定めて補正を命じな
ければならない。

5 審査請求についての却下の裁決

審査担当課は,審査請求が次のいずれかに該当する場合は,当・該審査請
求にっいて裁決を行い,裁決書.の謄本を審査請求人へ特定記録郵便により
送付するとともに,その写しを所管課及び総合窓口に送付する。

(1)審査請求が不、適法で.あって補正できないことが明・らかである場合

(2)・・補正命令に応じなかった場合

6 審査請求に係る開示決定等の再検討

(1)審査担当課は,却下する場合を除き,当該審査請求に係る開示決定等
が妥当であるかどうか,再検討を行うもの.とする。

(2)再検討の結果,審査請求の全部を認容し,'当該審査請求に係る公文書
等の全部を開示することとする場合、(当.該公文書等の開示にっいて反対
意見書が提出されている場合を除く。)は,現処分を取り消す裁決を行
い,裁決書の謄本を審査請求人へ特定記録郵便により送付するととも
に,その写しを所管課及び総合窓口に送付する。

7 弁明書の作成及び送付

審査担当課は,当該審査請求を却下する場合を除き,所管課に対して相
当の期間を定めて弁明書の提出を求めるものとする。審査担当課は"明書
の提出があったときは,審査詰求人及び参加人に副本を送付するものとす
る。な翁,弁明書は正本並びに審査請求人及び参加人の数に相当する通数
の副本を提出するもの'とする。

8 反論書等の提出

審査担当課は,弁明書の送付に併せて,,審査請求人は反論書を,参加人
は意見書を.審査庁に提出することができる旨を通知する。反論書の提出
があったときは参加人及び所管課に,意見書の提出があったときは審査請
求人及び所管課に,それぞれ副本又は写しを送付するものとする。なお,
反論書は,正本並ぴに参加人及び処分庁(審査庁と処分庁が異なる場合)
に相当する通数の副本を,意見書は正本並び審査諸求人及び処分庁(審査
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庁と処分庁が異なる場合)に相当する通数の副本を提出するものとする。

9 審査請求の取下げ

(1)審査請求人から,提出された審査請求にっいて取下げがあった場合

は,総合窓口に船いて審査請求取下げ書(第7号様式)に受付印(第1

号様式).を押印し受け付けし,審査請求取下げ書の写しを保管した上

で,審査担当課に審査請求取下げ書を送付する。

(2)審査請求人からの取下げ書を受け付けた審査担当課は,.処分庁に対

し,審査請求の取下げについて,書面にて通知する。

10 請求に係る裁決等

a)審査担当課は,八千代市情報公開・個人情報保護審査会からの答申が

あったときは,遅滞なく,審査請求に対ずる裁決を行う。

(2)審査担当課は,審査請求に対する裁決を行った場合は,裁決書の謄本

を審査請求人及び参加人へ特定記録郵便で送付するとともに,その写し

を所管課及び総合窓口に送付する。

なお,処分庁が消防長,事業管理者の場合は,裁決書の謄本を所管課に
送付するものとする。

Ⅱ第三者からの審査請求への対応

a)開示請求に係る公文書等の全部又は一部を開示する旨の決定に対し,

当該公文書等を請求者に開示する日までの間に第三者から審査請求があ

つたときは,上記1~ 10 に準じて取り扱うとともに,、審査担当課は,

審査請求人からの申出又は職権で当該公文書等の全部開示又は部分開示

の実施を停止した場合には,当該請求者にその旨を通知する。

(2)第三者からの審査請求を却下し,又は棄却する裁決を行い,開示請求

者に開示を実施する場合には,当該第三者の訴訟提起の機会を確保する

ため,当該審査請求に係る裁決の日と開示を実施する日との間に少なく

とも2週間を置かなくてはならない。

(3)開示請求者が審査請求をし,第三者である参加人が公文書等の開示に

反対の意思を表示している場合において,審査請求に係る開示決定等を

変更し,当該公文書等を開示する旨の決定を行うときは,当該第三者の

訴訟提起の機会を確保するため,当該審査請求に係る開示決定の日と開

示する日との間に少なくとも2週間を置かなくてはならない。

第6

1

市の機関における個人情報の取扱いに関する苦情の処理

苦情の申出の受付

(1)法第128条の規定により市の機関が処理することとなる個人情報の

取扱いに関する苦情の申出については,所管課又は総合窓口で受け付け
るものとする。

(2)苦情の申出の受付に当たっては,苦情の趣旨,内容等を十分聴取し,
申出の内容が他の制度により対応すべきものであるときは,その旨を説

明するとともに,該当する所管課へ案内するなど適切に対応するものと
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する。

(3)苦情の申出を受けた場合,苦情申出処理票(第8号様式)を作成する

ものとする。この際,必要に応じ苦情の申出者に資料の提出又は説明を

求めるものとする。

なお,苦情の申出.を所管課で受け付けた場合は,苦情申出処理票の写

しを総合窓口に送付するものとし,同窓口で受け付けた場合は,苦情申

出処理票を所管課に送付するとともに,その写しを保管するものとt
る。

2 苦情の申出の処理

a)所管課は,苦情の申出があったときは,関係書類等の確認,関係者へ

の事情聴取等の方法により,苦情の申出に係る個人情報の取扱いについ

て,事実関係を把握し,苦情の申出者に対し,苦情の申出に対する処理

を文書で回答する等迅速かつ適切な処理を行うものとする。

(2)所管課は,苦情の申出に対する処理を苦情申出処理票に記録し,保管

するとともに,.その写しを総合窓口に送付するものとする。

第7 審議会への諮問等

1 審議会への諮問事項等

(1・)市の機関からの諮問事項等

市の機関から審議会へ諮問を要する事項は,条例第7条の規定によ
る。

ア開示請求に係る手数料の設定
i'

イ法第60条第5項に規定する条例要配慮個人情報の設定

ウその他の重要な事項

2 諮問等の手続

審議会への諮問等の手続は,次によるものとする。

①所管課との協議

総合窓口は,審議会に諮問等をするに当たり,その内容に所管課と協

議する事項等が含まれているときは,諮問書等を提出する前に,その案

を添えて所管課と協議するものとする。

(2)詔問書等の提出

総合窓口は,上記の協議の終了後,諮問書等及ぴ次に掲げる添付書類

を審議会へ提出するものとする。

ア諮問等に係る個人情報の取扱いの状況を説明した書類

イ上記の取扱いの理由を説明した書類

ウその他必要な書類

③審議会における説明

審議会が必要があると認めたときは,諮問事項等に関係のある課

(室)は,審議会に出席し,必要な説明等を行うものとする。
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第8 委任

この要領に定めるもののほか,市の機関が行う個人情殺保護事務の取扱

いについて必要な事項は,市の機関が定めるものとする。

附則

この要領は,令和5年4月1日から施行する。

Cゾ
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,第1号様式

第

トー「一ーー^Um-ーーーーー^

八千代市役所

号

付

.、
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第2号様式

(宛先)

保有個人情報の開示請求に係る事案移送通知書

年月日付けで請求のあった保有個人情報の開示諸求に係る事案にっいて,

個人倩報の保護に関する法律第85条第1項の規定により,下記のとおり移送します。

開示請求に係る保

有個人倩報の名称

等

開示請求者氏名等

月

(加機那)

氏名:

住所又は居所

電話番号:

添付資料等

法定代理人又は任意代理人による開示諸求の場合

本人の状況口未成年者( 年月日生)
口成年被後見人
磨任意代理人委任者

回

本人の氏名

備考

本人の主F 又は居

<本件連絡先>
八千代市00部00課
(担当者名)(内線
話:
FAX

巳一mail

-49 -
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第3号様式

(宛先)

L

保有個人情報の訂正請求に係る事案移送通知書

年・月日付けで請求のあった保有個人情報の訂正請求に係る事案について

は,個人情報の保護に関する法律第96条第1項の規定により,下記のと.おり移送し

ます。

訂正請求に係る

保有個人情報の

名称等

(市の機関瑠)

訂正請求者氏名

等

月

氏右

住所又は居所

電話番号;

法定代理人又は任意代理人による訂正請求の場合

年月日生)本人の状況口未成年者(
口成年被後見人
口任意代理人委任者

人の氏名

本人の所又は居所

添付資料等

回

備考

r

議題 1 -88

<本件連絡先>
八千代市00部00課
(担当者名)納線
話:
FAX

e-mail:
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第4号様式

(宛先)

提供をしている保有個人情報の訂正をする旨の決定にっいて

に提供している下記の保有個人情報については,個人情報の保護に関す

る法律第92条の規定により訂正を実施しましたので,同法第97条の規定により,
通知します。

訂正請求に係る

保有個人情報の

名称等

訂正請求者の氏

名等保有個人情

報の特定するた

めの情報

(市の機関名)

訂正請求の趣旨

月

(氏名、住所等)

訂正決定をする

内容及び理由

記

(訂正内容)

回

(訂正理由)

<本件連絡先>
八千代市00部00課
(担当者名)(内線.:

FAX

e-mail:

89
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第5号様式

査庁

下記のとおり,審査請求をする。

1 審査請求人の住所又は居所及び氏名

住所(居所)

審査請求書

氏名

2 審査請求に係る処分

対してした処分

3 審査請求に係る処分があったことを知った年月日

査静求人

4 審査請求の趣旨及び理由

①審査請求の趣旨

年 月

が

②審査請求の理由

日

5 処分庁の教示の有無及びその内容

との処分に不服がある場合は,との処分があったことを知った日の翌日から起
に対して審査請求をすることができま算して3か月以内に,

司、。

また,ごの処分の取消しの訴えは,との処分があったことを知った日の翌日か
ら起算して6か月以内に,八千代市を被告として提起することができます。ただ
し,審査請求をした場合には,処分の取消.しの訴えは,当該審査詰求に対する裁
決があったこ'とを知った日の翌日から起算して6か月以内に提起することができ

ます。

6.添付書類がある場合はその内容

※この様式により難い場合は、この様式に準じた別の様式を用いることができます。

月

年 月

日

日付けで審査請求人に

90
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第5号様式

査庁

審査請求書(不作為に係る審査請求)

下記のとおり,審査請求をする。

審査請求人の住所又は居所及び氏名1

主 P

氏名

(居)

2 当該不作為に係る処分についての申請の内容及び年月日

査請求人

3 審査請求の趣旨及び理由
①審査請求の趣旨

年

②審査請求の理由

月 日

4 添付書類がある場合は,その内容
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第6号様式

審査請求人

氏

'、

審査請求補正命令害

、JI
L

年月日付けであなたから提出のあった

処分に係る審査請求(不作為についての審査請求)は,下記の事項について不

年'月日までに補正するよう命備があり,不適法であるため,

じます。

なお,上記期限までに補正しないときは,あなたの審査請求を却下すること

があるので,御承知おきください。

様

補正事項

査庁

、

月

1

印

議題1 92
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第7号様式

査庁

下記のとおり,審査請求を取り下げる。

審査請求人の住所又は居所及び氏名1

審査請求取下げ書

主祈(居F

氏名

2 取下げをする審査請求

年月

に関する審査請求

、

査請求人

年

日に提起した

月 日
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第8号様式

申出を受けた課名

付者

毛芋

の

申

氏

・1冑

苦情の申出に係る

個人情報の所管課

出

申

.者

住所

氏名

(老乏

仁凹

'」.町●1 む)

申

岳

担当者

女ι、

出

受付年月ヨ

工里

受付の区分

の

、、

連絡先霞話番号

男乏

内

1 来

3

電話番号

年

庁

その他(

客

月

2

3

電

日

話

処

,

理

の

概

要

議題1 94
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処理経過

旦 日

(連竃)

処 理 状 況

風、

57

鮖1題
昌
捕
口



0八千代市情報公開・個人情報保護審査会条例

(趣旨)

第1条この条例は,八千代市情報公開・個人情報保護審査会の設置及び組織

並びに課査審議の手続等について定めるものとする。

(定義)

第2条との条例に羚いて,次の各号に掲げる用語の意義は,それぞれ当該各

号に定めるととろによる。

ω諮問庁次に掲げる者をいう。

アハ千代市情報公開条例(平成12年八千代市条例第1号。以下「条例

」という。)第19条の2第 1項の規定獲より八千代市情綴公開・個人

情報保護審査会(以下「審査会」という。')に諮問をした実施機関、(条

例第2条第 1号の実施機関をいう。以下同じ。)をいう。

イ個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「法」

という。)第 10 5条第3項において準用する同条第 1項の規定によ.リ

審査会に諮問をした市の機関(八千代市個人情報保護法施行条例(令和

4年八千代市条例第23号)第3条第1項に規定する市の機関をいう。

)をいう。

ウハ千代市議会の個人情報の保護に関する条例(令和4年八千代市条例

第 2 8号)(以下「市議会条例」という。)第4 6条の規定により審査

会に諮問をした議会
＼

②公文書条例第12条第1項に規定する開示決定等に係る公文書(条例

第2条第2号に規定する公文書をいう。)をいう。

③保有個人情報法第78条第 1項第4号.第94条第1項若しくは第 1

02条第 1項又は市議会条例第21条第5号ア,第36 条第 1項若しくは

第43条第1項に規定する開示決定等,訂正決定等又は利用停止決定等に

係る保有個人情報(法第60条第1項及び市議会条例第2条第4項に規定

制定

改正

令和4年11月30日条例第24号

令和4年11月3 0日条例第28号
ノ

1
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する保有個人倩線をいう。)をいう。

(設置)

第3条市長は,市における審査謂求のうち炊に掲げる諮問に応じた事務を行

うため,行政不服審査法(平成26年法律第68号)第81条第1項の附属

機関として,審査会を置く。

①条例第19条の2第1項の規定による諮問に応じ審査請求について朋査

審議すること。

②法第105条第3項において準用する同条第1項の規定による諮問に応

じ審査請求について調査審議すること。

③市議会条例第46条の規定による諮問に応じ審査請求について調査審議

すること。

(組織)

第4条審査会は,,,委員 5人以内をもって組織する。

2 委員は,優れた識見を.有する者のうちから,市.長が委,嘱する。

3 委員の任期は,2.年とする。ただし,委員が欠けた場合における補欠委員

の任期は,前任者の残任期間とする。

4 委員は,再任されるごとができる。

5 委員は,職務上知り得た秘務を漏らし"てはならない。その職を退いた後も

伺様とする。

、

(審査会、の権限)

第5条審査会は,必要があると認めるときは,諮問庁に対し,公文書又は保

有個人情報の提示を求めることができる。この場合において,何人も,審査

会に対し,その提示された公文書又は保有個人情報の開示を求めることがで

きない。

2 諮問庁は,審査会から前項の規定による求めがあったときは,これを拒ん

ではならない。

3 審査会は,必要があると認めるときは,諮問庁に対し,開示決定等に係る

公文書に記録されている情報又は保有個人情殺に含まれている情報の内容を

審査会の指定する方法により分類又は整理した資料を作成し,審査会に提出

するよう求めることができる。

2
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4 第1項及び前項に定めるもののほか,審査会は,審査請求に係る事件に関

し,審査請求人,参加人(行政不服審査法第13条第4項に規定する参加人

をいう。以下同じ。)又は諮問庁(以下「審査請求人等」という。)に意見

書又は資料の提出を求めること,適当と認める者にその知ってぃる事実を陳

述させることその他必要な調査をすることができる。

5 審査会は,第3条各号に掲げる調査審議を行うほか,情報公開に関する重

要な事項につい,て,実施機関に建議することができる。

(意見の陳述)

第6条審査会は,審査請求人等から申立てがあったときは,当該審査請求人

等に口頭で意見を述べる機会を与えなけれぱならない。ただし,審査会がそ

の必要がないと認めるときは,との限りでない。

2 前項本文の場合に粘いて,審査請求人又は参加人は,審査会の許可を得て,

補佐人とともに出頭することができる。

(意見書等の提出)

第7条審査請求人等は,審査会に対し,意見書又は資料を提出するととがで

きる。ただし,審査会が意見書又は資料を提出すべき相当の期間を定めたと

きは,その期問内にこれを提出しなければならない。

(委員による調査手続)

第8条審査会は,必要があると認めるときは,.その指名する委員に,第5条

第1項の規定により提示された公文書若しくは保有個人情報を閲覧させ,同

条第4項の規定による調査をさせ,又は第6条第1項の規定による審査請求

人等の意見の陳述を聴かせることができる。

(提出資料の閲覧等)

第9条審査請求人等は,審査会に対し,審査会に提出された意見書若しくは

資料の閲覧(電磁的記録(電子的方式,磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られた記録をいう。以下この項において0

同じ。)にあっては,記録された事項を審査会が定める方法により表示した

ものの閲覧)叉は当該意見書若しくは当該資料の写し(電磁的記録にあって

は,当該電磁的記録に記録された事項を記載した書面)の交付を求めること

ができる。この場合において,審査会は,第三者の利益を害するおそれがあ

羽
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ると認めるときその他正当な理由があるときでなければ,その閲覧又は交付

を拒むととができない。

2 審査会は,前項の規定による閲覧をさせ,又は伺項の規定による交付をし

ようとするときは,当該閲覧又は交付に係る意見書叉は資料を提出した審査

請求人等の意見を聴かなけれぱならない。ただし,審査会が,その必要がな

いと認めるときは,この限りでない。

3 審査会は,第1項の規定による閲覧にっいて,日時及び場所を指定するこ

とができる。

(調査審議手続の非公開)

第10条審査会の行う鯛査審議の手続は,公開しない。

(答申書の送付等)

第 11条審査会は,諮.問に対する答申をしたときは,答申書の写しを審査請

求人及び参加人に送付するとともに,答申の内容を公表するものとする。

(委任)

第12条この条例に定めるもののほか,.審査会に関し必要な事項は,規則で

定める。

附則

(施行期日)

第1条この条例は,令和5年4月1日から施行する。

(経過措置)

第2条この条例の施行前に炊に掲げる審査会にされた諮問であって,と.の条

例の施行の際当該諮問に対する答申がなされていないものは,審査会にされ

た諮問とみなす。

①この条例附則第4条の規定による改正前の八千代市情報公開条例(以下

「旧情報公開条例」という。)第22条第 1項の規定により市に置かれた

八千代市情報公開審査会(以下打日情怨公開審査会」という。)

②八千代市個人情報保護法施行条例附則第2条の規定による廃止前の八千

代市個人情報保護条例(平成10年八千代市条例第25号。以下Π日個人

情報保護条例」という。)第27条第 1項の規定により市に置かれた八千

代市個人情報保護審査会(以下「1ヨ個人情報保護審査会」という。)

ノー
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2 前項の規定により審査会に諮問されたものとみなされた諮問にっいて,旧

情報公開審査会又は旧個人情綴保護審査会がした調査審議の手続は,審査会

がした調査審議の手続とみなす。

3 この条例の施行の日前に旧情報公開条例第19条の2第1項の規定による

諮問がされた場合に船ける旧情報公開条例に規定する調査審議にっいては,

な粘従前の例による。この場合において,旧情報公開条例第23条から第3

0条までの規定中「審査会」とあるのは,「八千代市情報公開・個人情殺保

護審査会」と読み替えるものとする。

4 この条例の施行の日前に旧個人情報保護条例第26条の2第1・項の規定に

よる諮問がされた場合に羚ける旧個人情報保護条例に規定する調査審議にっ

いては,な羚従前の例による。この場合において,旧個人情報保護条例第2

7条の 2 から第 2 7条の 9 までの規定.中「審査会」とあるのは,「八千代市

情報公開・個人情報保護審査会」'と読み替えるものとする。

UX千代市特別職の職員の給与,旅費及び費用弁償に関する条例の一部改正

第3条八千代市特別職の職員の給与,旅費及び費用弁償に関する条例(昭和

49年八千代市条例第1号)の一部を次のように改正する。

別表第3個人情報保護審査会の項及び情報公開審査会の.項を削り同表に,

次のように加える。

情報公開・個人情報保護審査会

(八千代市情報公開条例の一部改正)

第4条八千代市情報公開条例の一部を玖のように改正する。

第3章審査請求

第 1節諮問等(第 19条一第2 1条)

目次中第2節八千代市情報公開審査会(第22条)

第3節審査会の審査審議の手続(第23条一第30条)

第4章補則(第31.条一第3 7条)

第3 章審査請求(第19条一第21条)
に改める。

第4章補則(第22条一第28条)

会長

委員

フ, 5 0 0

フ, 0 0 0
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第3章第1,節の節名を削る。

第19条の2第1項中「八千代市情報公開審査会」を「八千代市情報公開

・個人情報保護審査会」に改める。

第 3.章第2.節及び第 3節を削る。

第31条を第22条とし,第32条から第37条までを9条ずつ繰り上げ
、

る。

附,則(令和4.年条例第 2 8 号)抄

(施行期日)

第 1条、この条例は广令和5年4河 1日から施行する。

6
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0八千代市情報公開・個人情報保護審査会条例施行規則

(趣旨)

第1条この規則は,八千代市情報公開・個人情報保護審査会条例(令和4年

八千代市条例第24号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。

(会長及び副会長)
、

第2条八千代市情報公開・個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)

に会長及び副会長を置き,委員の互選により定める。

2 会長は,会務を総理し,審査会を代表する。

3 副会長は,会長を補佐し,会長に事故があるとき,又は会長が欠けたとき

は,その職務を代理する。

(会議)

第3条審査会の会議(以下「会議」という。)は,会長が招集し会長が会

議の議長となる。

2 会議は,委員の半数以上の出席なけれぱ開くことができない。

3 会議の議事は,出席した委員の過半数で決し,可否同数のときは,議長の

決するところによる。

(手続の併合又は分自働

第4条審査会は,必要があると認めるときは,数個の審査請求に係る事件の
、

手続を併合し,又は併合された数個の審査請求に係る事件の手続を分籬する

ことができる。

2 審査会は,前項の規定により,審査請求に係る事件の手続を併合し,又は

分雛したときは,審査請求人,参加人及び諮問庁にその旨を通知しなけれぱ

ならない。

(諮問庁の申出)

第5条諮問庁は,公文書に記録されている情報又は保有個人情報に含まれて

いる情報がその取扱いにっいて特別の配慮を必要とするものであるときは,

令和5年2月14日規則第5号

7
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審査会に対し,その旨を申.し出ることができる。

2 審査会は,前項の規定による申出を受けた場合に船いて,条例第5条第 1

項の規定により当該公文書に記録されている情報又は当該保有個人情報の提

示を求めようとするときは,当該諮問庁の意見を聴かなければならない。

(庶務)

第6条審査会の庶務は,総務部法務課において処理する。

(公印)

第7条会長の公印の名称,書体,ひな型,寸法,個数,用途及び管守者は,

次の表のと船りとする。

L

~L

名称

八千代市

情報公開

・個人情

報保護審

査会会長

之印

書体

古印体

ひな型

2 前項に規定する公印の取扱いについては,八千代市公印規則(昭和48年

ハ.千代市規則第2 5 号)の例による。

(補則)

第8条この規則に定めるもののほか,審査会の運営に関し必要な事項は,会

長が審査会に諮って定める。

附則

仙桓行期日)

1 この規則は,令和 5年4月1日から施行する。

(会議の招集の特伊D

2 第2条第1項の規定により互選される前に招集される会議は,第3条第1

項の規定にかかわらず,市長が招集する。

八千代市情報

公開・個人情

報保護審査会

会長之印

ーコ

寸法

、

個数

2 1

用途

ノレ

管寸者
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第1 趣旨

この要領は,別に定めがある場合のほか,八千代市情報公開・個人情帳保護

審査会条例(令和4年八千代市条例第24号。以下「条例」という。)及び八

千代市情報公開・個人情報保護審査会条例施行規則(令和5年八千代市規則第
5号,。以下「施行規則」という。)に定めるもののほか,八千代市情報公開.

個人情報保護審査会(以下「審査会」という。)に関する事務の取扱いにっい
て必要な事項を定めるものとする。

第2 情報公開・個人情幸尉呆護審査会事務の窓口の設置等

1 情報公開・個人情報保護審査会事務の窓口

条例第2条第2号に規定する公文書又は同条第3号に規定する保有個人
情報(以下「公文書等」という。)の開示決定等に対する審査請求に係る
審査手続は以下のとおりとし,この審査手続の担当窓口(以下「総合窓
ロ」という。)は,総務部法務課情報公開班とする。なお,条例第2条第

、

1号ウに規定する諮問庁に審査請求があった場合の総合窓口は,議会事務

局庶務課とし,その取扱いにっいては,別途定める。また,審査請求に対
する諮問及び終結の通知は,原則として総務部総務課(以下「審査担当

課」'という。)'となり,所管課が総務課である事案にっいては総務部長が
指定する所属が行,うものとする。

2 情報公開'個人情報保護審査会に係る事務の分掌

(1)総合窓口で行う事務

審査会の庶務に関すること。

(2)所管課で行う事務

ア審査請求の対象となった公文書等の写しの提出に関すること。

イアのほか,審査会の調査権限に基づき,開示決定等に係る公文書等

に記録され,又は含まれている情報の内容を審査会の指定する方法に
より提出すること。

ウ審査会の行う意見聴取に岱じること。

(幻審査担当課・で行う事務

ア審査請求事案の審査会への諮問に関すること。

イ審査請求に係る事件の手続の併合又は分籬に関すること。

ウ審理手続の終結の通知に関するとと。

第3 審査請求書の提出があった場合の取扱い

1 審査会への諮問

(1)審査担当課は,審査請求を却下する場合及び審査請求の全部を認容
し,当該審査請求に係る公文書等の全部を開示するとととする場合(当
該公文書等の開示にっいて反対意見書が提出されているときを除く。)

八千代市情報公開・個人情報保護審査会事務取扱要領
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を除き,.総合窓口と.協議の上,次に掲げる審査請求の内容に応じ,当該

洛号に定める諮間書を作成して,審査会に諮問する。

ア公文書の開示請求に対する部分開示又は木開示の決定に対・する審査

請求'第1号様式

イ保有個人情報の開示請求に対する部分開示又は不開示の決定に対す

る審査詰求第2号様式

ウ保有個人情報の訂正請・求に対する不訂正決定に対する審査請求第

3号様式

工保有個人情報の利用停止請求に対する不利用停止.の決定に対す、る審

査請求第4号様式

オ公文書の開示請求に係る不作為に対する審査請求第5号様式

力保有個人情報の開示請求,訂正請求又は利用停止請求に係る不作為

に対する審査請求第6号様式

(2)審査,担当課.は,審査会.に諮問するに当たり,'前号に掲げる諮問書のほ
J

かにi 次に掲げる書類の写し・を,添えて提出.するものとする。

ア,・当該諮問に係る、請求書(公文書開示請求書,.保有個人情報開示請求

書,保有個人情報訂正請求書又は保有個人情報利用停止請求書)1

イ"アの請求書に記載の内容に対tる決定をした場合は,その決定内容

を記載した通知書

ウ'審査請求書

工弁明書

オ反論書等

力その他必要な書類

2 諮問後に審査請求が取り下げられた場合の取扱い

審査担当課は,審査請求人より諮問に係る審査請求の取下げがあった場

、合は,提出された審査請求取下げ書(情報公開に係る審査請求にあうては

八千代市情報公開事務取扱要領第7号様式又は任意の様式,個人情報保護

に係る審査請求にあっては八千代市個人情報保護関係事務取扱要領第7号

様式又は任意の様式)の写しを添えて,速やかに審査会へその旨を書面に

て通知する。

3 諮問をした旨の通知

審査担当課は,審査会に諮問後,'情報公開に係る審査請求にあっては八

千代市情報公開条例第20条各号に掲げる審査請求人等,に対し諮問通知書

(第7号様式)を用いて,個人情報保護に係る審査請・求にあっては個人情

報の保護に関する法律第105条第2項各号に掲げる審査請求人等に対し

諮問通知書(第8号様式)を用いて,審査会へ諮問をした旨を通知する,。

4 審査会への公文書等の提示.(インカメラ審理への対応)

審査担当課又は所管課は,条例第5条第1項の規定により.,審査会から

審査請求のあった公文書等の提示を求められたときは,当該公文書等を直
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接審査会に提示するものとする。ただし,審査会の了承を得て,当該公文

書等の写しをもって提示tることもできる。

5 審査会への資料の提出(ヴォーン・インデックス)

審査担当課又は所管課は,条例第5条第3項の規定により,審査会か,ら

審査請求のあった開示決定等に係る公文書等に記録されてぃる情報の内容
を分類又は整理した資料の請求があったときは,当該資料を作成し,審査
会へ提出するものとする。

6 陳述等の依頼

審査会は,審査請求に係る事項にっいて,条例第5条第4項に規定する
審査請求人等に意見書又は資料の提出を求め,適当と認める者にその知っ

ている事実を陳述させ,その他必要な調査をする場合は,とれら調査等の

相手方に対し,書面で,諮問事件,調査方法等を通知するものとする。

7 手続の併合又は分酢をした旨の通知

審査担当課は,施行規則第4条第2項に規定する審査請求に係る事件の
手続の併合又は分離をした場合には,審査請求人,参加人及び諮問庁へそ
の旨を書面にて通知する。

8 審理手続の終結

審査担当課は,審理手続を終結したときは,速やかに,審査請求人及び

参加人に審理手続を終結した旨を通知する。・(行政不服審査法第9条第3
項の規定により読み替えて適用する同法第41条第3項の規定による通
知)

、

附則

この要領は,令和5年4月.1日から施行する。

.
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＼

第1号様式」

八千代市情報公開・個人情報保護審査会会長様

諮問書

八千代市情報公開条例第11条第項の規定に基づく開示決定等に対して.男1」紙のと

おり,審.査請求がありましたので,同条例第19条の2の規定により諮問します。

4

第

(諮問庁)

年月

回
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(別紙)

1 審査請求に係る公文書

の名称

2 審査請求に係る開示決

定等

(開示決定等の種類)

口部分開示決定

(該当不開示条項)

口不開示決定

(該当不開示条項)

3 審査請求

( 1 )

( 2 )

開示決定等の日付及び記号番号

開示決定等をした者

開示決定等の概要

4

( 3 )

諮問の理由

5 参加人等

6

( 1 )

添付書類等

( 2 )

審査請求日

審査請求人

審査請求の趣旨( 3 )

7 諮問庁担当課,担当者名

電話番号, FAX番号,

メーノレアドレス,住所等

(注1) 2の「(開示決定等の種類)」については,該当する開示決定等の口をチェック
すること。また,該当する不開示条項等(条例第7条各号,第11条第2項又は
文書不存在)を記載するとと。

(注2) 4の「諮問の理由」にっいては,例えば,「原処分維持が適当と考えるため。」,
「全部開示とすることが適当と考えるが,第三者の反対意見書が提出されてぃる
ため。」なぞ,諮闇を必要とする理由を簡潔に記述すること。

(注3) 6の⑥の「その他参考資料」とは,例えば,第三者から反対意見書が提出され
ている場合の当該反対意見書や,条例第12条第2項又は第13条の規定に基づ
く開示決定等の期限に係る通知の写し等である。

公文書開示請求書(写し)

公文書開示決定等通知書(写し)

審査請求書(写し)

理由説明書

開示の実施を行った公文書(写し)

その他参考資料
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第2号様式

八千代市情報公開・個人情報保護審査会会長様

諮間書
L

個人情報の保護に関する法律第82条第項の規定に基づく開示決定等に対して,別
紙のとおり,審査請求がありましたので,同法第105条第1項の規定により諮問しま
す。

第

(諮問庁)

年月

6

回

議題 1 -110
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拐1俳勵

1 審査請求に係る保有個

人情報の名称等

2 審査請求に係る開示決

定等

(開示決定等の種類)

口部分開示決定

(該当不開示条項)

口不開示決定

(該当不開示条項)

3 審査請求

( 1 )

( 2 )

開示決定等の日付及び記号番号

開示決定等をした者

4

(3)開示決定等の概要

諮問の理由

5 参加人等

6

( 1 )

添付書類等

1 1 1

審査請求日

審査請求人

審査請求の趣旨

7 諮問庁担当課,担当者名

電話番号, FAX番号,
メールアドレス,住所等

①

②

③

④

⑤

保有個人情報開示請求書(写し)

保有個人情報開示決定等通知書(写し)

審査請求書(写し)

理由説明書

開示の実施を行った保有個人情報が記載された公
文書.(写し)

⑥その他参考資料

(注1) 2の「(開示決定等の種類)」については,該当する開示決定等の口をチェ,ツク
すること。また,該当する不開示条項等(法第78条第1項各号,第81条又は
文書不存在)を記載すること。

(注2) 4の「諮問の理由」にっいては,例えぱ,「原処分維持が適当と考えるため。」,
「全部開示とすることが適当と考えるが,第三者の反対意見書が提出されてぃる
ため。」など,諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。

(注3) 6の⑥の「その他参考資料」とは,例えば,第三者から反対意見書が提出され
ている場合の当該反対意見書や,法第83条第2項又は第84条の規定に基づく
開示決定等の期限に係る通知の写し等である。
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第3号様式

八千代市情報公開・個人情報保護審査会会長様

諮問書

個人情報の保護に関する法律第93条の規定に基づく訂正決定等に対して,別紙のと

おり,審査請求がありましたので,同法第105条第1項の規定により諮問します。

第

(諮問庁)

年剣

回

議題 1 -112

8
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偶嚇助

1 審査請求に係る保有個

人情報の名称等

2 審査請求に係る訂正決

定等

(訂正決定等の種類)

不訂正決定

3 審査請求

4

訂正決定等の日付及び記号番号

訂正決定等をした者

訂正決定等の概要

諮闇の理由

5 参加人等

6

1 13

添付書類等

審査請求日

審査請求人

審査請求の趣旨

7 諮間庁担当課,担当者名

電話番号, FAX番号,

メーノレアドレス,住所等

(注1) 4の「諮問の理由」については,例えば,「原処分維持が適当と考えるため。」
など,諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。

(注2) 6の⑤の「その他参考資料」とは,例えば,保有個人倩報訂正請求の対象とな

つた保有個人情報が記録された公文書の写し,個人情報の保護に関する法律第9
4条第2項又は第95条の規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知の写し等

・である。

なお,審査請求人から訂正請求の趣旨・理由を根拠付ける資料が提出されてぃ
る場合には,当該根拠資料を添付する。

r"

保有個人情報訂正請求書(写し)

保有個人情報訂正決定等通知書(写し)

審査請求書(写し)

理由説明書

その他参考資料
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第4号様式

八千代市佶報公開・個人情報保護審査会会長様

諮問書

個人情報の保護に関する法律第101条の規定に基づく利用停止決定等に対して,別
紙のとおり,審査請求があり・ましたので,同法第105条第1項の規定により諮問しま
司、。

第

信客問庁)

年月

回

し

議題1 114

10

号
日



偶嚇勵

1 審査請求に係る保有個

人情報の名称等

2 審査請求に係る利用停

止決定等

(利用停止決定等の種類)

不利用停止決定

'

3 審査請求

4

利用停止決定等の日付及び記号番号

利用停止決定等をした者

利用停止決定等の概要

諮問の理由

5 参加人等

6

115

添付書類等

審査請求口

審査請求人

審査請求の趣旨

7 諮問庁担当課,担当者名

電話番号, FAX番号,

メヤルアドレス,住所等

(注1) 4の「諮問の理由」については,例えば,「原処分維持が適当と考えるため。」
など,諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。

(注2) 6の⑤の「その他参考資料」とは,例えば,保有個人情机利用停止請求の対象
となうた保有個人情報が記録された公文書の写し,個人情報の保護に関する法律
第102条第2項又は第103条の規定に基づく訂正決定等の期限に係る通知
の写し等である。

な枯,審査請求人から利用停止請求の趣旨・理由を根拠付ける資料が提出され
ている場合には,当該根拠資料を添付する。

保有個人情報利用停止請求書(写し)
保有個人情報利用停止決定等通知書(写し)
審査請求書(写し)

理由説明書

その他参考資料
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第5号様式

八千代市情報公闘・個人情報保護審査会会長様

諮問書

八千代市情報公開条例第5条に基づく開示請求に係る不作為に対して,別紙のとおり,

審査請求がありましたので,同条例第1.9条の2の規定により諮問します。

冒

L

第

r)

(諮問庁)

年月

回

議題1

.

1 16

12

号
日



(別紙)

1 開示請求に係る公文書

の名称

審査請求に係る開示請

補正に要した日数及び

開示決定等の期限
4 審査請求

5

開示決定等の日付及ぴ記号番号

開示請求の宛先

諮問の理由

6 参加人等

7

1 17

添付書類等

審査請求日

審査請求人"・

審査請求の趣旨

8 諮問庁担当課,担当者名

電話番号, FAX番号,

メーノレアドレス,住所等

(注1) 3の「補正に要した日数及び開示決定等の期限」にっいては,補正を求めた場
合には当該補正に要した日数を,八千代市情報公開条例第12条第2項の規定に
よる期間の延長を行った場合には開示決定等の期限を,同条例第13条の規定が
適用された場合には残りの公文書について開示決定等をする期限を,それぞれ記
述すること。

(注2) 5の「諮問の理由」については,例えば,「開示請求から相当の期間(※)が経
過していないと考えるため」など,諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。
(※)行政不服審査法第3条に規定する「相当の期間」を指す。以下同じ。

(注3) 7の③の「理由説明書」に粉いては,例えば,開示請求から相当の期間(※)
が経過していないと考える理由について,八千代市情報公開条例第13条の規定
が適用された場合には,同条を適用した理由,伺条の「相当の期聞」として設定
した期間の妥当性などを具体的に記述すること。

(注4) 7の⑤の「その他参考資料』とは,例えば,第三者から反対意見書が提出され

ている場合の当該反対意見書や,八千代市情報公開条例第12条第2項又は第1
3条の規定に基づく開示決定等の期限に係る通知の写し等である。

公文書開示請求書(写し)

審査請求書(写し)

理由説明書

開示の実施を行った公文書(写し)

その他参考資料
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第6号様式

八千代市情報公開・個人情報保護審査会会長様

諮問書

個人情机の保護に関する法律第76条の規定に基づく關示請求[個人情報の保護に関
する法律第90条の規定に基づく訂正請求,個人情報の保護に関する法律第98条の規
定に基づく利用停止請求]に係る不作為に対して,別紙のとおり,審査請求がありまし
たので,同法第1,05条第1項の規定により諮問します。

第

(諮問庁)

年月

回

1 18

14

、_ノ

号
.
日

1題



(呂嚇勵

1 開示請求[訂正請求,利

用停止諧求]に係る保有

個人情報の名称等
2 審査請求に係る開示請

求[訂正諧求,利用停止請

求]

3、補正に要した日数及び

開示決定等の期限

4 審査請求

5

(1)開示請求[訂正請求,利用停止請求]の日付

及び受付番号

6

諮闇の理由

7

参加人等

添付書類等

(2)開示請求[訂正請求,利用停止請求]の宛先

( 1 )

( 2 )

( 3 )

8 諮問庁担当課,担当者名

電話番号. FAX番号,

メーノレアドレス,住所等

審査請求日

審査請求人

審査請求の趣旨

(注1) 1の「開示請求[訂正請求,利用停止請求]に係る保有個人情報の名称等」に
ういては,.開示請求の場合には当該開示請求に係る保有個人情報の名称を,訂正
請求又は利用停止請求の場合には当該訂正請求又は利用停止請求に係る保有個
人情報の名称を記述すること。

(注2) 3の「補正に要した日数及び關示決定等の期限」については,補正を求めた場
合には当該補正に要した日数を,個人情報の保護に関する法律第83条第2項
[同法第94条第2項,第102条第2項]の規定による期間の延長を行った場
合には開示決定等の期限を,同法第84条の規定が適用された場合には残りの保
有個人情報について開示決定等をする期限[同法第95条又は第103条の規定
が適用された場合には訂正決定等又は利用停止決定等をする期限]を,それぞれ
記述すること。

(注3) 5の「諮問の理由」については,例えば,「開示請求から相当の期間(※)が経
過していないと考えるため」など,諮問を必要とする理由を簡潔に記述すること。
(※)行政不服審査法第3条に規定する「相当の期間」を指,。'以下同じ。

(注4) 7の③の「理由説明書」においては,例えば,開示請求から相当の期間(※)
が経過していないと考える理由について,個人情報の保護に関する法律第84条
の規定が適用された場合には,同条を適用した理由,同条の「相当の期間」とし
て設定した期間の妥当性などを具体的に記述するとと。

(注5) 7の⑤の「その他参考資料」とは,例えぱ,第三者から反対意見書が提出され
ている場合の当該反対意見書や,個人情報の保護に関する法律第83条第2項又
は第84条の規定に基づく開示決定等の期限に係る通知の写し等である。

①保有個人情報開示請求書[訂正請求書,利用停止
請求書](写し)

審査請求書(写し)2

理由説明書3

開示の実施を行った公文書(写し)4

その他参考資料

1 19

巧

1題
、
、
、
峨



第7号様式

回(諮問.庁)

年阿日付けの開示決定等に対する審査請求については,八千代市情報公開

条例第19.条の2の規定により,八千代市情報公開・個人情報保護審査会に諮問したので,
同条例第20条の規定により通知します。

審 査

開示決定等に係る審査

請求の対象と,なった公

文書の名称等

諮 問

様

通 知 書

公文書の名称

決定内容

審査請求の内容

月

諮問をした.日

担 当

議題 1 -120

等
担当課

電話番号(

年 月 日

16

内線

号
日

第
年

/
L

会

課



第8号様式

回(諮問庁)

日付けの開示決定等に対する審査請求にっいては,個人情報の保護に年月

関する法律第105第1項の規定により,八千代市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し

たので,同条第2項の規定により通知します。

審 査 諮

保有個人情報を記録す

る公文書等の件名

問

様

通 知

決

書

定内容

審査請求の内容

"1、

月

諮問をした日

担 当 課 等
担当課

電話番号(

年 月 日

内線

17

議題 1 -121

号
日

第
年

会



八千代市長が保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針

1 意義

この指針は,個人情報の保護に関する法律(平成15年法律第57号。以下「法」

という。).第66第1項の規定に基づき,市長が保有する個人情報(特定個人倩報を

除く。以下同じ。)の安全管理のために必要かっ適切な措置を講ずるため,必要な事

項を定めるものとする。

2 管理体制

①個人情報の保護に関する管理体制を明らかにするため,次の各号に掲げる者を置

き,その業務は,当該各号に定めるところによるものとする。

ア個人情報総括保護管理者個人情報保護についての総括的管理を行うものと

し,総務部長をもって充てる。

イ個人情報保護管理者所管部等に松ける個人情報の適正な管理を行うものと

し,業務主管部長等をもって充てる。

ウ個人情綴保護責任者所管課等における個人情報の適正な管理を行うととも

に,個人情報の保護に関し,所属職員を指揮監督するものとし,業務主管課長等

をも0て充てる。

工個人情報保護担当者個人情報保護責任者(以下「保護責任者」という。)を補

佐し,各課室等に給ける保有個人情報の管理に関する事務を担当するものとし,

保護責任者が指定する者をもって充てる。

②保有個人情報の適切な管理のための委員会

個人情報総括保護管理者(以下「総括保護管理者」という。)は,保有個人情報

の管理に係る重要事項の決定,連絡・調整等を行うため必要があると認めるときは,

関係職員を構成員とする委員会を設け,定期に又は随時に開催する。

3 教育研修

住)総括保護管理者は,保有個人情報の取扱いに従事する職員(派遣労働者を含む。

以下同じ。)に対し,保有個人情報の取扱いについて理解を深め,個人情報の保護

に関する意識の高揚を図るための啓発その他必要な教育研修を行う。

②総括保護管理者は,保有個人情報を取り扱う情報システムの管理に関する事務に

従事する職員に対し,保有個人情報の適切な管理のために,情報システムの管理,

運用及びセキュリティ対策に関して必要な教育研修を行う。

③総括保護管理者は,個人情報保護管理者(以下「保護管理者」という。),保護責

任者及び個人情報保護担当者(以下「保護担当者」という。)に対し,課室等の現場

における保有個人情報の適句な管理のための教育研修を定期的に実施する。

1231題
、
、
、
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④保護責任者は,当該課室等の職員に対し,保有個人情報の適切な管理のために,

総括保護管理者の実施する教育研修への参加の機会を付与する等の必要な措置を

講ずる。

4 職員の責務

職員は,法の趣旨にの.つとり,関連する法令及び規程等の定め並びに総括保護管理

者,保護管理者,保護責任者及び保護担当者の指示に従い,保有個人情報を取り扱わ

なければならない。

5 保有個人情報の取扱い

①アクセス制限

①保護責任者は,保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて,当該保有個人情報

にアクセスする権限を有する職員の範囲と権限の内容を,当該職員が業務を行う

上で必要最小限の範囲に限る。

②アクセス権限を有しない職員は,保有個人情報にアクセスしてはならない。

③"職員は,,アク,,セス権限を有す、る場合であっても,業務上の目的以外の目的で保

有個人情報にアクセスして.はならず,アク.セスは必要最小限としなけれぱならな

し、

②複製等の制限

職員が業務上の到的で保有個人情報を取り扱う場合であっても,保護責任者は,

次の行為にっいては,当該保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて,当該行為を

行うことができる場合を必要最小限に限定し,職員は,保護責任者の指示に従い行

つ。

①保有個人情報の複製

②保有個人情報の送信

③保有個人情報が記録されている媒体の外部への送付又は持ち出し

④その他保有個人情報の適切な管理に支障を及ぼす船それのある行為

③誤りの訂正等

職員は,保有個人情報の内容に誤り等を発見した場合には,保護責任者の指示に

従い,訂正等を行う。

④媒体の管理等

職員は,保護責任者の指示に従い,保有個人情報が記録されている媒体を定めら

れた場所に保管するとともに,必要があると認めるときは,八千代市情報セキュリ

ティポリシー(以下「セキュリティポリシー」'という。)の規定によ・り,耐火金庫

への保管,施錠等を行う。また,.保有個人情報が記録されている媒体を外部へ送付

し又は保護責任者の許可を得て持ち出す場合には,原則として,パスワード等(パ

124
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スワード,1C力ード,生体情報等をいう。以下同じ。)を使用して権限を識別す

る機能(以下「認証機能」という。)を設定する等のアクセス制御のために必要な

措置を講ずる。

⑤誤送付等の防止

職員は,保有個人情報を含む電磁的記録又は媒体の誤送信・誤送付,誤交付,又

はウェブサイト等への誤掲載を防止するため,個別の事務・事業に船いて取り扱う

個人情報の秘匿性等その内容に応じ,複数の職員による確認やチェックリストの活

用等の必要な措置を講ずる。

⑥廃棄等

職員は,保有個人情報又は保有個人情報が記録されてぃる媒体(端末及びサーバ

に内蔵されているものを含む。)が不要となった場合には,保護責任者の許可を得

て,セキュリティポリシーの例により,当該保有個人情報の復元又は判読が不可能

な方法によって当該情報の消去又は当該媒体の廃棄を行う。

特に,保有個人情報の消去や保有個人情報が記録されている媒体の廃棄を委託す

る場合(二以上の段階にわたる委託を含む。)には,必要に応じて職員が消去及び

廃棄に立ち会い,又は写真等を付した消去及び廃棄を証明する書類を受け取るなど,

委託先に羚いて消去及び廃棄が確実に行われていることを確認する。

⑦保有個人情報の取扱状況の記録

保護責任者は,保有個人情報の秘匿性等その内容に応じて,台帳等を整備して,

当該保有個人情報の利用及び保管等の取扱いの状況にっいて記録する。
⑧外的環境の把握

保有個人情報が,外国に船いて取り扱われる場合,当該外国の個人情報の保護に

関する制度等を把握した上で,保有個人情報の安全管理のために必要かっ適切な措
置を講じなけれぱならない。

6 情報システムにおける安全の確保等

炊の各号に掲げる事項についての情報システムにおける安全の確保等に関する必

要な措置は,セキュリティポリシーの例による。

①アクセス制御

②アクセス記録

③アクセス状況の監視

④管理権限の設定

⑤外部からの不正アクセスの防止

⑥不正プログラムによる漏えい等の防止

⑦情報システムにおける保有個人情報の処理

⑧暗号化

、

3 イ
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、

⑨記録機能を有する機器,'媒体の接続制限

⑩"端末の限定

⑪端末の盗難防止等

⑫第三者の閲覧防止

⑬入力情報の照合等

⑭バック.アップ

⑮情報システム設計書等の管理

7 情報システム室等の安全管理

炊の各号に掲げる事項についての情報シス.テム室等の安全管理に関する必要な措

置は,,セキュリティポリシー及び八千代市サーバ室等運用管理設置要領の例に、よる。
住)・入退管理

②情報システム室等の管理

8 保有個入情報の提供

ω'保護管理者は,法第69条第2項第3号及び第4号の規定に基づき市長以外の者

に保有個人情報を提供する場合には,.法第70,条,の・規定.に基づき,原則として,提

供先における利用目的,利用する業務の根拠法令,利用する記録範囲及び記録項目,

利用形態等について提供先との間で書.面(電磁的記録を含む。.)を取り交わす。

②保護管理者は,法第69条第.2項第3号及ぴ第4号の規定に基づき市長以外の者

に保有個人情報を提供する場合には,'法第70条の規定に基づき,.安全確保の措置
を要求するとともに,.必要があると認めるときは,提供前又は随時に実地の調査等

を行い,措置状況を確認してその結果を記録するとともに,改善要求等の措置を講

ずる。

9 個人情報の取扱いの委託

①業務の委.託等

個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託(契約の形態・種類を問わず,市の機

関が他の者に個人情報の取扱いを行わせることをいう。)する場合には,個人情報

の適切な管理を行う能力を有しない者を選定するととがないよう,_必要な措置を講
、

ずる。

また,契約書に,次の事項を明記するとともに,委託先に船ける責任者及び業務

従事者の管理体制及び実施体制,個人情報の管理の状況についての検査に関する事

項等の必要な事項について書面で確認する。

①個人情報に関する秘密保持,利用目的以外の男的のための利用の禁止等の義務

②再委託(再委託先が委託先の子会社(会社法(平成17年法律第86号)第2

4
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条第1項第3号に規定する子会社をいう。)である場合も含む。)の制限又は事前

承認等再委託に係る条件に関する事項

③個人情報の複製等の制限に関する事項

④個人情報の安全管理措置に関する事項

⑤個人情報の漏えい等の事案の発生時に粘ける対応に関する事項

⑥委託終了時に船ける個人情報の消去及ぴ媒体の返却に関する事項

⑦法令及ぴ契約に違反した場合における契約解除,損害賠償責任その他必要な事

項

⑧契約内容の遵守状況についての定期的報告に関する事項及び委託先における

委託された個人情報の取扱状況を把握するための監査等に関する事項(再委託先

の監査等に関する事項を含む。)

②保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託tる場合には,取扱いを委託する

個人情報の範囲は,委託する業務内容に照らして必要最小限でなければならない。

③保有個人情報の取扱いに係る業務を外部に委託する場合には,委託する業務に係

る保有個人情報の秘匿性等その内容やその量等を考慮し,必要に応じて,作業の管

理体制及び実施体制や個人情報の管理の状況について,原則として実地検査により

確認する。

④委託先において,保有個人情報の取扱いに係る業務が再委託される場合には,委

託先に上記a)の措置を講じさせるとともに,再委託される業務に係る保有個人情報

の秘匿性等その内容に応じて,委託先を通じてヌは委託元自らが上記③の措置を実

施する。保有個人情報の取扱いに係る業務にっいて再委託先が再々委託を行う場合
以降も同様とする。

⑤保有個人情穀の取扱いに係る業務を派造労働者によって行わせる場合には,労働

者派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記する。

⑥保有個人情報を提供し,又は業務委託する場会には,漏えい等による被害発生の

リスクを低減する観点から,提供先の利用目的,委託する業務の内容,保有個人情

報の秘匿性等その内容などを考慮し,必要に応じ,特定の個人を識別することがで

きる記載の全部又は一部を削除し,又は別の記号等に置き換える等の措置を講ずる。

、
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10 サイバーセキュリティの確保

①サイバーセキュリティに関する対策の基準等

個人情報を取り扱い,又は情報システムを構築し,若しくは利用するに当たって

は,取り扱う保有個人情報の性質等に照らして,セキュリティポリシーに規定する

情級セキュリティ対策基準を遵守するものとする。

5
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11

①

安全管理上の問題への対応

保有個人情報の漏えい等安全管理の上で間題となる事案又は問題となる事案の

発生のおそれを認識した場合の対応は,セキュリティボリシーに定める情報セキュ

リティインシデントの殺告の例により行うとともに,②から⑦までに定、める対応を

併せて行う,ものとする。

②保護責任者は,"被害の拡大防止又は復旧.等のため.に必要な措置を速やかに講ずる。

ただし.外部からの不正アクセスや不正プログラムの感染が疑われる当該端米等の

LANケーブルを抜くなど,被害拡大防止のため直ちに行い得る措置については,

直ちに行う U幟員に行わせることを含む。)ものとする。

侶)保護責任者ば'事案の発生した経緯,被害状況等を調査し,保護管理者に報告し,

報告を受けた保護管理者は,総括保護管理者に報告する。ただし,特に重大と認め

る事案が発生した場合には,直ちに総括保護管理者に当該事案の内容等について報

告する。

④総括保護管理者は,上記③による報告を受けた場合には,事案の内容等に応じて,

当該事案の内容i・経緯,被害状況等を市長に速やかに報告する。

⑤保護責任者はゞセキュリティポリシーに基づ.き定められた再発防止策の実施に必

要な措置を講ずる。

⑥漏えい等が生じた場合であって法第.6.8条第1項の規定による個人情報保護委

員会(以下「委員会」という。)'への報告及び伺条第2項の規定による本人への通

知を要する場合には,上記杠)から⑤までと並行して,速やかに所定の手続を行うと

ともに,委員会による事案の把握等に協力する。

⑦法第68条第1項の規定による委員会への報告及び同条第2項の規定による本

人への通知を要しない場合であっても,事案の内容,影響等に応じて,事実関係及

び再発防止策の公表,当該事案に係る保有個人情報の本人への連絡等の措置を講ず

る。

市民等の不安を招きかねない事案(例えぱ,公表を行う漏えい等が発生したとき,

個人情報保護に係る内部規程に対する違反があったとき,委託先において個人情報

の適切な管理に関する契約条項等に対する違反があったとき等)については,当該

事案の内容,経緯,被害状況等について,速やかに委員会へ倩報提供を行うものと
/

司、る。

ノ

0

ー〆

12 監査及び点検の実施

①監査責任者

監査責任者を一人置くこととし,総務部長をもって充てる。ただし,総務部に対

して監査を実施tる場合は,総務部以外の部長の中から総括保護管理者が指定した

者がその任に当たる。

128

6
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②監査

監査責任者は,保有個人情報の適切な管理を検証するため,上記2 (管理体卸D

から上記11(安全管理上の問題への対応)までに記載する措置の状況を含む保有

個人情報の管理の状況にっいて,定期及び必要に応じ随時に監査を行い,その結果

を市長に報告する。

③点検

保護責任者は,各課室等における保有個人情報の記録媒体,処理経路,保管方法

等について,定期及び必要に応じ随時に点検を行い,必要があると認めるときは,

その結果を保護管理者及び総括保護管理者に報告する。

④評価及び見直し

総括保護管理者,保護管理者等は,監査又は点検の結果等を踏まえ,実効性等の

観点から保有個人情報の適切な管理のための措置にっいて評価し,必要があると認

めるときは,その見直し等の措置を講ずる。

ぐ

、

ず

.

7
'1
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部署名

案件名

NO

1

個人情報の取扱いの委託に係るチェックリスト(個別票)

当該委託において,特定個人情報を取り扱いますか。

契約書に次の事項を明記,又は別記「特定個人情報を含む個人情報の取扱いに関する事

項」を添付Lていますか。

①秘密保持義務並びに特定個人情報の事業所内からの持ち出し及び自的外利用の禁止に

関する事項

②再委託における条件に関する事項

③漏えい等の事案の発生時の委託先の責任に関する事項

④委託終了後の特定個人情報の返却又は廃棄に関する事項

⑤特定個人情報を取り扱う従業者の明確化及び従業者に対する監督・教育

⑥契約内容の遵守状況の報告に閔する事項

⑦必要があると認める場合の委託先に対する実地の監査,調査等に関する事項

⑧法令及び契約に違反した場合における契約解除,損害賠償責任その他必要な事項

2

項

契約書に次の事項を明記,又は別記「個人情報の取扱いに関する事項」を添付していま

すか。

①個人情報に関する秘密保持,利用目的以外の目的のための利用の禁止等の義務

②再委託(再委託先が委託先の子会社(会社法(平成17年法律第86号)第2条第1

項第3号に規定する子会社をいう。)である場合も含む。)の制限又は事前承認等再委
託に係る条件に関する事項

③個人情報の複製等の制限に関する事項

④個人情報の安全管理措置に関する事項

⑤個人情報の漏えい等の事案の発生時における対応に関する事項

⑥委託終了時における個人情報の消去及び媒体の返却に関する事項

⑦法令及び契約に違反した場合における契約解除,損害賠償責任その他必要な事項

⑧契約内容の遵守状況にっいての定期的報告に関する事項及び委託先における委託され

た個人情報の取扱状況を把握するための監査等に関する事項(再委託先の監査等に関す
る事項を含む。)

目

3

整理番号

チェック欄

口はい

口L、L、え

備

口はい

4

゛N02へ

⇔N03へ

個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合は,契約書に秘密保持

義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記していますか。

考

5

口はい

取扱いを委託する個人情報の範囲は,委託する業務内容に照らして必要晟小限ですか。

漏えい等による被害発生のりスクを低減する観点から,提供先の利用目的,委託する業

務の内容,保有個人情報の秘匿性等その内容などを考慮し,必聾に応じ,特定の個人を識

別することができる記載の全部又は一部を削除し,又は別の記号等に置き換える等の措置

を講じてください。

6

NO.1が

「はい」の

場合のみ

7
契約後,委託先における責任者及び業務従事者の管理体制及び実施体制,個人情報の管

理の状況についての検査に関する事項等の必要な事項について書面で確認してください。

※このチェックリストは,

作成するものです。

131

口はい

NO.1が

「いいえ」

の場合のみ

「八千代市長が保有する個人情報の適切な管理のための措置に関する指針」等に基づいて

口はい

口該当なし

口はい

口はい

1題嘗



八千代市長 服 竒" 友 則

個人倩報の保護に関する法律の改正に伴う法施行条例の制定等に

ついて(答申)

様

令和 4年5 同 2日付け法第 3 0号にて諮問のあった件について,別紙 1のと

おり答卵します。

なお,諮問に付髄する意見として,別紙 2 のとおり付言します.。

八千代市個人情鞁保護制度運営審議会

会長伊藤義

法第

令和 4

133

0

8阿

6

1 6 日

、

、千代棚固
情報保き

紗浩

議題1

問
乃1

 
年



別紙1

①法施行条例の制定について

ア(ア)開示請求における手数料

地方公共団体に対し開示請求をする場

合については,手数料額を当該地方公共団

体の条例で定めることとしている。

本市においては,従来から手数料を徴収

しておらず,写しの交付に係るコピー代等

を請求者の実費負担としていたため,当該

運用を維持する。

項 目

(イ)行政機関等匿名加工情報の利用に関

する契約における手数料

地方公共団体と行政機関等匿名加工情

報の利用に関する契約を結ぶ場合につい

ては,手数料額を当該地方公共団体の条例

で定めることとしている。

都道府県及び指定都市以外の地方公共

団体については,個人情報の保護に関する

法律の改正(以下・「改正法」という。)の

附則第7条の規定により,行政機関等匿名

加工情報の提案募集の実施が任意とされ

ており今後,都道府県及び指定都市の行,

政機関等匿名加工情報の提供実績等を見

極めつつ慎重に進めることが適切と考え

られることから,法施行条例の制定時にお

いて行政機関等匿名加工情級の提案募集

の実施をせず,結果として手数料を規定す

ることも併せて見送ることとする。

答

諮問された対応方針案

は適当である。

申

諮問された対応方針案

は適当である。

議題1

イ(ア)

134

条例要配慮個人情級の内容



地域の特性その他の事情に応じて,本人

に対する不当な差別や偏見を生じさせる

おそれがある個人情報として条例で定め

るもの(以下「条例要配慮個人情報」とい

う。)について,各地方公共団体で要配慮

個人情穀として追加することができるよ

うになった。

本市においては,個人情報保護法を引用

し,「要配慮個人情報j を既に定義してぃ

るところ,条例要配慮個人情報について

は,現時点では追加する項目を想定してぃ

ないことから,規定は見送ることとする。

諮問された対応方針案

は適当である。

なお,今後本市における

新たな施策や社会状況の

変化等により,要配慮個人

情報に該当するような情

報を取り扱う必要が出て

くることも考えられるた

め,そのような場合には,

条例要配慮個人情報とし

て定義の追加を検討する

ことを求める。

(イ)個人情報の適正な取扱いを確保する

ため専門的な知見に基づく意見を聴くこ

とが特に必要であると認めるときの審議

会等への諮問

改正法第 129 条において,「地方公共

団体の機関は,条例で定めるところによ

り,第三章第三節の施策を講ずる場合その

他の場合において,個人倩報の適正な取扱

いを確保するため専門的な知見に基づく

意見を聴くことが特に必要であると認め

るときは,審議会その他の合議制の機関に

諮問することができる。」と規定されてぃ

る。

本市においては引き続き,「条例に規定

する必要がある事項」及び「条例に規定す

ることが許容される事項」などの重要な事

項に,ついての諮問等の役割を担ってぃた

だくため,審議会を設置することとする。

゛

135

諮問された対応方針案

は適当である。

なお,対応方針案に係る

運用に関する本審議会の

意見は別紙 2 ①のとおり

である。

2

議題1



(ウ)..開示決定等の期限1.こついて,法の規

定よりも短い期限に設定する旨の規定

改正法において,開示決定等は,開示請

求があった日から30日以内にしなけれ

ばなら.ないこととしてい.るが,地方公共団

体が,条例で定め.るごと.に.より,開示決定等

の期限を 3 Q 日より短くすることが許容

さ.れる。また,開示請求に係る保有個人情

報が著,しく大量であるため,開示請求があ

つた.日'から 6 0日以内にその全てについ

て開.示・決定等をすることにより事務の執

行に著、し.い支障が生ずるおそれがある場

合に特例的に相当の期、限延.長く以下.[特例

延長」という。)する工とができることと

しているが,地方公共団体が条例で定める

ことにより,基準日を60日より短い期間

と.することも許容される。

本市に、おいては,従来から開示決定等の

期限を「開示請求があった日から起算して

1 5日以内」としているところ,従来の開

示決定等の期限を維持する。また,特例延

長の基準日についても,情報公開条例との

整合性を考慮し,「開示請求があった日か

ら起算して 4 5日以内」と同様の期限とす

、

諮問された.対応方針案

は適当である。

②個人情報保護審査会の在り方について

現在,八千代市個人情帳保護条例第27条の

規定により,開示決定等に対する審査請求があ

つた場合の諮問機関として,個人情報保護審査

会を設置'しているが,改正法第 105 条第 3項

る。

議題 1 -136

諮問された対応方針案

は適当である。

3



において,開示決定等に対する審査請求があっ

た場合に,「行政不服審査法第81条第 1項又

は第 2 項の機関」に原則諮問することとされ

、0

本市においては,従来,行政不服審査法第 8

1条第 1項の規定による機関として,行政不服

審査会を設置しているが,開示請求に対する審

査請求の審査の性質,これまでの審査会の関与

の在り方及び実績に照らし,行政不服審査会と

は別に,個人情報保護審査会を行政不服審査法

第 8 1条第 1項の規定による機関として位置

付けることとする。
、

また,'八千代市審議会等の整理統合及び運営

等に関する指針に基づき,審査会の合理的,効

率的な運営の観点から,個人情報保護審査会と

情報公開審査会を統合することとする。

その他

本人の数が 1,0 0 0 人未満の個人情報ファ

イル簿の作成及び個人情報保護委員会への事

前通知の対象外になることについて

議題 1 -137

改正法第75条第1項

の規定により作成が義務

付けられている個人情報

ファイル簿(以下「ファイ

ル簿」という。)のうち,本

人の数が1,000人未満

のファイルは,作成及び公

表の対象外となっている。

現行条例における個人

情報取扱事務登録縛(以下

「登録簿」という。)におい

ては,各事務の対象人数が

1,0 0 0 人未満の事務が

4



Y

約 7 割であるとのことか

ら,フブイル簿に移行する

と,その'大半が作成及び公

表の対象外となる可能性

がある。

また,改正法第 74 条第

1項の事前通知も対象外

となっており,しかも,フ,,

アイル簿は登録簿とは異

なりあらかじめ作成しな

いことから,個人情級の取

扱いに関する透明性の確

保の観点から懸念がある。

以上のことから,個人情

報を取り扱う全ての事務

を対象とし,かつ,事前公

表される登録簿の作成に

ついて法施行条例に規定

することを.求める。

5

議題 1 -138



別紙2

①審議会の在り方にっいて

本審議会は,個人情報保護条例に基づき,これまで主に要配慮個人情報

の収集等制限及びオソライン結合の制限に係る諮問に応じた調査審議を

行ってきたが,国によると今回の改正法により,来年の改正法の施行後は

本審議会によるこれらの事項の調査審議が許容されないこととされてぃ

る 0

しかし,改正法の施行後はこれまで行われてきた個人情報保護制度に係

る運用状況の報告などについても行われないと,審議会が担ってきたチェ

ツク機能が失われるおそれがある。

ついては,審議会が市の個人情報保護制度に対,して,法で許容される範

囲内でチェツク機能を果たせるよう,その在り方にっいては,審議会で引

き続き検討するものとする

②委託における安全管理措置にっいて

改正法の施行後においては,個人情粗の取扱いの委託を受けた者、地方

公共団体の機関と同様の安全管理措豊が求められることとなる。

昨今,他の地方公共団体において,委託した業者が全市民の個人情報が

入った U S B メモリを紛失したと'いう事件があった。当該事件は,ルール

が作られていてもそれが守られなかったために起きた事件であっ.たこと

から,委託する場合の安全管理措置に係る指針等を整備することはもちろ

ん,当該指針等に基づいた取扱いが行われているかをチェックする体制を

市においても構築することを検討されたい。

0

1391題
、
、
、
峨

、ノ



個人情報保護制度の運用状況について律&告)

議題2



①個人情報取扱事務の登録状況(令和3・4年度)

市

議会

の

市長

機

教育委員会

選挙管理委員会

関

監査委員

令和2

農業委員会

固定資産評価審査委員会

総数

消防長

事業管理者

計

新規

3

468

和

廃止

98

3

12

14

総数

5

令

3

新規

38

3

30

479

和

652

103

廃止

4

12

24

20

1

総数

8

28

3

38

7

3

31

475

669

104

12

32

3

38

35

肌

663

,

三義題2

令



②自己情報開示請求の処理状況(令和3年度)

の

議会

機

市長

教育委員会

関

選挙管理委員会

実

人数

監査委員

農業委員会

請求

件数,

固定資産評価審査委員会

消防長

事業管理者

28

取下げ

※ 1件の請求が複数の部署にま元がる場合や請求に対ずる決定内容が異なる場合があるため, 請求件数と処理状況の件数

は一致しない場合があります。

31

1

処

全部開示

・十

1

3

③自己情報開示請求の処理状況(令和4年度)

部分開示

7

理

19

36

7

イ

市

不開示

1

39

の

10

議会

状

不開示

(存否応答拒

否)

機

市長

3

1

教育委員会

関

5

選挙管理委員会

実

人数

不開、示

(不存在)

監査委員

r

24

況

農業委員会

請求

件数

2

固定資産評価審査委員会

開示決定件数

(敢下げを除く)

消防長

13

事業管理者

18

取下げ

2

※ 1件の請求が複数の部署にまたがる場合や請求に対する決定内容が異なる場合があるため,請求件数と処理状況の件数

は一致しない場合があります。

22

処

0

全部開示

計

31

0

部分開示

理

1

20

玲

2

1

不開示

24

、

ノ

12

状

7

不開示

(存否応答

拒否)

39

1

議題2

不開示

(不存在)

14

況

1

開示決定件数

(取下げを除く)

玲

2

0

27

0 2

1

29

市



④部分開示決定等における不開示事由(令和3年度)

含まれる不開

(個人情報保護条例第1

1法令等による不開示情報

2第三者の個人情報

3事業活動情報

i

4評価,診断等情穀

5 犯罪予防等情報

示情粧

5条該当号)

6 国等協力関係情報

7意思形成過程情報

8行政執行情叛

計

※ 1件の部分開示決定等において,複数の不開示理由に該当する場合があるため,開

示決定の処理件数とは一致しない場合がありまず。

部分開示 不開示

Ⅱ

不開示

(存否応答拒

否)

⑤部分開示決定等における不開示事由(令和4年度)

2

3

含まれる不開

(個人情報保護条例第1

、

1法令等による不開示情報

計

2第三岩の個人情報

5

21

3事業活動情報

4評価,診断等情報

5犯罪予防等情報

Ⅱ

示情報

5条該当号)

6 国等協力関係情報

2

7意思形成過程情報

3

8行政執行情報

・十

※ 1件の部分開示決定等において,複数の不開示理由に該当する場合があるため,開

示決定の処理件数とは一致しない場合があります。

部分開示

5

21

不開示

Ⅱ

不開示

(存否応答拒

否)

3

寸

3

17

11

3

3

17

、

2題



年度

令和3

市の機閲

令和3

1

令和3

担当部署

市長

2

⑥個人情報保談制度の実施状況(令和3・4年度)

1

3

令和3

市長

1

地域包括支

援センター

請求日

市長

4

令和3

1

長寿支援課

消防長

5

令和3

ノ、

04.02(金)

長寿支援課

1

文

市長

6

令和3

利用者基本情報

相談・経過観察表

嵩

05.14(金)

予防課

1

令和3

消防長

05.17(月)

の

7

国保年金課

認定調査票(2021年2月16日実施分)

名

1

令和3

8

消防長

伽.27(*)

主治医意見書(令和元年11月24白記入分)

称

1

予防課

令和3

9

又

市長

06.11(金)

火災飼査報告書(市番号2021

1

は

令和3

10

警防課

市長

内

1

06.160村

令和3

生活支援課

Ⅱ

診療報酬明細害

市長

容

令和3

ユ

12

06.21(月)

決定等

内容

国保年金課

火災調査報告響(市番号2021-16)

市長

令和3

1

13

国保年金課

06.25(金)

市長

令和1年12月10日救急要請のあうた救急活動記録票

(写し)

令和3

1耳

1 市長

長寿支援課

0630(水)

2.部分開示

不開

1

生活保襲受給証朋婁

15

1 6 )

市長

障害者支援

課

令和3

07.26(月)

第三者の個人情報,評

価,診断等情報,行政執

行情報が記録されている

ため

1

・保険証券

・外国公社債等取引報告響

1,全部開示

市長

長寿支援課

理由

16

令和3年4月分

09.06(月)

2.部分開示

ノ

戸籍住民課

ら令和3年4月30日分診療報酬明細審

1

令和3

凶.28(火)

主治医意見喜

(202 1年1月8日記入分)

市長

2.部分開示

長寿支援課

第三者の個人情報が記録

されているため

仭.30(ホ)

17

自立支援医痩申請の為の診断害(平成25年5月船橋北

病院初診、年、月、記職分)

令和3

10.060幻

1.全部開示

第三者の個人情報,行政

執行情報が記録されてい

るため

1
選挙管理委

員会

戸籍住民課

前回の介護認定にかかる主治医意見妻

令和3

18

10.07(太)

R2年4月1日現在まで、本人以外からの個人情報、住

民票、取られて悪用されているか?

2.部分開示

令和3

1

19

令和2年11月1日か

認定調査票

(2 0 2 1年9月1日実施分)

消防長

選挙管理委

員会事務局

10.19(火)

第三者の個人情嬢,行政

執行情報が記録されてぃ

るため

1.全部開示

令和3

1

20

市長

5.不開示

(不存在)

1

・住民票の写し等職務上請求書(令和3年7月5日分)

・住民票の写し等職務上請求喜(令和3年7月9日分)

21

市長

警防課

1

10.25(月)

1.全部開示

市長

令和3

長寿支援課

令和3年10月31日執行衆謹院謹員総選挙及び最高裁

判所裁判官国民審査における、 10月24日、 25日の

期日前投票所の投票の受付状況(投票受付管理システム

において記録されたもの)

1.全部開示

国保年金課

10.29(金)

22

子ども相談

センター

1.全部開示

令和3

11.12(金)

平成30年9月30日に救急要請のあ0た救急活動記録

票(写L)

消防長

0.取下げ

11.18(木)

23

介護保険饗介護認定・要支援認定等結果通知書(令和2

年7月4日付)

0.取下げ

1

12,06(月)

市長

0.取下げ

予防課

令和3年8月分の診療報酬明細嵩全て

2017年9月から2018年1月の間の子ビも相談セ

ンターへの相談に係る「受付・調査・支援等記録」

1.全部開示

長寿支援課

12.07(火)

・防火対急物使用開始届出書一式

・消防用設備等検査済証

・消防用設備等設置届出害一式

(令和元年1月1日以降に請求者が届出した,八千代市

大和田新田00に建築Lた建物に係る上記害類の写し)

2.部分開示

第三者の個人情報,事業

活動情綴が記録されてぃ

るため

12.07(火)

2.部分開示

主治医意見害(令和2年2月25日記入分)

第三者の個人情報,行政

執行情報が記録されてい

るため

1.全部開示

4

1.全部開示

1.全部開示

2.部分開示

1 / 4

評価,診断等情報,行政

執行情報が記録されてぃ

るため

1.全部開示

1.全部開示

議題2

示

枝
書
号

受
付
番
号



年度

令和3

市の機閼

令和3

24 1

25

令和3

消防長

担当部署

1

⑥個人情報保護制度の実葹状況(令和3・4年度)

市長

26

令和3

1

警防課

市長

講求日

27

令和3

戸籍住民課

1 消防長

28

12.10(金)

長寿支援課

ノ、

1

令和3

12.28(火)

文婁

市長

令和3年9月29日に119番通報した際の音声データ

讐防課

28

住民票・戸籍等交付請求書兼交付簿(令和3年4月16

日分)

01.19(水)

の

2

納税課

令和3

名

市長

介讃保険要介護認定・要支援認定等結果通知書(令和元

年11月21日通知分・令和2年9月19日通知分)

舵.020N

称

29

又

救急活動記録票(令和2年10月9日,出動番号680

1)

不搬送承誌婁

1

舵,14(月)

納税課

は

令和3

市長

内客

滞納整理事綾記事(平成29年6月30日及び平成29

年7月3日の応対記録)

30

02.14(月)

①平成29年7月3日現在滞納金が発生してぃないこ

とを示す譽類等

②延滞金がかからないケースでも滞納金額明細害上延

滞金欄に金額記戦される根拠讐類

③滞納実績記事は日々上響き更新されるものか,追加

記靴されるものかに関する情報

1

戸籍住民課

決定等

内客

令和3

市長

30

1.全部開示

02.15(火)

令和3

2

長寿支援髞

不開

市長

2.部分開示

令和4年2月8日付住民票交付依頼について(令和4

年2月14日交信分)

31

令和3

1.全部開示

理由

03.01(火)

第三者の個人情報が記録

されているため

市長

長痔支援課

①介護保険要介護認定・要支援認定等結果通知書及び

介護保険要介護状態区分・要支援状態区分変更通知喜

③主治医意見喜

④被保険者給付実蹟台帳

⑤納入通知害

令和3

32 1

1.全部開示

令和3

33

市長

長寿支援課

1

03.01(火)

令和3

34

2.部分開示

市長

福祉総合相

談室

1

令和3

35

市長

認定調責票

主治医意見書

介護保険料過誤納還付通知書

03,020川

第三者の個人情報が記録

されているため

5.不開示

(不存在)

令和3

36

納税課

被保険者給付実韻台帳

(令和2年10月~12月利用分における提供年月,事

業者名,サービス種類,合計額,請求額,利用者負担

額)

市長

1

清掃セン

ター

船.08(火〕

36

市長

令和3

2

03.09(水)

長寿支援課

生活困窮者と同席して生活困窮者相談をした際の記録

(平成30年1月~令和元年9月)

市長

2.部分開示

37

令和3

鳴.10(木)

1

長寿支援課

滞納整理事擴記事(平成29年6月30凹及び早成29

年7月5日の応対記録)

市長

令和3

38

第三岩の個人情報,事業

活動情穀が記録されてい

るため

03.10(木)

長寿支援課

ごみ集積場所新設申出書

(清セ第26 -242号

1

39

1.金部開示

市長

03.14(月)

介護保険要介護認定・要支援認定等結果通知署(令和2

年5月14日通知分)

1

生活支援課

市長

03.14(月)

責産管理課

認定調査票

主治医意見害

2.部分開示

船.28(月)

③主治医意見害

長寿支援謀

生活保護相談に係る令和4年2月1日から令和4年3月

令和4年3月3日受付分)

第三者の個人情報が記録

されているため

1.全部開示

03,29(火)

15日の間

記録

鳴,31(木)

公文委全部開示決定通知書

(平成29年2月23日付け資管第596号)

2.部分開示

詞定調査票(2021年12月10白実施分)及び主治

医意見書(20 2 1年12月6日記入分)

1.全部開示

評価,診断等清報が記録

されているため

1.全部開示

1.全部開示

1.全部開示

からの聴取

2部分開示

1.全部開示

2 / 4

第三者の個人情報が記録

されているため

1,全都開示

1.全部開示

議題2

示

枝
番
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受
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②
③
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①
②



年度

令和4

市の機閧

令和4

1

令和4

市長

担当部署

1

⑥個人情報保護制度の実施状況(令和3・4年度)

市長

3

令和4

クリーン推

進課

1 市長

請求日

4

令和4

子育て支援

課

市長

5

叫.12(火)

戸籍住民課

ノ、

令和4

1 市長

伽.22(金)

文

令和2年6月29日の勝田台南での不法投棄受付簿(表

面のみ)

長寿支援課

5

喜

令和4

2

帖.09(月)

令和4年4月入所に係る村上学童保育所入所審査表

の

市長

長寿支援課

6

令和3年1月19日から令和4年5月9日までの本人ま

たは同世帯の者以外から請求された住民票・戸籍等交付

請求書兼交付簿。

名

令和4

05.10(火)

1

称

市長

長寿支援課

6

又

05.16(月)

介謹保険負担限度額認定に関わる預貯金額集計表

令和4

2

は

通知日が以下の介護保険要介護認定,要支援認定等結果

通知髪

・平成26年8月21日

市長

戸籍住民課

内

7

令和4

05,16(月)

容

1

①調査日が以下の認定調査票

・平成2 6年7月2 2日

②記入日が以下の主治医意見書

・平成2 6年7月10日

市長

戸籍住民課

決定等

内容

7

令和4

05.18(水)

2 市長

令和4

戸籍住民課

1.全部開示

8

令和2年6月21日付

「戸籍謄抄本等請求婁.郵送用チェックシート」

05.18(水)

不開

1

2.部分開示

9

令和元年7月11日付「戸籍証明婁等の請求婁兼交付

薄」

令和2年3月12日付「戸籍謄,少本等請求書,郵送用

チェックシ【ト」

市長

令和4

戸籍住民課

1

05.18bN

5.不開示

(不存在)

市長

理由

扣

第三者の個人情報が記録

されているため

子育て支援

課

令和2年3月12日付「戸籍謄抄本等請求書,郵送用

チェックシート」

1

05,180村

1.金部開示

市長

クリーン推

進課

令和4

令和元年7月11白付「戸籍証明書等の請求書鞭交付

簿」

令和2年6月21日付「戸籍謄抄本等請求書,郵送用

チェックシート」

1.全部開示

05.26(木)

10

子ども相談

センター

2

05.26(木)

令和4

市長

令和4年5月及び6月入所に係る学童保育所入所審査表

2.部分開示

ポランティア袋交付申請書(令和4年5月26白に請求

者が勝田台支所へ提出Lた分)

10

令和4

06.14(火)

3

母子保健課

第三者の個人情報が記録

されているため

1.全部開示

市長

Ⅱ

令和元年6月から令和4年6月の間の子ども相談セン

ターへの相談に係る「受付・調査・支援等記録」

令和4

1

2.部分開示

市長

12

令和4

06.14(火)

・ H 30年0 5月2 5日(金) 15:5 2 の相談記録

・ H 30年0 6月04日(月) 0 9:0 1の相談記録

・母子保健推進員訪問記録票

・八千代市 4か月児赤ちゃん広場アンケート②

・ R 0 1年08月15日(木) 0 9:2 1の相談記録

・ R 0 3年10月2 6日(火) 14:4 1の相談記録

母子保健課

1

"

市長

13

第三者の個人情報が記録

されているため

1,全部開示

令和4

国保年金課

1 市長

06,14(火)

M

2.部分開示

生活支援課

1

母子保健課にて、平成30年2月~令和4年6月までの

相談記録

市長

06.20(月)

障害者支援

課

2.部分開示

第三者の個人情報が記録

されているため

08.01(月)

1.全部開示

和4年1月,2月,3月分)

戸籍住民課

第三者の個人情報が記録

されているため

面接記録禦

・令和2年11月25日

・令和3年2月3日

四.22(ホ)

2.部分開示

障害者支援課に相談Lた平成30年1月~令和元年12

月までのきろく

仭.28(水)

第三者の個人情報,評

価,診断等情報,行政執

行情報が記録されてぃる

ため

住民票・戸籍等交付申請害兼交付簿

本人・同世帯員以外からの請求(R2.

9.28)

1.全部開示

診療報酬明細書(令

2.部分開示

1.全部開示

評価,診断等情報,行政

執行情報が記録されてぃ

るため

3 / 4

2,部分開示

1.1~ R 4,

0.取下げ

第三者の個人情報が記録

されているため
鴫

5.不開示

(不存在)

議題2

示

枝
番
号

受
付
書
号

2
.



年度

令和4

市の機関

令和4

15 1

16

市長

担当部署

1

令和4

⑥個人情報保鰹制度の実施状況(令和3・4年度)

事業管理者

17

長寿支援課

請求日

1

給排水相談

課

令和4

市畏

10.12(水)

18

ノ、

令和4

1

10.2引金)

文

国保年金課

令和4年9月21白付け八千代市長達第27号介護保険

負担限度額認定取消通知書に係る預貯金額集計表

市長

害

18

排水の使用開始等届

提出日;平成24年7月26日

令和4

2

の

市長

11,1引火)

・令和2年度国民健康保険料賦課の決定及び納入通知婁

(第3期)の発送について

・令和2年度国民健康保険料賦課・望正の決定及び納入

通知書(随時5期)の発送について

・令和2年度国民健康保険料3期及び過年度随時5期督

促状発送について

名

生活支援課

19

令和4

称

1

令和4

20

又

生活支援課

1

11.28(月)

は

令和4

21

市長

内

面接記録禁

平成28年8月23日,平成3

年1月2 2日,令和 3年4月2

国保年金課

令和4

22

消防長

容

Ⅱ.28(月)

1

子ピも保育

令和4

23

決定等

内容

面接記録票

平成28年6月17日,平成2 8年8月12日,令和3

年4月2 6日,令和4年8月3日

市長

1

11.29(火)

24

警防課

市長

1.全部開示

1

令和2年8月

令和3年4月

12.07休)

戸籍住民課

不開

市長

1.全部開示

01.13(金)

戸籍住民課

.

児童票

0年8月6日,平成3 1

1白

28日提出の国民健康保険届及び添付害類

6臼提出の国民健康保険届及び添付塞類

理由

戸籍住民課

02.080向

救急活動報告書(令和3年3月17日,出場番号181

の

2倍E分開示

02,15(水)

戸籍謄本の写Lの請求響(本人以外のもの)

令和2年10月1日以降のもの

舵.15(水)

第三者の個人情報が記録

されているため

住民票の請求用抵の申請害

R4.4.1~R5.2.15

1.全部開示

住民票の請求用紙の申請害

R 4.4.1~R 5.2.1 5

2.部分開示

評価,診断等情報,行政

執行惰報が記録されてぃ

るため

1.全部開示

2倍B分開示

2.部分開示

第三老の個人情報が記録

されているため

2,部分開示

第三者の個人情報が記録

されているため

1.全部開示

第三者の個人情報が記録

されているため

1.全部開示

4 / 4

議題2 7

示

枝
番
号

受
付
番
号

う
長市

課



個人情報の漏えい事案について(報告)

議題3



NO. 発生部署

令和4年度漏えい事案一覧(報道発表分)

消防本部
中央消防署

2

教育委員会
八千代台東南公
民館

事

傷病者収容証の紛失

3

案

健康福祉部
健康づくり課

一斉メール送信による個人情報の漏えい

の

4

一斉メール送信による個人情報の漏えい

財務部
納税課

件 名

納付書送付の際の事務処理誤りによる個人情報の漏えい

議題3 -1



事案の件名

発生部署

判明日又は発生日

傷病者収容証の紛失

漏えい事案の概要

概要

消防本部中央消防署

、

令和4年4月14日

判明した経緯

漏えいした個人情報の
概要

中央消防署の救急隊が救急出揚した際に,搬送した医療機関から
受領した「傷病者収容証」を紛失した。

漏えいした個人情報の
件数

厘ヨ

医療機関からの帰署後に隊員が携行品を確認したところ紛失が判
明した'

発生原因

住所・氏名・生年月日・年齢・性別・電話番号・.傷病名・傷病程
度

1件

/

1)傷病者収容証の管理業務フローが不適切であった(環境要
因)
①書類の保管場所が徹底されておらず不明確であった
②書類の複数人での確認体制が確立できていなかった
2)個人情報を扱う自覚が欠如していた(人的要因)

発生時の対応

講じた再発防止策

傷病者収容証管理業務フローの作成
保管場所,保管方法の明確化
複数人確認体制の確立
個人情級の取扱いに関する啓発
傷病者収容証管理フローの周知徹底
インシデント研修会の実施)

救急車内,消防署内,搬送先医療機関を捜索するも発見に至らな
かった。患者は入院中のためご家族に書類が紛失した旨を報告す
る。

r

議題3 -2

①
②
①
②

1
 
2



事案の件名

発生部署

判明日又は発生日

一斉メール送信による個人情報の漏えい

漏えい事案の概要

概要

教育委員会八千代台東南公民館

令和4年6月24日

判明した経緯

漏えいした個人情報の
概要

サークル連絡会のメールアドレス登録サークル会員宛てに定例会
書面開催通知のメールを送信したところ,会員から,通知のメー
ルがBCCではなく T0で送られているとの連絡を受け,氏名及
ぴメールアドレス漏えいが発覚した。

漏えいした個人情報の
件数

NO.2

サークル会員からの問合せにより判明した。

発生原因

サークノレ会員の氏名及びメールアドレス

氏名:24件
メーノレアドレス

発生時の対応

サークル連絡会へのメヤルによる通知業務フローの不明確(複数
人確認体制の不確立)

2 5件

講じた再発防止策

令和4年6月24・日(金)から,公民館の職員が,メール及び電
話により,個人情報が漏えいしたサークル会員に対し,漏えい経
緯を説明し,謝罪した。

1)サークル連絡会へのメールによる通知業務フローの明確化
(複数人確認体制の確立)
2)業務フローの課内周知の徹底

議題3 -3



事案の件塩

発生部署

判明日又は発生日

一斉メール送信による個人情報の漏えい

漏えい事案の概要

概要

健康福祉部健康づくり課

令和4年9月8日(9月9日発覚)

判明した経緯

外部委員11名(所属部会ごとに7名と4名に分けて送信)に資
料をメール送信した際,宛先をBCCにしなければならなかった
ところ,誤うてT0で送信してしまったことにより,委員のメー
ノレアドレスが漏えいした。

漏えいした個人情報の
概要

漏えいした個人情報の
件数

厘ヨ

委員からの連絡により発覚

、

発生原因

委員のメールアドレス

メーノレアドレス

発生時の対応

①メール送信に係る業務フローが不明確であった。(複数人確
認項目の不確立)
②メール送信時の宛先設定方法が十分に周知されていなかっ
た。(周知の不徹底)

11件

講じた再発防止策

令和4年9月9日(金)に,健康づくり課職員が,メール及び電
話により,情報が漏えいした委員に対し,経緯を説明しi 謝罪を
行った上,受信メールの削除を依頼した'

議題3 -4

①
立)
②

メールによる通知業務フローの明確化(複数人確認項目の確

課内周知による注意喚起の徹底(周知の徹底)

〆



事案の件名

発生部署

判明日又は発生日

納付書送付の際の事務処理誤りによる個人情報の漏えい

漏えい事案の概要

概'要

財務部納税課

令和4年9月27日(発覚)

判明した経緯

漏えいした個人情報の
概要

納税者Aから納付書の再送付を依頼された際,併せて,別世帯・
同住所の親族Bの納付書の再送付を依頼されたため,同一封筒に
2名の納付書を同封し郵送したことにより,個人情報が流出し
た。

漏えいした個人倩報の
件数

NO.4

納税者Aからの問合せにより判明した。

発生原因

未納税目,税額,住所及び氏名

1件俳内付書1枚)

発生時の対応

住民基本台帳上で同一住所を硴認できれぼ,複数名義の郵送物を
1つの封筒で送付していた。(環境要因)

A宅へ職員2瑠が訪問。作成した詫び状をAへ手渡す。
送付した納付書は回収しても,再度同住所へ同内容の納付書を渡
すことになるため回収はせず。
Aから,漏えいされたBへの謝罪は不要.文害回答をもって本件
終了との了承を得た。

講じた再発防止策 1人の名幾人に対しては,1つの封筒を用いることを徹底する。

議題3


